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平成２５年８月２日判決言渡 同日原本交付 裁判所書記官 

平成２４年（ワ）第２３７号 特許権侵害損害賠償請求事件 

口頭弁論終結日 平成２５年５月２２日 

判         決 

東京都大田区＜以下略＞ 

原                  告   株 式 会 社 Ｄ Ａ Ｐ リ ア ラ イ ズ 

大阪市＜以下略＞ 

被                 告    シ ャ ー プ 株 式 会 社 

東京都新宿区＜以下略＞ 

被                 告    Ｋ Ｄ Ｄ Ｉ 株 式 会 社 

東京都港区＜以下略＞ 

被                 告    ソフトバンクモバイル株式会社 

上記三名訴訟代理人弁護士    生 田 哲 郎 

同              佐 野 辰 巳 

同                 中 所 昌 司 

同 補 佐 人 弁 理 士      松 本 雅 利 

東京都千代田区＜以下略＞ 

被                 告    株 式 会 社 エ ヌ ・ テ ィ ・ テ ィ ・ ド コ モ 

同 訴 訟 代 理 人 弁 護 士   大 野 聖 二 

同                 小 林 英 了 

同 訴 訟 代 理 人 弁 理 士   鈴 木  守 

主                  文 

１ 原告の請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告の負担とする。 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 
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１ 被告シャープ株式会社（以下「被告シャープ」ともいう。）は，原告に対し，

２０００万円及びこれに対する平成２４年１月２１日から支払済みまで年５

分の割合による金員を支払え。 

２ 被告ＫＤＤＩ株式会社（以下「被告ＫＤＤＩ」ともいう。）は，原告に対し，

４００万円及びこれに対する平成２４年１月２１日から支払済みまで年５分

の割合による金員を支払え。 

３ 被告ソフトバンクモバイル株式会社（以下「被告ＳＢＭ」ともいい，上記２

社と併せて「被告シャープら」という。）は，原告に対し，９００万円及び

これに対する平成２４年９月２１日から支払済みまで年５分の割合による金

員を支払え。 

４ 被告エヌ・ティ・ティ・ドコモ株式会社（以下「被告ドコモ」ともいい，上

記３社と併せて「被告ら」という。）は，原告に対し，１００万円及びこれ

に対する平成２４年１月２１日から支払済みまで年５分の割合による金員を

支払え。 

第２ 事案の概要 

１ 本件は，名称を「携帯情報通信装置，携帯情報通信装置を使用したパーソナ

ルコンピュータシステム及び携帯情報通信装置用外部入出力ユニット」とす

る発明についての特許権（特許第３８７２５０２号）を有する原告が，被告

らに対し，被告シャープが業として製造・販売する別紙イ号物件目録ないし

別紙ヌ号物件目録各記載の製品（以下，それぞれの符号に従い「イ号製品」

などといい，イ号製品ないしヌ号製品を併せて「被告各製品」という。），

被告ＫＤＤＩが業として販売するロ号製品及びハ号製品，被告ＳＢＭが業と

して販売するニ号製品ないしヌ号製品及び被告ドコモが業として販売するイ

号製品がそれぞれ上記特許権の技術的範囲に属すると主張して，特許権侵害

の不法行為に基づく損害賠償金として，被告シャープに対し２０００万円及

びこれに対する平成２４年１月２１日（訴状送達の日の翌日）から支払済み
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まで民法所定の年５分の割合による遅延損害金，被告ＫＤＤＩに対し４００

万円及びこれに対する平成２４年１月２１日（訴状送達の日の翌日）から支

払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金，被告ＳＢＭに対し９

００万円及びこれに対する平成２４年９月２１日（訴えの変更申立書送達の

日の翌日）から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損害金，及

び被告ドコモに対し１００万円及びこれに対する平成２４年１月２１日（訴

状送達の日の翌日）から支払済みまで民法所定の年５分の割合による遅延損

害金の各支払を求める事案である。 

２ 前提事実（証拠を掲げていない事実は当事者間に争いがない。以下，証拠の

番号の掲記に当たり，枝番の表示を省略することがある。） 

(1) 当事者 

ア 原告は，各種情報処理・通信システムなどの開発を業とする株式会社で

ある。〔弁論の全趣旨〕 

イ 被告シャープは，電機メーカーであり，スマートフォンを始めとする携

帯情報通信装置の企画・製造・販売を行う株式会社である。 

ウ 被告ＫＤＤＩ，被告ＳＢＭ及び被告ドコモは，それぞれ，電気通信事業

者であり，スマートフォンを始めとする携帯情報通信装置の企画・販売及

び携帯情報通信装置に対するサービスの提供を行う株式会社である。 

(2) 原告の有する特許権 

原告は，次の内容の特許権（以下，この特許権を「本件特許権」といい，

同特許権に係る特許を「本件特許」という。また，本件特許に係る明細書及

び図面を「本件明細書等」といい，その内容は別紙特許公報写し（甲２）の

とおりである。）の特許権者である。 

特 許 番 号   第３８７２５０２号 

発明の名称   携帯情報通信装置，携帯情報通信装置を使用したパー

ソナルコンピュータシステム及び携帯情報通信装置用
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外部入出力ユニット 

原 出 願 日   平成１７年１２月２１日（特願２００５－３６７３７３

の分割） 

分割出願日   平成１８年２月２７日 

優 先 日   平成１６年１２月２４日（優先権主張番号：特願２００

４－３７２５５８） 

優 先 日   平成１７年７月２８日（優先権主張番号：特願２００５

－２１８１５９） 

登 録 日   平成１８年１０月２７日 

移転登録日   平成２０年６月５日 

訂正請求日   平成２３年４月２６日 

訂正登録日   平成２３年１１月２日 

(3) 本件特許に係る特許請求の範囲 

本件特許の特許請求の範囲における請求項の数は２３であるが，そのうち

請求項３の記載は，別紙特許公報写しの特許請求の範囲【請求項３】記載の

とおりである（以下，請求項３記載の特許発明を「本件発明」という。）。 

(4) 構成要件の分説 

本件発明を構成要件に分説すると，次のとおりである（以下，それぞれの

記号に従い「構成要件Ａ」などという。）。 

Ａ ユーザーがマニュアル操作によって入力したデータを後記データ処理

手段に送信する入力手段と， 

Ｂ 無線信号を受信してデジタル信号に変換の上，後記データ処理手段に

送信するとともに，後記データ処理手段から受信したデジタル信号を無

線信号に変換して送信する無線通信手段と， 

Ｃ 後記データ処理手段を動作させるプログラムと後記データ処理手段で

処理可能なデータファイルとを格納する記憶手段と， 



 - 5 - 

Ｄ 前記入力手段から送信されたデータ及び前記記憶手段に格納されたプ

ログラムに基づき，前記無線通信手段から受信したデジタル信号及び／

又は前記記憶手段から読み出したデータに必要な処理を行って，デジタ

ル表示信号及びその他のデジタル信号を生成して送信するデータ処理手

段と， 

Ｅ 画面を構成する各々の画素が駆動されることにより画像を表示するデ

ィスプレイパネルＡと，前記データ処理手段から受信したデジタル表示

信号に基づき前記ディスプレイパネルＡの各々の画素を駆動するディス

プレイ制御手段Ａとから構成されるディスプレイ手段と， 

Ｆ 外部ディスプレイ手段を含む周辺装置，又は，外部ディスプレイ手段

が接続される周辺装置を接続し，該周辺装置に対して，前記データ処理

手段から受信したデジタル表示信号に基づき，ＴＭＤＳ方式で伝送され

るデジタル外部表示信号を送信するインターフェース手段Ａ１と， 

Ｇ を備えるとともに， 

  前記データ処理手段と前記インターフェース手段Ａ１とが相俟って，

該インターフェース手段Ａ１から，高解像度デジタル外部表示信号を送

信する機能を実現する携帯情報通信装置であって， 

Ｈ 前記無線通信手段と前記データ処理手段とが相俟って， 

  ユーザーエージェント情報を含みインターネットプロトコルに準拠し

た無線信号を送信する機能と， 

  インターネットプロトコルに準拠した無線信号を受信することにより，

インターネットに接続したウェブサーバからデータファイルを取得する

機能と， 

  を実現するとともに， 

Ｉ 前記データ処理手段は，前記画像データファイルの本来解像度が前記

ディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい場合でも，前記画像デー
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タファイルをリアルタイムで処理することによって，及び／又は，前記

データファイルを前記記憶手段に一旦格納し，その後読み出した上で処

理することによって，前記画像データファイルの本来画像の全体画像の

デジタル表示信号を生成する機能を有する 

Ｊ ことを特徴とする携帯情報通信装置。 

(5) 原告による訂正審判請求 

原告は，本件特許について，平成２４年５月１日付けの審判請求書（甲１

１）により，請求項３のうち「前記画像データファイルをリアルタイムで処

理することによって，及び／又は，前記画像データファイルを前記記憶手段

に一旦格納し，その後読み出した上で処理することによって」とあるのを，

「前記画像データファイルを前記記憶手段に一旦格納し，その後読み出した

上で処理することによって」と訂正する旨の訂正審判請求をしている（以下，

訂正後の請求項３を「本件訂正発明」といい，本件訂正発明の上記訂正部分

に係る構成要件を「構成要件Ｉ’」という。）。 

(6) 被告らの行為 

ア 被告シャープの行為 

被告シャープは，イ号製品ないしヌ号製品を，業として製造し，販売し

ている。 

イ 被告ＫＤＤＩの行為 

被告ＫＤＤＩは，ロ号製品及びハ号製品を業として販売している。 

ウ 被告ＳＢＭの行為 

被告ＳＢＭは，ニ号製品ないしヌ号製品を業として販売している。 

エ 被告ドコモの行為 

被告ドコモは，イ号製品を業として販売している。 

(7) 被告各製品の構成 

ア イ号製品は，本件特許に関係する範囲で，別紙イ号物件目録記載の「イ
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号物件説明書」の「（４） 本件発明の構成要件に対応させて表現したイ

号製品の構成」の項記載の構成を有している。 

ロ号製品ないしヌ号製品は，それぞれ，本件特許に関係する範囲で，各

製品に係る別紙物件目録記載の物件説明書の構成を有している。 

イ イ号製品は，いわゆるスマートフォンといわれる高機能携帯電話機であ

って，入力手段としてのタッチパネルと，無線通信手段としての無線通信

用のメインアンテナ及び無線送受信ＩＣと，記憶手段としての内部メモリ

及び出し入れ可能な外部メモリであるｍｉｃｒｏＳＤカードと，データ処

理手段としてのモバイルプロセッサＭＳＭ８２５５と，ディスプレイ手段

である液晶ディスプレイパネルと液晶コントローラＩＣと，インターフェ

ース手段としてのＨＤＭＩ送信ＩＣ及びｍｉｃｒｏＳＤカード端子を備え，

ＭＳＭ８２５５からの制御信号に基づいて，メインアンテナ及び無線送受

信ＩＣが，ユーザーエージェント情報を含みインターネットプロトコルに

準拠した無線信号を送信する機能と，インターネットプロトコルに準拠し

た無線信号を受信することにより，インターネットに接続したウェブサー

バから画像データファイルを取得する機能とを実現するものである。 

よって，イ号製品は，本件発明の構成要件ＡないしＦ，Ｈ及びＪをそれ

ぞれ充足する。 

また，ロ号製品ないしヌ号製品は，各製品に係る別紙物件目録中物件説

明書記載のとおり，一部においてイ号製品と構成を異にする（例えば，ロ

号及びハ号製品は，モバイルプロセッサＭＳＭ８６５５を搭載してい

る。）ものの，本件発明との対比に関する限りイ号製品と同じ構成を有し

ており，いずれも，本件発明の構成要件ＡないしＦ，Ｈ及びＪをそれぞれ

充足する。 

３ 争点 

(1) 被告各製品は本件発明及び本件訂正発明の技術的範囲に属するか 
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ア 構成要件Ｉの充足性 

イ 構成要件Ｇの充足性 

(2) 本件発明及び本件訂正発明に係る特許が特許無効審判により無効にされる

べきものと認められるか 

ア 無効理由１の１（乙イ４を主引用例とする進歩性欠如） 

イ 無効理由１の２（乙イ４を主引用例とし，乙イ１９を副引用例とする進

歩性欠如） 

ウ 無効理由２（乙イ１３を主引用例とする進歩性欠如） 

エ 無効理由３（乙イ１４を主引用例とする進歩性欠如） 

オ 無効理由４（乙イ１５を主引用例とする進歩性欠如） 

(3) 損害発生の有無及びその額 

第３ 争点に関する当事者の主張 

 １ 争点(1)ア（構成要件Ｉの充足性）について 

 〔原告の主張〕 

(1) 構成要件Ｉの意義 

    構成要件Ｉは，データ処理手段が，画像データファイルの本来解像度が前

記ディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい場合でも，二つの機能，す

なわち，①データ処理手段の基本処理機能である「前記画像データファイル

をリアルタイムで処理することによって，及び／又は，前記データファイル

を前記記憶手段に一旦格納し，その後読み出した上で処理する」機能と，②

データ処理手段の本件付加機能である「前記画像データファイルの本来画像

の全体画像のデジタル表示信号を生成する」機能を実現することを特定して

いる。 

一般に，画像データファイルや表示信号は，「ディスプレイ手段の画面に

表示される画像」に対応するものと解されるから，「前記画像データファイ

ルの本来画像の全体画像のデジタル表示信号」とは，「前記画像データファ
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イルの本来画像の全体画像に対応するデジタル表示信号」と解される。 

画像データファイルを処理するデータ処理手段の能力が不十分であったり，

表示信号を受信するディスプレイ手段の画面解像度が低すぎたりすると，

「ディスプレイ手段の画面に表示される画像」は「画像データファイルや表

示信号が本来対応する画像」とは異なってしまう。これは，画像データファ

イルに不適切な処理がされてディスプレイ手段の画面に表示される場合に当

たる。ここで「不適切な処理」を具体的にいうと，まず，ディスプレイ手段

の画像解像度が画像データファイルの本来解像度よりも小さい場合において，

画像データファイルが本来有している色情報の情報量を減少させて画像表示

が行われて，「論理的な画素ごとの論理的な色情報」が「ディスプレイ手段

の画面を構成する物理的な画素の色表示」として不十分に現実化する，ある

いは，「論理的な画素」と「表示される画像の画素」が１対１で対応してい

るが，その余の範囲では「論理的な画素」が対応する「表示される画像の画

素」が存在しないこととなる。 

ほかに，ディスプレイ手段の画面解像度が画像データファイルの本来解像

度よりも大きい場合において，データ処理手段によって画素を補間する処理

が行われ，画像データファイルが本来有している色情報の情報量を増加させ

て画像表示が行われて，「論理的な画素ごとの論理的な色情報」を「ディス

プレイ手段の画面を構成する物理的な画素の色表示」として過剰に現実化す

ることとなる。 

これに対して，ディスプレイ手段の画面解像度が画像データファイルの本

来解像度よりも大きい場合であっても，ディスプレイ手段の画面を構成する

物理的な画素のうち隣接する複数のもので同一の色を表示させたり，ディス

プレイ手段の画面の中央部だけに画像を表示させたりすることによって，

「論理的な画素ごとの論理的な色情報」が「表示される画像の画素」と一つ

一つ個別に対応して現実化すれば，画像データファイルが本来有していた色
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情報の情報量が増加も減少もすることなく画像表示が行われることになる。 

構成要件Ｉのうちデータ処理手段の本件付加機能を定義する「画像データ

ファイルの本来画像の全体画像のデジタル表示信号を生成する」との記載は，

「データ処理手段の本件付加機能」によって生成されるデジタル表示信号が

上記のように適切に処理されることによって，「画像データファイルの本来

画像の全体画像」と「ディスプレイ手段に表示される画像」とが同一である

ことを特定するものと解される。そして，「適切に処理する」とは，「高解

像度ディスプレイ手段（すなわち，十分な水平画素数と垂直画素数を有する

ディスプレイ手段），又は，データ処理手段及び高解像度ディスプレイ手段

が，表示信号，画像データファイル・・・に含まれている画素ごとの論理的

な色情報を，ディスプレイ手段の画面を構成する物理的な画素の色表示とし

て過不足なく現実化すること」をいうものと解される。 

そして，構成要件Ｉの「前記画像データファイルの本来解像度が前記ディ

スプレイパネルＡの画面解像度より大きい場合でも」との記載は，「前記画

像データファイルの本来解像度が前記ディスプレイパネルＡの画面解像度よ

り大きい・或る場合」を意味すると解すべきである。 

(2) 本件発明に関する被告各製品の構成要件充足性 

    本件各製品はいずれも，そのディスプレイパネルＡの画面解像度がＨＤ

（１２８０×７２０）よりも低い。したがって，本件各製品はいずれも，

「画像データファイルの本来解像度が前記ディスプレイパネルＡの画面解像

度より大きい場合でも，『データ処理手段の本件付加機能』を実現してい

る」ことになる。 

また，被告各製品に使用されているモバイルプロセッサのパンフレット

（乙イ１８）をみても，本件各製品はいずれも，データ処理手段が，ダウン

ロードした画像データファイルの本来解像度がＨＤ未満である場合に，画素

を補間してＨＤの表示信号を生成しているとは認められない。すなわち，上
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記乙イ１８の記載のうち，外部への画像（映像）出力の仕様に係る「ビデ

オ」の欄の記載には，「ＨＤ７２０ｐ」とあるが，これは，出力できる表示

信号の本来解像度の物理的な限界を定めるものであり，実際に出力される画

像の解像度がＨＤであることを示すものではない。したがって，ダウンロー

ドした画像データファイルの本来解像度がＨＤ未満である場合において，

「本来解像度がＨＤの表示信号を生成している」，すなわち，「画素を補間

してＨＤの表示信号を生成している」と結論づけることはできない。 

したがって，本件各製品はいずれも，画像データファイルの本来解像度が

ＨＤ未満の場合において，「データ処理手段の本件付加機能」が実現してい

ないとは認められるべきではなく，画像データファイルの本来解像度がＨＤ

未満の場合においては「データ処理手段の本件付加機能」が実現していると

認められるべきである。 

よって，本件各製品はいずれも，本件発明の構成要件Ｉを充足する。 

(3) 本件訂正発明に関する被告各製品の構成要件充足性 

また，本件訂正発明についてみても，前記(1)と同様の理由により，本件

各製品はいずれも，本件訂正発明の構成要件Ｉを充足する。 

 〔被告らの主張〕 

(1) 構成要件Ｉの意義 

構成要件Ｉの意義は，構成要件Ｉのうち「前記データ処理手段は，前記画

像データファイルの本来解像度が前記ディスプレイパネルＡの画面解像度よ

り大きい場合でも，・・・・処理することによって，前記画像データファイ

ルの本来画像の全体画像のデジタル表示信号を生成する機能を有する」の部

分の解釈の問題となる。そして，本件明細書等の段落【００３２】には，デ

ータ処理手段が行う「適切な処理」や，画像データファイルの「本来画像」

についての意義に関する記載があり，これらの定義記載を併せ考慮すると，

構成要件Ｉの「前記データ処理手段は，前記画像データファイルの本来解像
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度が前記ディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい場合でも，・・・・

処理することによって，前記画像データファイルの本来画像の全体画像のデ

ジタル表示信号を生成する機能を有する」の構成におけるデータ処理手段が

有すべき「処理することによって」及び「生成する機能」とは，本件発明の

携帯情報通信装置が，ダウンロードする「画像データファイルを，画素を間

引いて表示画像の解像度を小さくしたり，画素を補間して表示画像の解像度

を大きくしたりしないで，表示される本来解像度を有する全体画像のデジタ

ル表示信号を生成する機能」を意味すると解される。 

(2) 本件発明に関する被告各製品の構成要件充足性 

イ号製品においては，そのデータ処理手段であるＭＳＭ８２５５からイン

ターフェース手段Ａ１であるＨＤＭＩ送信ＩＣに送信される表示信号の画素

数は，ダウンロードした画像の画素数（本来解像度）に関わりなく，一律に

ＨＤ（１２８０×７２０）の画素数である。すなわち，イ号製品のデータ処

理手段であるＭＳＭ８２５５では，ダウンロードした画像データファイルの

画素数が，ＦＨＤのような高解像度（高画素数）の画像ファイルのように，

その画素数（本来解像度）がＨＤを超える場合には，データ処理手段で，こ

れをＨＤの画素数となるように画素を間引いて表示画像の解像度を小さくし

て表示信号を生成しており，また，ダウンロードした画像データファイルの

画素数が，ＨＤ未満である場合には，これをＨＤの画素数となるように画素

を補間して表示画像の解像度を大きくしている。 

したがって，イ号製品は，構成要件Ｉの「処理することによって」及び 

「生成する機能」，すなわち，「画素を間引いて表示画像の解像度を小さ

くしたり，画素を補間して表示画像の解像度を大きくしたりしない」との要

件を充足しない。 

また，ロ号製品ないしヌ号製品も，各製品に係る別紙物件目録中物件説明

書記載のとおり，一部においてはイ号製品と構成を異にするが，本件発明と
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の対比に関する部分においてはイ号製品と同じ構成を有するから，イ号製品

と同様，構成要件Ｉを充足しない。 

(3) 本件訂正発明に関する被告各製品の構成要件充足性 

本件訂正発明の構成要件Ｉ’は本件発明の特許請求の範囲の減縮に該当す

るものであるから，前記(2)と同様の理由により，イ号製品ないしヌ号製品

はいずれも構成要件Ｉ’を充足しない。 

２ 争点(1)イ（構成要件Ｇの充足性）について 

〔原告の主張〕 

(1) 構成要件Ｇの意義 

 本件明細書等の段落【００３２】の記載が，本来解像度が画像データファ

イルの属性ではなく表示信号の属性でもあることを明らかにしており，構成

要件Ｇの「高解像度デジタル外部表示信号」とは，「外部表示信号の属性で

ある本来解像度がディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい」ことを特

定するものと解される。 

(2) 本件発明に関する被告各製品の構成要件充足性 

イ号製品においては，少なくとも，画像データファイルの本来解像度がＨ

Ｄ，又はＨＤ未満であって，ディスプレイパネルＡ（液晶ディスプレイパネ

ル）の画面解像度（ＱＨＤ（９６０×５４０））より大きい場合には，デー

タ処理手段（ＭＳＭ８２５５）からインターフェース手段Ａ１（ＨＤＭＩ送

信ＩＣ）に対して，本来解像度がディスプレイパネルＡの画面解像度より大

きい表示信号が送信される。そして，ＨＤＭＩ送信ＩＣにおいて本来解像度

の減少は生じないから，インターフェース手段Ａ１（microＨＤＭＩ端子）

からは，本来解像度がディスプレイパネルＡの画面解像度より大きいデジタ

ル外部表示信号が送信されることになる。 

構成要件Ｇの「高解像度デジタル外部信号」とは本来解像度が画面解像度

より大きいデジタル外部表示信号であるから，被告各製品はいずれも，「デ
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ータ処理手段とインターフェース手段Ａ１とが相俟って，インターフェース

手段Ａ１から，高解像度外部表示信号を送信する機能を実現する」，すなわ

ち，構成要件Ｇを充足する。 

(3) 本件訂正発明に関する被告各製品の構成要件充足性 

  本件訂正発明においては，構成要件Ｉ’以外の構成要件は全て本件発明と

同じであるから，前記(1)と同様の理由により，被告各製品は本件訂正発明

の構成要件Ｇを充足する。 

〔被告らの主張〕 

(1) 構成要件Ｇの意義 

構成要件Ｇは，「インターフェース手段Ａ１から，高解像度デジタル外部

表示信号を送信する機能を実現する」との用語を含んでおり，その「高解像

度デジタル外部表示信号」は，「高解像度外部表示信号」のうちデジタル信

号であるものをいうものと解される。そして，本件明細書等の段落【００３

２】では，「『高解像度外部表示信号』とは，本来解像度が前記ディスプレ

イパネルＡの画面解像度より大きい外部表示信号を意味し」と定義されてお

り，「高解像度外部表示信号」の定義に「本来解像度」という用語が用いら

れているところ，さらに同段落には，「『本来解像度』とは，表示信号，画

像データファイル又は動画信号を，高解像度ディスプレイ手段，又は，デー

タ処理手段及び高解像度ディスプレイ手段が適切に処理することにより表示

される本来の解像度を意味する。」と定義されており，前記のとおり，「適

切に処理する」は，「より具体的には，物理的な現実化にあたって画素を間

引いて表示画像の解像度を小さくしたり，画素を補間して表示画像の解像度

を大きくしたりしない」という意義を有する。 

したがって，「高解像度デジタル外部表示信号」とは，ダウンロードされ

る画像データファイルの画素を間引いたり補間したりされていない外部表示

信号を意味するものと解される。 
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(2) 本件発明に関する被告各製品の構成要件充足性 

イ号製品のデータ処理手段は，ダウンロードした画像データファイルの解

像度（画素数）がＨＤを超える場合には画素を間引き，ＨＤ未満の場合には

画素を補間しているから，イ号製品の外部出力信号は，構成要件Ｇにおける

「高解像度デジタル外部表示信号」に当たらない。 

 したがって，イ号製品は構成要件Ｇを充足しない。 

また，ロ号製品ないしヌ号製品も，各製品に係る別紙物件目録中物件説明

書記載のとおり，一部においてはイ号製品と構成を異にするが，本件発明と

の対比に関する部分においてはイ号製品と同じ構成を有するから，イ号製品

と同様，構成要件Ｇを充足しない。 

(3) 本件訂正発明に関する被告各製品の構成要件充足性 

  本件訂正発明においては，構成要件Ｉ’以外の構成要件は全て本件発明

と同じであるから，前記(1)と同様の理由により，被告各製品は本件訂正発

明の構成要件Ｇを充足しない。 

３ 争点(2)ア（無効理由１の１〔乙イ４を主引用例とする進歩性欠如〕）につ

いて 

〔被告らの主張〕 

(1) 本件発明は，本件特許の優先日（平成１８年２月２７日）より前に頒布

された刊行物である特開２００４－２１４７６６号公報（乙イ４。平成１

６年７月２９日公開。以下「乙イ４文献」という。）に記載の発明（以下

「乙イ４発明」という。）に，周知技術（乙イ５～１２）を適用すること

によって，当業者が容易に発明することができたものであるから，本件特

許は，特許法２９条２項の規定により特許を受けることができない発明で

あり，特許無効審判によって無効にされるべきものである。 

(2) 本件発明と乙イ４発明との対比    

    本件発明と乙イ４発明とを対比すると，次のとおりである。 



 - 16 - 

ア 発明の構成の異同 

(ｱ) 構成要件Ａ 

      乙イ４発明の操作部１４は，ダイヤルキーやブラウザ操作キー等を備

えた入力デバイスであり（段落【００１６】），ダイヤルキーやブラウ

ザ操作キーは，ユーザーがマニュアル操作によって入力するためのキー

であることが自明である。 

また，乙イ４文献の図１では，操作部１４と制御部１０が結ばれてお

り，操作部１４で入力されたデータが，制御部１０（本件発明の「デー

タ処理手段」に相当する。）に送信されていることが記載されている。 

したがって，乙イ４発明の「操作部１４」と本件発明の「入力手段」

とは相違点がなく，構成要件Ａについて，本件発明と乙イ４発明は同一

である。 

(ｲ) 構成要件Ｂ 

乙イ４発明の送受信部１１は，送信回路と受信回路を有して成り，ア

ンテナ１１ａを介して電波を送受信することで，基地局（不図示）との

双方向通信を行う（段落【００１６】）ための手段である。電波を受送

信することで基地局との双方向通信を行っているのであるから，乙イ４

発明の送受信部１１は無線信号を受送信していることが自明である。 

また，制御部１０はＣＰＵ等からなる（段落【００１６】）から，制

御部１０に送られる信号はデジタル信号に変換されていることは技術常

識に照らして明らかである。同様に制御部１０から送受信部１１に送ら

れる信号もデジタル信号であることは技術常識に照らして明らかである。 

したがって，乙イ４発明の「送受信部１１」と本件発明の「無線通信

手段」とは相違点がなく，構成要件Ｂについて，本件発明と乙イ４発明

は同一である。 

(ｳ) 構成要件Ｃ 
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乙イ４発明の記憶部１６は，ＲＯＭやＲＡＭから成る情報格納手段で

ある（段落【００１６】）。制御部を動作させるプログラムをＲＯＭ

（read only memory）に格納することは技術常識に照らして自明であり，

記憶部１６は「データ処理手段を動作させるプログラムを格納する記憶

手段」に該当する。 

また，乙イ４文献の段落【００１８】には「制御部１０は，記憶部１

６から所望の情報を読み出して」と記載されていることから，記憶部１

６は「データ処理手段で処理可能なデータファイルを格納する記憶手

段」にも該当する。 

したがって，乙イ４発明の「記憶部１６」と本件発明の「記憶手段」

とは相違点がなく，構成要件Ｃについて，本件発明と乙イ４発明は同一

である。 

(ｴ) 構成要件Ｄ 

乙イ４発明の制御部１０は，送受信部１１を介して指定サーバから所

望のＷｅｂコンテンツ情報を取得して画像出力部１７に送出し，該情報

を外部出力するように要求する（段落【００２０】）。乙イ４発明の制

御部１０は，送受信部１１（本件発明の無線通信手段と同じ）を介して

Ｗｅｂコンテンツ情報を取得して画像出力部１７に送信していることか

ら，無線通信手段から受信したデジタル信号に必要な処理を行ってデジ

タル表示信号を送信している点で，本件発明と乙イ４発明とは同じであ

る。そして，技術常識に照らして，乙イ４発明の制御部１０がデジタル

表示信号以外のデジタル信号（その他のデジタル信号）を生成していな

いとは考えられないから，その他のデジタル信号を生成していることも

明らかである。 

また，乙イ４発明の制御部１０は，「指定」サーバから「所望」のＷ

ｅｂコンテンツ情報を取得しているが，取得すべき情報の選択はユーザ
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がマニュアル操作によって入力されたデータに基づいて行われることが

自明であり，ＣＰＵはＲＯＭ等に格納されたプログラムに基づいて動作

することが自明である。したがって，入力手段から送信されたデータ及

び記憶手段に格納されたプログラムに基づいて処理されている点で，本

件発明と乙イ４発明とは同じである。 

したがって，乙イ１４発明の「制御部１０」と本件発明の「データ処

理手段」とは相違点がなく，構成要件Ｄについて，本件発明と乙イ４発

明とは同一である。 

(ｵ) 構成要件Ｅ 

乙イ４発明の表示部１２は，液晶ディスプレイ等から成る情報表示手

段である（段落【００１６】）。液晶ディスプレイ装置が，画面を構成

する各々の画素が駆動されることにより画像を表示する液晶パネルと，

前記液晶パネルの画面を構成している各々の画素を駆動する制御手段と

から構成されていることは技術常識であるから，乙イ４発明の「表示部

１２」と本件発明の「ディスプレイ手段」とは，画面を構成する各々の

画素が駆動されることにより画像を表示するディスプレイパネルと，前

記ディスプレイパネルＡの各々の画素を駆動するディスプレイ制御手段

Ａとから構成される点で一致する。 

また，本件発明では，ディスプレイ制御手段が「前記データ処理手段

から受信したデジタル表示信号に基づき」と規定されているが，内部デ

ィスプレイの制御手段が，データ処理手段が生成した表示信号に基づい

て制御されることは技術常識に照らして明らかであるから，この点にお

いても乙イ４発明と本件発明の相違はない。 

したがって，構成要件Ｅについて，本件発明と乙イ４発明は同一であ

る。 

(ｶ) 構成要件Ｆ 
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ａ 乙イ４発明の画像出力部１７は，入力された情報を外部表示装置２

で読取可能な画像信号形式に変換して出力するインターフェイス部で

ある（段落【００１６】）。外部表示装置２が，外部ディスプレイ手

段を含む周辺装置又は外部ディスプレイ手段が接続される周辺装置に

該当することは自明である。また，要求を受けた画像出力部１７は，

制御部１０からの入力情報に所定の信号処理を施して外部表示装置２

に出力する（段落【００２０】）。 

したがって，乙イ４発明の「画像出力部１７」と本件発明の「イン

ターフェース手段Ａ１」とは，外部ディスプレイ手段を含む周辺装置，

又は，外部ディスプレイ手段が接続される周辺装置を接続し，該周辺

装置に対して，前記「データ処理手段」から受信したデジタル表示信

号に基づき，外部表示信号を送信するインターフェース手段である点

で一致する。 

ｂ 他方で，本件発明ではインターフェース手段から外部ディスプレイ

装置に送信する信号が「ＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタル外部表示

信号」に限定されているのに対し，乙イ４発明にはそのような限定が

ない点で一応は相違する。 

(ｷ) 構成要件Ｇ 

ａ 乙イ４発明の画像出力部１７（前記のとおり，本件発明の「インタ

ーフェース手段Ａ１」に相当する。）は，制御部１０（前記のとおり，

本件発明の「データ処理手段」に相当する。）からの入力情報に所定

の信号処理を施して外部表示装置２に出力することによって，携帯電

話機での閲覧が意図されていないＷｅｂコンテンツについても，表示

部１２のサイズや解像度に依存することなく正常に表示することが可

能となる機能を有している（段落【００２０】）。 

他方で，本件明細書等の段落【０００６】では，パソコン向けウェ
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ブページが多くの携帯電話機で閲覧できなかった理由の一つとして，

携帯電話機の付属ディスプレイの画面解像度が小さいためにフルスペ

ックのＨＴＭＬで記述されたウェブページを正しく表示できないこと

を挙げている。また，本件明細書等の段落【００９２】では，ウェブ

ページやコンテンツファイルに対応する画像を，高解像度外部ディス

プレイ手段の画面で，高解像度画像を表示できることを発明の効果と

して挙げている。すなわち，本件発明では，多くの携帯電話機で閲覧

できなかったＷｅｂコンテンツを正常に表示するために，高解像度外

部ディスプレイ手段を利用して高解像度画像を表示しているものと解

される。 

したがって，乙イ４発明と本件発明とは，インターフェース手段Ａ

１から，携帯電話機での閲覧が意図されていないＷｅｂコンテンツを

正常に表示するための信号を送信する機能を実現する携帯情報通信装

置である点で一致する。 

また，本件発明における「前記データ処理手段と前記インターフェ

ース手段Ａ１とが相俟って」の意義が不明瞭であるものの，少なくと

も乙イ４発明では，画像出力部１７は制御部１０からの入力情報に所

定の信号処理を施している点で，「相俟って」処理しているといえる。 

ｂ 他方で，乙イ４発明では，「携帯電話機での閲覧が意図されていな

いＷｅｂコンテンツについても，表示部１２のサイズや解像度に依存

することなく正常に表示する」と抽象的に表現されているのに対し，

本件発明では，「高解像度デジタル外部表示信号を送信する」と具体

的に記載されている点で相違する。 

(ｸ) 構成要件Ｈ 

乙イ４発明では，制御部１０は，送受信部１１を介して指定サーバか

ら所望のＷｅｂコンテンツ情報を取得する機能を有する（段落【００２
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０】）。Ｗｅｂコンテンツ情報を送受信する際には，インターネットプ

ロトコルに準拠した信号を送受信することは技術常識に照らして明らか

である。 

また，上記(ｲ)に記載のとおり，送受信部１１は無線信号を送受信し

ている。 

さらに，「所望」のＷｅｂコンテンツ情報を取得するためには，ユー

ザーエージェント情報を含む信号をサーバに送信する必要があること及

びＷｅｂコンテンツ情報の中には画像データファイルが含まれることは

技術常識に照らして明らかである。 

したがって，構成要件Ｈについて，本件発明と乙イ４発明とは相違点

がなく，同一である。 

(ｹ) 構成要件Ｉ 

ａ 乙イ４発明では，外部表示装置２として表示部１２より大型のモニ

タ装置を用いれば，携帯電話機での閲覧が意図されていないＷｅｂコ

ンテンツについても，表示部１２のサイズや解像度に依存することな

く正常に表示することが可能となるという機能を有する（段落【００

２０】）。他方，前記(ｷ)で述べたとおり，本件発明では，多くの携

帯電話機で閲覧できなかったＷｅｂコンテンツを正常に表示するため

に，高解像度外部ディスプレイ手段を利用して高解像度画像を表示し

ているものと解されるから，本件発明と乙イ４発明とでは，多くの携

帯電話機で閲覧できなかったＷｅｂコンテンツを正常に表示するため

の機能を有する点で一致する。 

なお，画像データファイルの処理は，リアルタイムで行うか，デー

タを記憶手段に一旦格納し，その後データを読み出して処理するか，

のいずれかしかありえないので，結局，乙イ４発明と本件発明とは，

前記画像データファイルの本来解像度が前記ディスプレイパネルＡの
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画面解像度より大きい場合でも，前記画像データファイルをリアルタ

イムで処理することによって，及び／又は，前記画像データファイル

を前記記憶手段に一旦格納し，その後読み出した上で処理することに

よって，外部表示装置に，画像を正常に表示させる機能を有する点で

一致する。 

ｂ 他方で，外部表示装置に送信する画像について，本件発明では「前

記画像データファイルの本来画像の全体画像」と特定されているのに

対し，乙イ４発明では「正常に表示」としか特定されていない点で，

形式的に一応相違する。 

(ｺ) 構成要件Ｊ 

乙イ４発明は携帯電話機に関する発明であり（段落【０００１】），

構成要件Ｊについて，本件発明と乙イ４発明は同一である。 

    (ｻ) 小括 

以上のとおり，本件発明と乙イ４発明の構成は，次の相違点ア～ウで

相違し，その余は同一である。したがって，乙イ４発明には，本件発明

の構成要件ＡないしＥ，Ｈ及びＪの全てが，また，本件発明の構成要件

Ｆ，Ｇ及びＩの一部が開示されている。 

〔相違点ア〕 

（構成要件Ｆで）本件発明では「ＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタル外

部表示信号」に限定されているのに対し，乙イ４発明にはそのような限定

がない点 

〔相違点イ〕 

（構成要件Ｇで）本件発明では「高解像度デジタル外部表示信号を送信

する」と具体的に記載されているのに対し，乙イ４発明では「携帯電話機

での閲覧が意図されていないＷｅｂコンテンツを表示部１２のサイズや解

像度に依存することなく正常に表示する」との抽象的な記載しかない点 
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〔相違点ウ〕 

（構成要件Ｉで）外部表示装置に送信する画像について，本件発明で

は「前記画像データファイルの本来画像の全体画像」と特定されている

のに対し，乙イ４発明では「正常に表示」としか特定されていない点 

イ 発明の作用効果の異同 

(ｱ) 本件発明の作用効果 

本件発明の作用効果は，本件明細書等の段落【００９２】に記載のと

おりである。すなわち，「携帯情報通信装置はインターネットに接続し

たウェブサーバにおけるウェブページを，従来通り，付属ディスプレイ

パネル閲覧することに加えて，携帯情報通信装置のインターフェース手

段Ａ１に接続された周辺装置における高解像度外部ディスプレイ手段の

画面において閲覧することができる。また，携帯情報通信装置はウェブ

サーバから画像ファイルやゲームプログラム等のコンテンツファイルを

取得したりした上で，該ウェブページやコンテンツファイルに対応する

画像を，従来通り，付属ディスプレイパネルにおいて表示することに加

えて，高解像度外部ディスプレイ手段の画面において表示することがで

きる。しかも，その際，付属ディスプレイパネルの画面解像度の制約を

受けることなく，該付属ディスプレイパネルの画面解像度より大きい解

像度を有する高解像度画像を表示することができる。」というものであ

る。 

(ｲ) 乙イ４発明の作用効果 

乙イ４文献の段落【００２０】には，「外部表示装置２として表示部

１２より大型のモニタ装置を用いれば，携帯電話機１本体の携帯性を損

なうことなく，表示内容の視認性を向上させることが可能となる。また，

携帯電話機での閲覧が意図されていないＷｅｂコンテンツについても，

表示部１２のサイズや解像度に依存することなく正常に表示することが
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可能となる。」と記載されている。 

すなわち，乙イ４発明の作用効果は，①携帯電話機本体の携帯性を損

なうことなく視認性を向上させること，②携帯電話機での閲覧が意図さ

れていないＷｅｂコンテンツを携帯電話機本体の表示部の解像度に依存

することなく正常に表示すること，の二つである。 

(ｳ) 本件発明と乙イ４発明の作用効果の対比 

ａ 本件発明と乙イ４発明とは，いずれも，「携帯電話機での閲覧が

意図されていないＷｅｂコンテンツ」（＝「高解像度画像」）を，

外部表示装置の大型のモニタ（＝高解像度外部ディスプレイ手段の

画面）に，表示部（＝付属ディスプレイパネル）の解像度に依存す

ることなく表示できる点で一致する。 

ｂ 他方で，本件発明では「付属ディスプレイパネルの画面解像度よ

り大きい解像度を有する高解像度画像を表示する」と具体的に記載

しているのに対し，乙イ４発明では「携帯電話機での閲覧が意図さ

れていないＷｅｂコンテンツについても，表示部１２のサイズや解

像度に依存することなく正常に表示する」と抽象的な記載である点

で相違する（相違点エ）。 

(3) 相違点の容易想到性について 

ア 相違点ア（構成要件Ｆ）について 

(ｱ) 本件特許の優先日（平成１８年２月２７日）より前に頒布された刊

行物には，特開平１１－３１１９６９号公報（乙イ５。平成１１年１

１月９日公開。以下「乙イ５文献」という。），特開２００１－２２

８８４１号公報（乙イ６。平成１３年８月２４日公開。以下「乙イ６

文献」という。），特開２００４－２０８１６２号公報（乙イ７。平

成１６年７月２２日公開。以下「乙イ７文献」という。），特開２０

０１－３１３１３０号公報（乙イ８。平成１３年１１月９日公開。以
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下「乙イ８文献」という。），特開２００２－１４６６４号公報（乙

イ９。平成１４年１０月２５日公開。以下「乙イ９文献」という。），

中華人民共和国実用新案出願公告ＣＮ２６４１９４４Ｙ（乙イ１０。

平成１６年（２００４年）９月１５日公告。以下「乙イ１０文献」と

いう。），「ＮＨＫデジタルテレビ技術教科書」２４１ないし２４２

頁（乙イ１１。平成１９年（２００７年）第１刷発行。以下「乙イ１

１文献」という。），及びＪＥＩＤＡ規格「デジタルモニタインタフ

ェース標準」（乙イ１２。平成１１年２月制定。以下「乙イ１２文

献」という。）といったものがある。 

(ｲ) これらの公知文献の記載によれば，本件特許出願（優先日）前にお

いて，画像信号を送信する信号規格として，ＴＭＤＳ方式が当業者に

広く知られていたことは明らかである。 

また，①乙イ８文献に，外部にＴＭＤＳ方式の信号を伝送すること

ができるコネクタを備えた携帯電話機が記載されていること，②乙イ

９文献に，携帯端末がインターネットやＰＣとの間で通信を経由して

画像の取得をする機会が増えていることを指摘した上で，外部ディス

プレイに伝送する信号としてＴＭＤＳ方式が挙げられていること，③

乙イ１０文献に，スマートフォンに外部ディスプレイを接続した発明

において，ＴＭＤＳ方式でデータを外部ディスプレイに伝送した実施

例が具体的に記載されており，携帯電話機に外部表示装置を接続して

外部表示装置にＷｅｂコンテンツを表示させることを目的とする乙イ

４発明においても，外部表示装置に送信する信号にＴＭＤＳ方式を採

用する動機が示唆されている。 

そうすると，相違点アについて，乙イ４発明の画像出力部１７（本

件発明の「インターフェース手段Ａ１」に相当する。）から外部表示

装置２に送信する信号をＴＭＤＳ方式のデジタル信号とすることは，
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周知技術に基づいて当業者が容易に想到し得たことである。 

イ 相違点イ（構成要件Ｇ）について 

乙イ４文献の段落【００２０】の記載から，乙イ４発明における「携帯

電話機での閲覧が意図されていないＷｅｂコンテンツ」は，携帯電話機の

表示部のサイズや解像度の制約によって携帯電話機での閲覧が意図されて

いないＷｅｂコンテンツであることが示唆されている。 

また，上記段落に「表示部１２のサイズや解像度に依存することなく正

常に表示する」と記載されていることから，乙イ４発明において「正常に

表示」されないとは，携帯電話機の表示部１２のサイズや解像度に依存す

るためにＷｅｂコンテンツ本来のサイズや解像度で表示できないことをい

うものと解される。その反対解釈により，乙イ４発明において「正常に表

示する」とは，「Ｗｅｂコンテンツ本来のサイズや解像度で表示するこ

と」と解される。 

さらに，乙イ９文献の段落【００１２】に記載されているように，パソ

コン（ＰＣ）用に制作されたＷｅｂコンテンツの本来の解像度は「高解像

度」であることが明らかである。 

以上のことから，乙イ４発明の画像出力部１７が備えている「携帯電話

機での閲覧が意図されていないＷｅｂコンテンツを正常に表示する」ため

の信号を送信する機能は，本件発明の構成要件Ｇの「高解像度デジタル外

部表示信号」を送信する機能と実質的に差違がない。 

ウ 相違点ウ（構成要件Ｉ）について 

前記イのとおり，乙イ４発明における「正常に表示する」とは，「Ｗｅ

ｂコンテンツ本来のサイズや解像度で表示すること」と解される。 

また，乙イ４発明には「本来画像の全体画像」を表示するためのデジタ

ル表示信号を生成することに限定されていないが，乙イ４発明では「携帯

電話機での閲覧が意図されていないＷｅｂコンテンツについても，表示部
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１２のサイズや解像度に依存することなく正常に表示する」ことができる

のであるから，「本来画像の全体画像」以外の画像を表示しなければなら

ない理由はなく，「本来画像の全体画像」を表示することは自明である。 

エ 相違点エ（作用効果の相違点）について 

前記イのとおり，乙イ４発明における「携帯電話機での閲覧が意図され

ていないＷｅｂコンテンツについても，表示部１２のサイズや解像度に依

存することなく正常に表示する」とは，携帯電話機の表示部の解像度より

高解像度で表示することと解されるから，本件発明と乙イ４発明の作用効

果には実質的な差違はない。 

(4) 本件訂正発明も進歩性を欠くこと 

ア 本件訂正発明と乙イ４発明を対比すると，相違点は前記(2)ア(ｻ)の三つ

の相違点のほか，次の一点である。 

すなわち，本件訂正発明では「前記画像データファイルを前記記憶手段

に一旦格納し，その後読み出した上で処理することによって，」と特定さ

れているのに対し，乙イ４発明ではそのような明示の記載がない点である。 

イ この相違点についてみると，①リアルタイムで処理する方法と，②画像

データファイルを記憶手段に一旦格納し，その後読み出した上で処理する

方法，のいずれを選択するかは，当業者の単なる設計事項にすぎない。ま

た，乙イ４文献の段落【００１８】には，記憶部１６の格納情報を外部表

示装置に出力する場合が記載されており，表示しようとうするデータを記

憶手段に一旦格納後処理する方法が示唆されている。したがって，当該相

違点は当業者にとって容易に想到できたものであるといえる。 

そして，前記(2)ア(ｻ)の三つの相違点が当業者にとって容易に想到でき

たものであることは前記(3)のとおりである。 

(5) 原告の主張に対する反論 

    原告は，構成要件Ｇに係る相違点の容易想到性について，乙イ４文献に記
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載された文言を論理操作するだけでは本件発明の構成要件Ｇは導き出せない，

また，乙イ４発明の構成を特定する際には，乙イ４文献に記載された作用化

のみから特定してはならない旨主張する。しかし，特許・実用新案審査基準

第Ⅱ部第２章１．５．３(3)①によれば，特許法２９条１項３号における

「刊行物に記載された発明」の解釈に当たっては，本願出願時における技術

常識を参酌することにより当業者が当該刊行物に記載されている事項から導

き出せる事項（「刊行物に記載されているに等しい事項」）も，刊行物に記

載された発明の認定の基礎とすることができるから，原告の上記主張は失当

である。 

また，本件明細書等の記載内容は本件の特許出願人である原告の主観的な

認識を記載したものにすぎず，優先日当時の当業者の技術常識の客観的な事

実が記載されているわけではない。 

さらに，特許法２９条１項３号の「刊行物に記載された発明」の解釈にお

いて，作用効果の記載を排除して発明の構成を把握しなければならないとい

う法的根拠はない。 

よって，原告の上記主張はいずれも失当である。 

(6) まとめ 

以上のとおり，本件発明及び本件訂正発明と乙イ４発明とは，その構成の

相違点は，実質的な差違がないか，又は，周知技術に照らして当業者が容易

に想到できたものである。かつ，その作用効果の相違点にも実質的な差違が

ない。したがって，本件発明及び本件訂正発明は，乙イ４発明及び周知技術

から当業者が容易に発明できたものである。 

よって，本件発明及び本件訂正発明は，特許法２９条２項の規定により特

許を受けることができないものであり，特許無効審判により無効にされるべ

きものと認められる。 

〔原告の主張〕 
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(1) 乙イ４発明の特定 

ア 乙イ４文献の段落【０００４】ないし【０００７】並びに【００２６】

及び【０２０２】の記載によれば，本件発明と対比されるべき乙イ４発明

の解決課題は，本体の携帯性を損なうことなく，表示内容の視認性や臨場

感を向上させることが可能な携帯電話機を提供することであり，作用効果

は，本体の携帯性を損なうことなく，表示内容の視認性や臨場感を向上さ

せることが可能になること，及び携帯電話機での閲覧が意図されていない

Ｗｅｂコンテンツについても，表示部１２のサイズや解像度に依存するこ

となく正常に表示することが可能となることであると判断される。 

イ そして，乙イ４文献の段落【０００８】ないし【００２５】の記載によ

れば，乙イ４発明における制御部１０の技術的特徴は，ＣＰＵ等から成り，

上記各部１１ないし１７を含む装置全体の動作を制御すること，記憶部１

６から所望の情報を読み出して画像出力部１７に送出し，該情報を外部出

力するように要求すること，通話相手から送られてくる画像情報を画像出

力部１７に送出し，画像出力部１７に対して該画像情報を外部出力するよ

うに要求すること，送受信部１１を介して指定サーバから所望のＷｅｂコ

ンテンツ情報を取得して画像出力部１７に送出し，該情報を外部出力する

ように要求すること，送受信部１１を介して指定サーバから所望のストリ

ーミング機能を取得しながら，該ストリーミング情報に含まれる画像情報

を画像出力部１７に送出し，画像出力部１７に対して該画像情報を外部出

力するように要求することが，また，画像出力部１７の技術的特徴は，入

力された情報（静止画や動画，文字など）を外部表示装置２で読取可能な

画像信号形式（例えば，ビデオ信号形式）に変換して出力すること，制御

部１０からの入力情報に所定の信号処理を施して外部表示装置２に出力す

ることがそれぞれ記載されているに止まっている。 

(2) 乙イ４発明との対比 
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  これに対して本件発明の構成要件Ｇの技術的意義は，本件発明の課題を

解決するために，インターフェース手段Ａ１から送信される外部表示信号

について，「外部表示信号の本来解像度がディスプレイパネルＡの画面解

像度よりも大きい」と特定することにある。また，本件発明の構成要件Ｉ

の技術的意義は，本件発明の課題を解決するために，前記「データ処理手

段」が「ウェブサーバから取得した画像データファイルを記憶手段に一旦

格納し，該画像データファイルをその後読み出した上で処理することによ

って，表示信号を生成する」という基本処理の機能を有することを特定し

た上で，「生成される表示信号は，画像データファイルの本来解像度がデ

ィスプレイパネルＡの画面解像度より大きい場合でも，画像データファイ

ルの本来画像の全体画像の表示信号である」と特定することにある。 

以上を前提に本件発明と乙イ４発明を対比すると，本件発明と乙イ４発明

とは，少なくとも，構成要件Ｇ及びＩに関して，次の相違点がある。 

〔相違点④ｇ〕 

インターフェース手段Ａ１から送信される外部表示信号について，本件発

明では，その本来解像度がディスプレイパネルＡの画面解像度よりも大きい

と特定されているのに対し，乙イ４発明では，外部表示信号の本来解像度に

関する特定を欠いている点 

〔相違点④ｉ－１〕 

データ処理手段について，本件発明では，「ウェブサーバから取得した画

像データファイルを記憶手段に一旦格納し，該画像データファイルをその後

読み出した上で処理することによって，表示信号を生成する」機能を有する

と特定されているのに対し，乙イ４発明では，そのような特定を欠く点 

〔相違点④ｉ－２〕 

データ処理手段が生成する表示信号について，本件発明では，「画像デー

タファイルの本来解像度がディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい場
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合でも，画像データファイルの本来画像の全体画像の表示信号である」と特

定されているのに対し，乙イ４発明では，そのような特定を欠く点 

(3) 構成要件Ｇに係る相違点について被告らの認定が誤っていること 

被告らは，構成要件Ｇの相違点に関し，本件発明と乙イ４発明とは実質的

な差異がない旨主張する。 

しかし，被告らの主張は，乙イ４文献の段落【００２０】の「表示部１２

のサイズや解像度に依存することなく正常に表示すること」を「Ｗｅｂコン

テンツ本来のサイズや解像度で表示すること」と解釈することに立脚してい

るが，画面解像度と本来解像度及び画像の解像度の関係とは異なる対象の属

性であるから，単に「画面解像度に依存しない」ことを述べるだけでは，

「本来解像度」と「画像の解像度」の関係に至る論理はない。 

また，「正常に表示する」ことが「Ｗｅｂコンテンツ本来のサイズや解像

度で表示すること」を意味することは，少なくとも本件発明の原出願日当時

の当業者にとって技術常識ではなかったのであり，むしろ，外部ディスプレ

イ手段に「本来の解像度」で表示されないことが通常であった。したがって，

被告らの主張は，論理的正当性を欠いている。 

さらに，被告らの主張は，乙イ４文献の段落【００２０】の記載のみをも

って，乙イ４発明の画像出力部１７が備えている機能を特定しようとするも

のであるが，当該記載は乙イ発明の作用効果を説明するものであるから，発

明の構成要件を，その構成要件がもたらす作用効果のみによって特定しよう

とするものであり，目的（結果）と手段を混同しており，失当である。また，

刊行物に構成要件が記載されておらず，構成要件を充足していれば実現され

るであろう作用効果だけが記載されている場合に，当該構成要件が記載され

ていると主張するには，記載されている作用効果から当該構成要件が導き出

されるのに十分な「参酌すべき本願出願時における技術常識」を明示する必

要がある。しかし，被告らの主張は，「参酌すべき本願出願時における技術
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常識」の必要性を考慮していない。加えて，特許・実用新案審査基準には，

作用効果について，進歩性判断の根拠となる論理付けに関連する記載はある

が，引用発明が特定の構成要件を充足するか否かの認定に作用効果の記載を

考慮すべきことを規定する記載はない。 

したがって，被告らの主張は論理が失当であるから，構成要件Ｇに係る相

違点について被告らの認定は誤っている。 

(4) 構成要件Ｇに係る相違点の容易想到性について 

 一般に，発明の進歩性を否定するためには，当該発明と主たる引用発明

（主引用例）との間の相違点を的確に把握した上で，主引用例に「従たる引

用発明」や「文献に記載された周知の技術」等を適用することによって，当

該相違点に係る構成に到達することが容易であったとの論理付けを行うこと

が求められる。 

しかし，被告らは，相違点について実質的な差異がないと誤った認定をし

ているから，相違点の容易想到性について論理付けが全く不十分であるとい

わざるを得ない。 

よって，被告らの主張は失当である。 

(5) 構成要件Ｉに係る相違点について被告らの認定が誤っていること 

被告らは，本件発明と乙イ４発明とは，その構成の相違点は，実質的な差

異がないか，又は，周知技術に照らして当業者が容易に想到できたものであ

る旨主張する。 

しかし，被告らの主張は，乙イ４文献の段落【００２０】に記載された

「携帯電話機での閲覧が意図されていないＷｅｂコンテンツについても，表

示部１２のサイズや解像度に依存することなく正常に表示することが可能と

なる」ことのみを根拠とするものである。その論理が失当であることは，前

記(3)のとおりである。 

したがって，構成要件Ｉに係る相違点について被告らの認定は誤っている。 
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(6) 構成要件Ｉに係る相違点の容易想到性について 

被告らの前記主張は，実質的な差異がないとするが，これに至る論理が失

当であるから，相違点の容易想到性の論理付けは全く不十分といわざるを得

ない。 

また，被告らは，構成要件Ｉに関して，画像データファイルの処理は，リ

アルタイムで行うか，データを記憶手段に一旦格納し，その後データを読み

出して処理するか，のいずれかしかあり得ないとし，これを前提に，乙イ４

発明と本件発明とは，前記画像データファイルの本来解像度が前記ディスプ

レイパネルＡの画面解像度より大きい場合でも，前記画像データファイルを

リアルタイムで処理することによって，及び／又は，前記画像データファイ

ルを前記記憶手段に一旦格納し，その後読み出した上で処理することによっ

て，外部表示装置に，画像を正常に表示させる機能を有する点で一致してお

り，①リアルタイムで処理する方法と，②画像データファイルを記憶手段に

一旦格納し，その後読み出した上で処理する方法のいずれを選択するかは当

業者の設計事項にすぎないと主張する。しかし，「設計事項」とされるもの

は，引用発明に係る方法のある仕様項目に対してあらかじめ特定されている

仕様を他の仕様に変更することをいうが，被告らの主張は，設計変更の対象

となるべき引用発明を想定しないで一般命題として主張するものである。ま

た，被告らの主張は，上記方法①と②に該当する仕様項目に対して何らかの

仕様があらかじめ特定されていない場合においても，上記方法のいずれかを

選択することを「設計事項」とする点において，上記の「設計事項」の意義

から大きく逸脱している。 

(7) 本件訂正発明と乙イ４発明との対比について 

被告らは，構成要件Ｉが構成要件Ｉ’に訂正されるとしても，本件訂正発

明の当該構成要件に係る相違点は当業者にとって容易に想到できると主張す

るが，乙イ４文献の第１の具体例において格納情報として例示されている
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「アドレス帳や電子メールの内容等」はテキストデータであり，本件訂正発

明の構成要件Ｉ’で特定される前記「データ処理手段」が処理する「ウェブ

サーバから取得した画像データファイル」とは，その種類も情報量も全く異

なるから，両者を処理するデータ処理手段の機能は全く異なる。したがって，

本件訂正発明に乙イ４発明を適用するには阻害要因が存在するといわざるを

得ない。 

よって，被告らの主張は失当である。 

(8) 小括 

以上のとおり，被告らの主張は容易想到性について論理付けがされている

とはいえないから，乙イ４発明から本件発明及び本件訂正発明を容易想到で

あるということはできない。 

よって，本件特許は特許無効審判によって無効にされるべきものとはいえ

ない。 

４ 争点(2)イ（無効理由１の２〔乙イ４を主引用例とし，乙イ１９を副引例と

する進歩性欠如〕）について 

〔被告らの主張〕 

(1) 本件発明は，乙イ４文献に記載の乙イ４発明に，本件特許の優先日（平

成１８年２月２７日）より前に頒布された刊行物である特開２００４－１

２８５８７号公報（乙イ１９。平成１６年４月２２日公開。以下「乙イ１

９文献」という。）に記載の発明（以下「乙イ１９発明」という。）に，

周知技術（乙イ５～７，９，１０，２１ないし２６）を適用することによ

って，当業者が容易に発明することができたものであるから，本件特許は，

特許法２９条２項の規定により特許を受けることができない発明であり，

特許無効審判によって無効にされるべきものである。 

以下(2)以降については，本件訂正発明について主張するものであるが，

訂正は特許請求の範囲の減縮であるから，本件訂正発明が進歩性を欠くもの
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であれば，必然的に訂正前のものである本件発明についても本件訂正発明と

同じ理由から進歩性を欠くものであることは明らかである。 

(2) 対比・判断 

   本件訂正発明と乙イ４発明とを対比する。 

  ア まず，乙イ４発明の「携帯電話機１」は，電話通信のみならず「所望

のＷｅｂコンテンツ情報」も取得，表示可能であるから情報通信を行う

装置であって，本件訂正発明の「携帯情報通信装置」である。 

 また，乙イ４発明の「ダイヤルキーやブラウザ操作キー等を備えた入

力デバイスである操作部１４」において，「入力デバイスである操作部

１４」は「入力手段」といえるものであって，具体的な入力手段である

「ダイヤルキーやブラウザ操作キー等」が，「ユーザー」による「マニ

ュアル操作」によって「データ」を入力するのに用いられるものである

ことも技術常識であり，後記「データ処理手段」（制御部１０）が「Ｃ

ＰＵ等から成り，装置全体の動作を制御する」ものである以上，入力さ

れた「データ」が該「データ処理手段」（制御部１０）に送信されるの

も，乙イ４文献の図１の接続関係からも明らかな当然の動作である。 

結局，乙イ４発明の「ダイヤルキーやブラウザ操作キー等を備えた入

力デバイスである操作部１４」は，本件訂正発明の「ユーザーがマニュ

アル操作によって入力したデータを後記データ処理手段に送信する入力

手段」に相当する。 

イ 乙イ４発明の「送信回路と受信回路を有して成り，アンテナを介して

電波を送受信することで，基地局との双方向通信を行う送受信部１１」

において，乙イ４発明の「送受信部１１」は「アンテナを介して電波を

送受信する」のであるから，「無線信号」を送受信（通信）する手段で

あって，本件訂正発明の「無線通信手段」にあたり，後記「データ処理

手段」（制御部１０）は「ＣＰＵ等」から成るから，基本的に「デジタ
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ル信号」の形式でデータを処理するものであって，「無線通信手段」

（送受信部１１）との間でやり取りされる信号は，「アンテナ」との間

では「無線信号」であり，後記「データ処理手段」（制御部１０）との

間では「デジタル信号」となるので，送受信の方向別にみれば，受信回

路において「無線信号を受信してデジタル信号に変換の上，後記データ

処理手段に送信する」とともに，送信回路において「後記データ処理手

段から受信したデジタル信号を無線信号に変換して送信する」こととな

るのも当然のことである。 

 結局，乙イ４発明の「送信回路と受信回路を有して成り，アンテナを

介して電波を送受信することで，基地局との双方向通信を行う送受信部

１１」は，本件訂正発明の「無線信号を受信してデジタル信号に変換の

上，後記データ処理手段に送信するとともに，後記データ処理手段から

受信したデジタル信号を無線信号に変換して送信する無線通信手段」に

相当する。 

 ウ 乙イ４発明の「ＲＯＭやＲＡＭから成る情報格納手段である記憶部１

６」において，「記憶部１６」は「情報格納手段」であるから「記憶手

段」であり，前述のように後記「データ処理手段」（制御部１０）は

「ＣＰＵ等」から成るから，通常その外部に，該ＣＰＵを動作させるた

めの「プログラム」や，データ処理の対象となる「データファイル」を

格納するための「ＲＯＭやＲＡＭ」のような「情報格納手段」（記憶手

段）を有するのも技術常識である。 

結局，乙イ４発明の「ＲＯＭやＲＡＭから成る情報格納手段である記

憶部１６」は，本件訂正発明の「後記データ処理手段を動作させるプロ

グラムと後記データ処理手段で処理可能なデータファイルとを格納する

記憶手段」に相当する。 

エ 乙イ４発明の「ＣＰＵ等から成り，装置全体の動作を制御する制御部
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１０」は，前述のように，「ＣＰＵ等」から成るから，基本的に０／１

で表象される「デジタル信号」の形式でデータを処理する「データ処理

手段」であって，外部に，該「データ処理手段」を動作させるための

「プログラム」や，データ処理の対象となる「データファイル」を格納

するための「ＲＯＭやＲＡＭ」のような「情報格納手段」（記憶手段）

を有して，必要に応じて読み出し処理するのも技術常識である。 

そして，乙イ４文献の段落【００２０】前段の記載や，乙イ４文献の

図１の接続関係からも明らかなように，「操作部１４」（入力手段），

「記憶部１６」（記憶手段），「送受信部１１」（無線通信手段）と接

続されて，必要なデータ，プログラム，信号のやり取りを行い，データ

として処理して，「表示部１２」や「画像出力部１７」ほかに宛てて

「デジタル表示信号及びその他のデジタル信号」を生成，出力する。 

結局，乙イ４発明の「ＣＰＵ等から成り，装置全体の動作を制御する

制御部１０」は，本件訂正発明の「前記入力手段から送信されたデータ

及び前記記憶手段に格納されたプログラムに基づき，前記無線通信手段

から受信したデジタル信号及び／又は前記記憶手段から読み出したデー

タに必要な処理を行って，デジタル表示信号及びその他のデジタル信号

を生成して送信するデータ処理手段」に相当する。 

オ 乙イ４発明の「液晶ディスプレイ等から成る情報表示手段である表示

部１２」において，「表示部１２」は，「液晶ディスプレイ」等から成

る「情報表示手段」であるから，「ディスプレイ手段」であり，「液晶

ディスプレイ」が「画面を構成する各々の画素が駆動されることにより

画像を表示するディスプレイパネル」を有するのは技術常識であり，そ

のような画素を駆動するための駆動回路（制御手段）をも有することも

同様であって，乙イ４文献の図１の接続関係からも明らかなように，

「データ処理手段」（制御部１０）に接続されて，「デジタル表示信
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号」を受信しているから，「前記データ処理手段から受信したデジタル

表示信号に基づき前記ディスプレイパネルＡの各々の画素を駆動するデ

ィスプレイ制御手段」をも有するものである。 

    結局，乙イ４発明の「液晶ディスプレイ等から成る情報表示手段であ

る表示部１２」は，本件訂正発明の「画面を構成する各々の画素が駆動

されることにより画像を表示するディスプレイパネルＡと，前記データ

処理手段から受信したデジタル表示信号に基づき前記ディスプレイパネ

ルＡの各々の画素を駆動するディスプレイ制御手段Ａとから構成される

ディスプレイ手段」に相当する。  

カ また，乙イ４発明の「入力された情報（静止画や動画，文字など）を

外部表示装置２で読取可能な画像信号形式（例えば，ビデオ信号形式）

に変換して出力するインターフェイス部である画像出力部１７」におい

て，「外部表示装置２」は「外部ディスプレイ手段を含む周辺装置」で

あり，「画像出力部１７」は「インターフェイス部」であるから，「イ

ンターフェース手段Ａ１」ということができ，これも乙イ４文献の図１

の接続関係から明らかなように，該「インターフェース手段Ａ１」（画

像出力部１７）は，前記「外部ディスプレイ手段を含む周辺装置」（外

部表示装置２）に接続されている。 

    そして，乙イ４文献の段落【００２０】前段の記載にあるように，前

記「データ処理手段」（制御部１０）から「デジタル表示信号」を受信

して「外部表示信号」（「外部表示装置２で読取可能な画像信号形式

（例えば，ビデオ信号形式）」の信号）に変換して送信していると認め

られる。 

 結局，乙イ４発明の「入力された情報（静止画や動画，文字など）を

外部表示装置２で読取可能な画像信号形式（例えば，ビデオ信号形式）

に変換して出力するインターフェイス部である画像出力部１７」は，
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「ＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタル」の点を除き，択一的構成として

「外部ディスプレイ手段を含む周辺装置，又は，外部ディスプレイ手段

が接続される周辺装置を接続し，該周辺装置に対して，前記データ処理

手段から受信したデジタル表示信号に基づき，外部表示信号を送信する

インターフェース手段Ａ１」の点で本件訂正発明と一致する。 

  キ また，前述の「データ処理手段」（制御部１０）及び「インターフェ

ース手段Ａ１」（画像出力部１７）の認定，乙イ４文献の段落【００２

０】前段の記載をみれば，乙イ４発明の「携帯電話機１」は，「高解像

度デジタル」の点を除き，「前記データ処理手段と前記インターフェー

ス手段Ａ１とが相俟って，該インターフェース手段Ａ１から，外部表示

信号を送信する機能を実現する携帯情報通信装置」の点で本件訂正発明

と一致する。 

ク 乙イ４発明の「データ処理手段」（制御部１０）は，「送受信部１１

を介して指定サーバから所望のＷｅｂコンテンツ情報を取得」するから，

「無線通信手段」（送受信部１１）とも相俟って動作するものであり，

いわゆる「Ｗｅｂ」（ウェブ）が，通常インターネット上で「インター

ネットプロトコル」によりアクセスされるものであり，「Ｗｅｂコンテ

ンツ情報」を保持する「サーバ」が「インターネットに接続したウェブ

サーバ」であって，「Ｗｅｂコンテンツ情報」には通常「画像データフ

ァイル」が含まれるなどの情報通信の分野における技術常識を勘案すれ

ば，結局，「指定サーバから所望のＷｅｂコンテンツ情報を取得」する

乙イ４発明は，「ユーザーエージェント情報を含み」の点を除き，要求

信号として「インターネットプロトコルに準拠した無線信号を送信する

機能」と，応答信号として「インターネットプロトコルに準拠した無線

信号を受信することにより，インターネットに接続したウェブサーバか

ら画像データファイルを取得する機能」を実現する点で本件訂正発明と
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一致する。 

  ケ したがって，乙イ４発明と本件訂正発明とは，以下の点で一致し，ま

た相違する。 

〔一致点〕 

    「ユーザーがマニュアル操作によって入力したデータを後記データ処

理手段に送信する入力手段と， 

無線信号を受信してデジタル信号に変換の上，後記データ処理手段に

送信するとともに，後記データ処理手段から受信したデジタル信号を無

線信号に変換して送信する無線通信手段と， 

後記データ処理手段を動作させるプログラムと後記データ処理手段で

処理可能なデータファイルとを格納する記憶手段と， 

前記入力手段から送信されたデータ及び前記記憶手段に格納されたプ

ログラムに基づき，前記無線通信手段から受信したデジタル信号及び／

又は前記記憶手段から読み出したデータに必要な処理を行って，デジタ

ル表示信号及びその他のデジタル信号を生成して送信するデータ処理手

段と， 

画面を構成する各々の画素が駆動されることにより画像を表示するデ

ィスプレイパネルＡと，前記データ処理手段から受信したデジタル表示

信号に基づき前記ディスプレイパネルＡの各々の画素を駆動するディス

プレイ制御手段Ａとから構成されるディスプレイ手段と， 

外部ディスプレイ手段を含む周辺装置，又は，外部ディスプレイ手段

が接続される周辺装置を接続し，該周辺装置に対して，前記データ処理

手段から受信したデジタル表示信号に基づき，外部表示信号を送信する

インターフェース手段Ａ１と， 

を備えるとともに， 

前記データ処理手段と前記インターフェース手段Ａ１とが相俟って，
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該インターフェース手段Ａ１から，外部表示信号を送信する機能を実現

する携帯情報通信装置であって， 

前記無線通信手段と前記データ処理手段とが相俟って， 

インターネットプロトコルに準拠した無線信号を送信する機能と， 

インターネットプロトコルに準拠した無線信号を受信することにより，

インターネットに接続したウェブサーバから画像データファイルを取得

する機能と， 

を実現する携帯情報通信装置。」 

 〔相違点１〕 

 「インターフェース手段」から送信される「外部表示信号」に関し，

本件訂正発明では「ＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタル外部表示信

号」，「高解像度デジタル外部表示信号」であるのに対し，乙イ４発

明では「外部表示装置２で読取可能な画像信号形式（例えば，ビデオ

信号形式）」の信号である点 

  〔相違点２〕 

     送信される「インターネットプロトコルに準拠した無線信号」に関

し，本件訂正発明では「ユーザーエージェント情報を含みインターネ

ットプロトコルに準拠した無線信号」であるのに対し，乙イ４発明で

は，単に「指定サーバから所望のＷｅｂコンテンツ情報を取得」する

ための要求信号である点  

〔相違点３〕 

 本件訂正発明は，「前記データ処理手段は，前記画像データファイ

ルの本来解像度が前記ディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい

場合でも，前記画像データファイルを前記記憶手段に一旦格納し，そ

の後読み出した上で処理することによって，前記画像データファイル

の本来画像の全体画像のデジタル表示信号を生成する機能」を有する
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のに対し，乙イ４発明は，そのような構成要件はない点 

(3) 相違点の容易想到性について 

 ア まず，上記相違点１の「ＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタル外部表示

信号」，「高解像度デジタル外部表示信号」について検討する。 

 乙イ５文献，乙イ６文献，乙イ７文献，特開２００４－３０４２２０

号公報（乙イ２１。平成１６年１０月２８日公開。以下「乙イ２１文

献」という。），特開２００４－８８２７２号公報（乙イ２２。平成１

６年３月１８日公開。以下「乙イ２２文献」という。），乙イ９文献及

び乙イ１０文献の記載によれば，「外部ディスプレイ装置に送信される

外部表示信号をＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタル外部表示信号とする

こと」は周知技術である。また，一般に「外部ディスプレイ装置」のほ

うが，携帯機器本体の有するディスプレイ手段よりも「高解像度」であ

るのも普通のことである。 

したがって，乙イ４発明に該周知技術１を適用し，乙イ４発明の「外

部表示装置２で読取可能な画像信号形式（例えば，ビデオ信号形式）」

の信号（外部表示信号）を，「ＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタル外部

表示信号」，「高解像度デジタル外部表示信号」とすることは当業者で

あれば容易に想到し得たものであり，相違点１は格別のことではない。 

  イ 次に，相違点２の「ユーザーエージェント情報を含みインターネット

プロトコルに準拠した無線信号」について検討する。 

    「インターネットプロトコルに準拠した信号がユーザーエージェント

情報を含むこと」は周知技術であるから，乙イ４発明に該周知技術を適

用し，送信される「指定サーバから所望のＷｅｂコンテンツ情報を取

得」するための要求信号（インターネットプロトコルに準拠した無線信

号）を「ユーザーエージェント情報」を含むものとすることは当業者で

あれば容易に想到し得たものであり，相違点２も格別のことではない 
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ウ 最後に，相違点３の「デジタル表示信号を生成する機能」について検

討する。乙イ１９発明の構成は次のとおりである。 

「撮像素子によって被写体を撮影する撮像手段を有するデジタルカメ

ラであって， 

前記撮像素子から得られる画像を表示する表示手段と， 

前記撮像素子から得られる画像を記録する記録手段と， 

前記表示手段よりも高解像度の外部表示装置を接続可能な接続手段と， 

前記撮像素子から得られる画像データに対して所定の解像度変換を行

う解像度変換部と， 

を備え， 

前記解像度変換部は，前記撮像手段の生成する画像データの本来解像

度が前記表示手段の画面解像度より大きい場合に，前記接続手段に対し

て前記外部表示装置が接続された場合，前記外部表示装置の表示解像度

に適合させて表示用画像データを生成するように構成されるデジタルカ

メラ」 

そして，乙イ１９発明は，本願出願前公知のものである。  

   一般に携帯電話機などの「携帯情報通信装置」にカメラ機能も設けるこ

とは本願出願前に既に広く知られた技術であるが，乙イ４発明にも「撮像

部１５」として開示のあることであり，乙イ４発明の携帯電話機もデジタ

ルカメラとしても機能するのは明らかであって技術分野は共通するもので

ある。 

 また，乙イ４発明の携帯電話機も乙イ１９発明のデジタルカメラも，い

ずれも本体側の表示手段の他に外部にも表示装置を接続して画像を出力可

能としたものである点において，基本的な構成と課題も共通する。 

 したがって，乙イ４発明に乙イ１９発明を適用するのに特段の阻害要因

はない。 
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 そして，本体のカメラ機能により撮影した画像データであろうと，イン

ターネットから取得した画像データファイルであろうと，画像データとし

ての表示のための課題や手段に変わりがないのは自明なことにすぎず，デ

ータファイルを記憶手段に格納後，読み出し処理するのは，特に例示する

までもなく情報処理技術における周知慣用の手法である。また，画像デー

タファイルの処理を「データ処理手段」において行うこと，「本来画像の

全体画像のデジタル表示信号を生成する」ことなども必要に応じてなし得

る適宜のことである。 

したがって，「前記データ処理手段は，前記画像データファイルの本来

解像度が前記ディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい場合でも，前

記画像データファイルを前記記憶手段に一旦格納し，その後読み出した上

で処理することによって，前記画像データファイルの本来画像の全体画像

のデジタル表示信号を生成する機能」を有するものとする相違点３も，当

業者であれば乙イ４発明に乙イ１９発明を適用することにより容易になし

得たことにすぎない。 

 エ そして，本件訂正発明が奏する作用効果についてみても，乙イ４発明，

乙イ１９発明及び周知技術から，当業者が予測しうる程度のものである。 

 オ よって，本件訂正発明は，乙イ４発明，乙イ１９発明及び周知技術に基

づいて，当業者が容易に発明をすることができたものであり，特許法２９

条２項の規定により，特許無効審判によって無効とされるべきものである

から，特許法１０４条の３により権利行使できないものである。 

〔原告の主張〕 

(1) 乙イ４発明との対比 

被告らが主張する前記相違点１は，次の二つの独立した内容のものに分け

られる。 

〔相違点１－１〕 
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 本件訂正発明では，インタフェース手段から「ＴＭＤＳ方式で伝送される

デジタル外部表示信号」が送信されるのに対し，乙イ４発明では，「ＴＭＤ

Ｓ方式で伝送されるデジタル」外部表示信号を出力することについて特定さ

れない点 

〔相違点１－２〕 

 本件訂正発明では，インタフェース手段から「高解像度外部表示信号」が

送信されるのに対し，乙イ４発明では，「高解像度」外部表示信号を出力す

ることについて特定されない点 

また，被告らが主張する前記相違点３は，次の二つの独立した内容のもの

に分けられる。 

〔相違点３－１〕 

  データ処理手段について，本件訂正発明では，「ウェブサーバから取得

した画像データファイルを記憶手段に一旦格納し，前記画像データファイ

ルをその後読み出した上で処理することによって，表示信号を生成する」

機能を有すると特定されているのに対し，乙イ４発明では，そのような特

定を欠く点 

〔相違点３－２〕 

 データ処理手段について，本件訂正発明では，「ウェブサーバから取得し

た画像データファイルの本来解像度がディスプレイパネルＡの画面解像度よ

り大きい場合でも，前記画像データファイルの本来画像の全体画像の表示信

号を生成する」と特定されるのに対し，乙イ４発明では，そのような特定を

欠く点 

(2) 相違点１－２の容易想到性について 

 まず，本件特許の優先日以前において，一般に，外部ディスプレイ装置の

ほうが携帯機器本体の有するディスプレイ手段よりも高解像度であることに

ついては，何ら立証されていない。 
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 この点を措くとしても，被告らの主張は，相違点１－２の容易想到性につ

いて論理付けができていない。すなわち，本件明細書等において，「ディス

プレイパネル又はディスプレイ手段」の属性である「画面解像度」と，「画

像データファイル又は信号」の属性である「本来解像度」とは，属性を異に

して明確に区別されるべきものである。被告らの主張は，属性を異にするも

のに基づいて相違点の容易想到性を論理付けしようとしており，失当である。 

 また，本件特許の優先日以前の技術水準をみると，「外部ディスプレイ装

置の画面解像度」が「携帯情報通信装置が備えているディスプレイ手段の画

面解像度」より大きいとしても，「外部ディスプレイ装置に表示される画像

の解像度」が「携帯情報通信装置が備えているディスプレイ手段に表示され

る画像の解像度」と同じであることは普通であった。そうすると，「外部デ

ィスプレイ装置に送信される外部表示信号の本来解像度」が「携帯情報通信

装置が備えているディスプレイ手段の画面解像度」と同じであることに帰結

する。被告らは，本件特許の優先日以前において前者が後者より大きいこと

が普通であったと主張するが，この被告らの主張は事実に反するものであり，

失当である。 

したがって，被告らの主張は，相違点１－２の容易想到性が論理付けされ

ていない。 

(3) 相違点３－１の容易想到性について 

   相違点３－１は，「ウェブサーバから取得した画像データファイル」の処

理に関するものであるが，周知技術とされるデータファイルの種類が限定

される可能性が否定できないから，容易想到性が論理付けされていない。 

被告らは，ウェブサーバから取得した画像データファイルを記憶手段に格

納後，読み出し処理する手法を周知技術と主張するようである。しかし，周

知技術は，本件訂正発明や乙イ４発明の技術分野における周知技術に限定さ

れるべきであるところ，被告らは当該技術分野における周知技術を主張立証
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していない。 

また，「ウェブサーバから取得した画像データファイル」は，テキストデ

ータなどと異なって情報量が大きく，それを「記憶手段に格納後，読み出し

処理する」ためには，高機能のデータ処理手段や大容量の記憶手段を必要と

する。しかし，乙イ４発明は携帯性が重視されるためにサイズに制約があり，

本件特許の優先日以前においてプロセッサ等の素子の小型化が十分に進んで

いなかったなかでは，高機能のデータ処理手段や大容量の記憶手段を備える

ことには阻害要因が存在した。 

したがって，被告らの主張は，相違点３－１の容易想到性が論理付けされ

ていない。 

(4) 相違点３－２の容易想到性について 

乙イ１９発明は「デジタルカメラ」に係る発明であるが，乙イ４発明の携

帯電話機も「撮影部１５」として開示されているとおり，デジタルカメラと

しても機能するものであるから，乙イ４発明に乙イ１９発明が適用されると

して，適用されるのは，乙イ４発明のデジタルカメラ機能に対してである。

そうすると，当該適用によって当業者が想到可能なのは，「前記撮像素子か

ら得られる画像データに対して所定の解像度変換を行う解像度変換部を備え，

前記解像度変換部は，前記撮像素子の生成する画像データの本来解像度が前

記表示手段の画面解像度より大きい場合に，前記外部表示装置の表示解像度

に適合させて表示用画像データを生成する」という構成である。そして，乙

イ１９発明の「前記撮像素子から得られる画像データ」は，「撮像素子が被

写体像を撮影して生成される電子的な画像信号」を意味するが，乙イ４発明

の「ウェブサーバから取得される画像データファイル」や「指定サーバから

取得されるＷｅｂコンテンツ情報」とは異なる処理対象から，当業者の通常

の創作能力を発揮したとしても，相違点３－２を想到するには至らない。 

したがって，被告らの主張は，相違点３－２の容易想到性が論理付けされ
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ていない。 

(5) 小括 

以上のことから，乙イ４発明を主引用例とし，乙イ１９発明を副引用例と

して当業者が想到することは困難である。 

よって，本件特許は特許無効審判によって無効にされるべきものとはいえ

ない。 

５ 争点(2)ウ（無効理由２〔乙イ１３を主引用例とする進歩性欠如〕）につい

て 

〔被告らの主張〕 

(1) 本件発明は，特開２００１－１９７１６７号公報（乙イ１３。平成１３

年７月１９日公開。以下「乙イ１３文献」という。）に記載の発明（以下

「乙イ１３発明」という。）に，周知技術（乙イ５～１２）を適用するこ

とによって，当業者が容易に発明することができたものであるから，本件

発明は，特許法２９条２項の規定により特許を受けることができない発明

であり，特許無効審判により無効にされるべきものである。 

(2) 本件発明と乙イ１３発明との対比    

   本件発明と乙イ１３発明とを対比すると，次のとおりになる。    

ア 発明の構成の異同 

(ｱ) 構成要件Ａ 

 乙イ１３発明の操作部２０は，テンキーやファンクションキーから構

成され，各種の機能データを入力可能にしている（段落【００１０】）

から，マニュアル操作によって入力する機能を備えている。また，操作

部１０で入力されたデータはＣＰＵ１１に送信されている（乙イ１３文

献の図１）。 

 したがって，乙イ１３発明の「操作部２０」と本件発明の「入力手

段」とは相違点がなく，構成要件Ａについて，本件発明と乙イ１３発明
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とは同一である。 

(ｲ) 構成要件Ｂ 

      乙イ１３発明の通信部１２は，アンテナ１２ａを有し，送信信号の変

調及び受信信号の復調機能を有する（段落【０００８】）。すなわち，

通信部１２は，デジタル信号を受信して無線信号に変換する機能（送信

信号の変調機能）及び無線信号を受信してデジタル信号に変換する機能

（受信信号の復調機能）を有する。また，図１から，通信部１２が無線

信号を受信し変換したデジタル信号はＣＰＵ１１に送信され，ＣＰＵ１

１から送信されたデジタル信号は通信部１２で無線信号に変換されて送

信されていることは明らかである。 

したがって，乙イ１３発明の「通信部１２」と本件発明の「無線通信

手段」とは相違点がなく，構成要件Ｂについて，本件発明と乙イ１３発

明とは同一である。 

(ｳ) 構成要件Ｃ 

      乙イ１３発明のＲＯＭ１４は，ＣＰＵ１１が実行する送信や着信の各

種電話機能プログラムなどを格納している（段落【０００９】）。また，

乙イ第１３文献の段落【００１１】には，「表示制御回路２１は，ＣＰ

Ｕ１１の制御下で，入力された表示データを画像メモリ２２に記憶させ

るとともに，該画像メモリ２２に記憶させた表示データを電話機本体に

設けられた簡易型液晶表示パネル２３に表示させる。」と記載されてお

り，乙イ１３発明の画像メモリ２２はデータファイルを格納する記憶手

段に該当する。 

      したがって，乙イ１３発明の「ＲＯＭ１４及び画像メモリ２２」は本

件発明の「記憶手段」と相違点がなく，構成要件Ｃについて，本件発明

と乙イ１３発明とは同一である。 

(ｴ) 構成要件Ｄ 
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     ａ 乙イ１３発明の表示制御回路２１は，ＣＰＵ１１の制御下で，入力

された表示データを画像メモリ２２に記憶させるとともに，該画像メ

モリ２２に記憶させた表示データを電話機本体に設けられた簡易型液

晶表示パネル２３に表示させる（段落【００１１】）から，表示制御

回路２１及びＣＰＵ１１は，入力手段から送信されたデータに基づい

てデジタル表示信号を生成させる手段である。 

また，ＣＰＵ等がＲＯＭに格納されたプログラムに基づいて処理を

行うことは技術常識に照らして明らかである。 

さらに，乙イ１３文献の段落【００１３】】（３頁右欄１～１５

行）には，「表示制御回路２１は，……，外部から取り込んだ画像情

報などのように一度に表示すべきデータ量が多く，簡易型液晶表示パ

ネル２３では明瞭に表示できない表示データにあっては，つまり表示

データのコンテンツが簡易型液晶表示パネル２３に対応しない場合に

は，画面表示領域の大きいＣＲＴ表示器２４に表示できるように，そ

の表示データ（ドットデータ）をモニタ端子２５へ同期信号と共に送

出する。」と記載されている。すなわち，乙イ１３発明の表示制御回

路２１及びＣＰＵ１１は，外部から取り込んだ画像情報などのデータ

量が多い表示データを外部ＣＲＴ表示器で表示できるような表示信号

を生成している。 

したがって，乙イ１３発明の「表示制御回路２１およびＣＰＵ１

１」と本件発明の「データ処理手段」とは，入力手段から送信された

データ及び記憶手段に格納されたプログラムに基づき，外部から取り

込んだ画像情報などのデータに必要な処理を行って，デジタル表示信

号を生成して送信する点で一致する。そして，技術常識に照らして，

デジタル表示信号以外のデジタル信号（その他のデジタル信号）を生

成していないとは考えられないから，その他のデジタル信号を生成し
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ていることは自明である。 

ｂ 他方で，本件発明では「前記無線通信手段から受信したデジタル信

号」と特定されているのに対し，乙イ１３発明では「外部から取り込

んだ画像情報など」としか特定されていない点で一応は相違する。 

(ｵ) 構成要件Ｅ 

乙イ１３発明では，携帯電話機本体に簡易型液晶表示パネル２３が設

けられている（段落【００１０】，【００１１】及び図１）。液晶ディ

スプレイ装置が，画面を構成する各々の画素が駆動されることにより画

像を表示する液晶パネルと，前記液晶パネルの画面を構成している各々

の画素を駆動する制御手段とから構成されていることは技術常識である

から，乙イ１３発明の「簡易型液晶表示パネル２３」と本件発明の「デ

ィスプレイ手段」とは，画面を構成する各々の画素が駆動されることに

より画像を表示するディスプレイパネルと，前記ディスプレイパネルＡ

の各々の画素を駆動するディスプレイ制御手段Ａとから構成される点で

一致する。 

また，本件発明では，ディスプレイ制御手段が「前記データ処理手段

から受信したデジタル表示信号に基づき」と明記されているが，データ

処理手段によって生成されたデジタル表示信号に基づいて内部ディスプ

レイが制御されることは技術常識に照らして明らかであるから，この点

でも本件発明と乙イ１３発明とは相違がない。 

したがって，構成要件Ｅについて，本件発明と乙イ１３発明とは同一

である。 

(ｶ) 構成要件Ｆ 

     ａ 乙イ１３発明の表示制御回路２１は，外部から取り込んだ画像情報

などのデータ量の多い表示データを，画面表示領域の大きいＣＲＴ表

示器２４に表示できるように，その表示データ（ドットデータ）をモ
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ニタ端子２５へ同期信号と共に送出する機能を有している（段落【０

０１３】（３頁右欄１～１５行））。 

したがって，乙イ１３発明の「表示制御回路２１及びモニタ端子」

と本件発明の「インターフェース手段Ａ１」とは，外部ディスプレイ

手段を含む周辺装置に対して，前記「データ処理手段」から受信した

デジタル表示信号に基づき，外部表示信号を送信する手段である点で

一致する。 

なお，乙イ１３発明の「ＣＰＵ１１及び表示制御回路２１（の一

部）」が本件発明の前記「データ処理手段」に対応し，乙イ１３発明

の「表示制御回路２１（の他の一部）及びモニタ端子２５」が本件発

明の「インターフェース手段Ａ１」に対応することになる。 

ｂ 他方で，本件発明ではインターフェース手段から外部ディスプレイ

装置に送信する信号が「ＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタル外部表示

信号」に限定されているのに対し，乙イ１３発明にはそのような限定

がない点で一応は相違する。 

(ｷ) 構成要件Ｇ 

ａ 乙イ１３発明では，外部から取り込んだ画像情報などのように一度

に表示すべきデータ量が多く，簡易型液晶表示パネル２３では明瞭に

表示できない表示データ（ドットデータ）を，表示制御回路２１から

モニタ端子２５へ同期信号と共に送出し，ＣＲＴ表示器２４で表示さ

せている（段落【００１３】（３頁右欄８－１５行）。 

したがって，乙イ１３発明と本件発明とは，少なくとも「データ

処理手段」とインターフェース手段Ａ１とが関与して，インターフェ

ース手段Ａ１から外部表示装置に表示信号を送信する機能を有する点

で一致する。 

ｂ 他方で，本件発明では，「高解像度デジタル外部表示信号を送信す
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る」と特定しているのに対し，乙イ１３発明では「外部から取り込ん

だ画像情報などの，データ量が多く簡易型液晶表示パネル２３では明

瞭に表示できないデータ」と特定している点で一応は相違する。 

(ｸ) 構成要件Ｈ 

     ａ 乙イ１３発明では，外部から取り込んだ画像情報を表示させること

が想定されており（段落【００１３】（第３頁右欄８－９行）），乙

イ１３発明と本件発明とは，外部から画像データファイルを取得する

機能を有する点で一致する。 

  ｂ 他方で，本件発明は，インターネットプロトコルに準拠した無線信

号を送受信することによりインターネットに接続したウェブサーバか

ら画像データファイルを取得することが特定されているのに対し，乙

イ１３発明では，単に「外部」としか特定されていない点で相違する。 

(ｹ) 構成要件Ｉ 

  ａ 乙イ１３発明では，外部から取り込んだ画像情報などのデータ量が

多いために簡易型液晶表示パネル２３では明瞭に表示できないデータ

を，画面表示領域の大きいＣＲＴ表示器２４で表示できるように表示

データをモニタ端子２５へ送出している（段落【００１３】（３頁右

欄８－１５行））。 

  したがって，乙イ１３発明の「表示制御回路２１」と本件発明の前

記「データ処理手段」とは，内部ディスプレイでは明瞭に表示できな

い画像データを，外部ディスプレイ装置で表示できるような表示信号

を生成する機能を有する点で一致する。 

  ｂ 他方で，乙イ１３発明と本件発明とは，構成要件Ｉについて，次の

２点で相違する。 

① 本件発明では「画像データファイルの本来解像度が前記ディスプ

レイパネルＡの画面解像度より大きい場合」と特定しているのに対
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し，乙イ１３発明では「データ量が多いために簡易型液晶表示パネ

ル２３では明瞭に表示できない表示データ，つまり表示データのコ

ンテンツが簡易型液晶表示パネル２３に対応しない場合」と特定し

ている点 

② 本件発明では，生成する表示信号を「本来画像の全体画像のデジ

タル表示信号」と特定しているのに対し，乙イ１３発明ではそのよ

うな特定がない点 

(ｺ) 構成要件Ｊ 

乙イ１３発明は携帯電話機に関する発明であり，構成要件Ｊについて，

本件発明と乙イ１３発明は同一である。 

(ｻ) 小括 

以上のとおり，本件発明と乙イ１３発明の構成は，次の相違点アない

しカで相違し，その余は同一である。したがって，乙イ１３発明には，

本件発明の構成要件ＡないしＣ，Ｅ及びＪの全てが，また，本件発明の

構成要件Ｄ，Ｆ，Ｇ，Ｈ及びＩの一部が開示されている。 

〔相違点ア〕 

（構成要件Ｄで）本件発明では「前記無線通信手段から受信したデジ

タル信号」と特定されているのに対し，乙イ１３発明では「外部から取

り込んだ画像情報など」としか特定されていない点 

〔相違点イ〕 

（構成要件Ｆで）本件発明ではインターフェース手段から外部ディス

プレイ装置に送信する信号が「ＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタル外部

表示信号」に限定されているのに対し，乙イ１３発明にはそのような限

定がない点 

〔相違点ウ〕 

（構成要件Ｇで）本件発明では「高解像度デジタル外部表示信号を送
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信する」と特定されているのに対し，乙イ１３発明では「外部から取り

込んだ画像情報などの，データ量が多く簡易型液晶表示パネル２３では

明瞭に表示できないデータ」と特定されている点 

〔相違点エ〕 

（構成要件Ｈで）本件発明では，インターネットプロトコルに準拠し

た無線信号を送受信することによりインターネットに接続したウェブサ

ーバから画像データファイルを取得することが特定されているのに対し，

乙イ１３発明では，単に「外部」としか特定されていない点 

〔相違点オ〕 

（構成要件Ｉで）本件発明では「画像データファイルの本来解像度が

前記ディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい場合」と特定されて

いるのに対し，乙イ１３発明では「データ量が多いために簡易型液晶表

示パネル２３では明瞭に表示できない表示データ，つまり表示データの

コンテンツが簡易型液晶表示パネル２３に対応しない場合」と特定され

ている点 

〔相違点カ〕 

（構成要件Ｉで）本件発明では生成する表示信号を「本来画像の全体

画像のデジタル表示信号」と特定されているのに対し，乙イ１３発明で

はそのようには特定されていない点 

イ 発明の作用効果の異同 

(ｱ) 本件発明の作用効果 

     前記のとおり，本件発明は「高解像度外部ディスプレイ手段の画面にお

いて，付属ディスプレイパネルの画面解像度の制約を受けることなく，該

付属ディスプレイパネルの画面解像度より大きい解像度を有する高解像度

画像を表示することができる」との作用効果を奏する。 

(ｲ) 乙イ１３発明の作用効果 
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 乙イ１３文献の段落【００１６】には，「携帯電話機に固有の簡易型液

晶表示パネルでは細部まで表示できなかったすべての表示データも，ＣＲ

Ｔ表示器を表示制御回路に接続するだけで分り易く表示できるという効果

が得られる。」と記載されている。 

(ｳ) 本件発明と乙イ１３発明の作用効果の対比 

 ａ 本件発明と乙イ１３発明とは，携帯情報通信装置に固有の表示パネル

では明瞭に表示できなかった表示データを外部表示器に分かり易く表示

できる作用効果を奏する点で一致する。 

 ｂ 他方で，本件発明では「高解像度画像を表示することができる」と特

定されているのに対し，乙イ１３発明では「細部まで表示できなかった

すべての表示データ」を「分かり易く表示できる」と特定されている点

で一応は相違する（相違点キ）。 

(3) 相違点の容易想到性について 

ア 相違点ア（構成要件Ｄ）について 

 乙イ１３発明は，無線通信手段である通信部１２を備えており，また，

ウェブサイトから特定の画面を取り込むことが示唆されている（段落【０

００３】）から，乙イ１３発明の「外部から取り込んだ」とは，通信部１

２を通じてウェブサイトから画面を取り込んだことと解される。したがっ

て，本件発明と乙イ１３発明とは，実質的な差違はない。 

イ 相違点イ（構成要件Ｆ）について 

 前記１(3)アのとおり，本件特許の優先日前には，外部ディスプレイ装

置に送信される信号をＴＭＤＳ方式のデジタル信号とすることは周知技術

であったから，乙イ１３発明のモニタ端子からのデータ伝送方式としてＴ

ＭＤＳ方式を採用することは，当業者が容易に想到できたことである。 

ウ 相違点ウ（構成要件Ｇ）について 

乙イ１３発明では「データ量が多く簡易型液晶表示パネル２３では明瞭
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に表示できないデータ」と特定され，高解像度デジタル表示信号に限定さ

れていないが，「データ量が多く」，「簡易型液晶表示パネル２３では明

瞭に表示できない」とのキーワードから，高解像度デジタル外部表示信号

が，乙イ１３発明の「データ量が多く簡易型液晶表示パネル２３では明瞭

に表示できないデータ」に該当することは自明である。 

したがって，本件発明と乙イ１３発明とは，実質的な差違はない。 

エ 相違点エ（構成要件Ｈ）について 

乙イ１３文献の段落【０００３】には，従来の技術の説明の中で，「ウ

ェブサイトから特定の画面を取り込んで，」との記載があることから，画

像データファイルの取得先の「外部」としてウェブサイトを選択すること

が教示ないし示唆されている。そして，ウェブサーバと無線通信手段で受

送信するときにはインターネットプロトコルに準拠した無線信号を用いる

ことは技術常識に照らして明らかである。 

したがって，本件発明と乙イ１３発明とは，実質的な差違はない。 

オ 相違点オ（構成要件Ｉ）について 

     「画像データファイルの本来解像度が前記ディスプレイパネルＡ（＝内

部ディスプレイ）の画面解像度より大きい場合」は，「表示データのコン

テンツが簡易型液晶表示パネル２３に対応しない場合」の典型的なケース

である。 

したがって，本件発明と乙イ１３発明とは，実質的な差異はない。 

カ 相違点カ（構成要件Ｉ）について 

     乙イ１３文献の段落【００１４】には，「…ＣＲＴ表示器２４を使うこ

とで必要とする表示データのすべてを欠落なく表示でき，従来のように，

スクロール操作によって全画像を見る必要がなくなる。」との記載があり，

また乙イ１３文献の【発明の効果】の欄には，「携帯電話機に固有の簡易

型液晶表示パネルでは細部まで表示できなかったすべての表示データも，
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ＣＲＴ表示器を表示制御回路に接続するだけで分り易く表示できる」と記

載されていることから，乙イ１３発明でも「全体画像」の表示信号を生成

しているものと解される。そして，乙イ１３発明において，表示データを，

画素を間引いたり，画素を補間したりしていないため，「本来画像」の外

部表示信号が生成されていると解される。したがって，本件発明と乙イ１

３発明とは，実質的な差違はない。 

キ 相違点キ（発明の作用効果）について 

     「簡易型液晶表示パネルでは細部まで表示できなかったすべての表示デ

ータ」が分かり易く表示できるのであれば，高解像度画像を表示できるは

ずであるから，本件発明と乙イ１３発明の作用効果は，単に表現が異なる

だけであり，実質的な差違はない。 

(4) 本件訂正発明も進歩性を欠くこと 

ア 本件訂正発明と乙イ１３発明を対比すると，相違点は前記(2)ア(ｻ)の六

つの相違点のほか，次の一点である。 

すなわち，本件訂正発明では「前記画像データファイルを前記記憶手段

に一旦格納し，その後読み出した上で処理することによって，」と特定さ

れているのに対し，乙イ１３発明ではそのような明示の記載がない点であ

る。 

イ この相違点についてみると，①リアルタイムで処理する方法と，②画像

データファイルを記憶手段に一旦格納し，その後読み出した上で処理する

方法，のいずれを選択するかは，当業者の単なる設計事項にすぎない。ま

た，乙イ４文献の段落【００１８】には，記憶部１６の格納情報を外部表

示装置に出力する場合が記載されており，表示しようとうするデータを記

憶手段に一旦格納後処理する方法が示唆されている。したがって，当該相

違点は当業者にとって容易に想到できたものであるといえる。 

そして，前記(2)ア(ｻ)の六つの相違点が当業者にとって容易に想到でき
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たものであることは前記(2)ア(ｻ)のとおりである。   

(5) 原告の主張に対する反論 

   ア 原告は，構成要件Ｇに係る相違点の容易想到性について，乙イ１３文献

に記載されている「一度に表示すべきデータ量が多く，簡易型液晶表示パ

ネル２３では明瞭に表示できない」のは，画像データファイルであり，外

部表示信号とは別の対象であること，乙イ１３文献には，「解像度」や

「画素数」等の用語が記載されておらず，「明瞭に表示できない」等の基

準が明確ではないと主張する。 

しかし，乙イ１３文献には，モニタ端子２５にデータを送信する目的が

画面表示領域の大きい外部表示装置に表示できるようにすることであるこ

とが示唆されている。また，当業者であれば，表示させようとする画像情

報の画素数が簡易型液晶表示パネルの画素数より大きい場合が「簡易型液

晶表示パネル２３では明瞭に表示できない場合」の典型的な場合でると容

易に理解できる。 

したがって，当業者であれば乙イ１３発明に基づいて相違点を容易に想

到できたものであることは左右されるものではない。  

イ また，原告は，構成要件Ｉに係る相違点の容易想到性について，乙イ１

３文献には，画像データから表示信号の生成に至る処理については何ら示

唆がされていないと主張し，ほかに，乙イ１３文献には，「解像度」や

「画素数」等の用語が一切記載されていないこと，乙イ１３発明の作用効

果によって乙イ１３発明の構成を特定するのは不当であること，「画像情

報のモニタ端子２５への送出」という単なる「情報の受け渡し」に関する

特定は，「画像データファイルの処理」に関する特定を含意していない旨

主張する。 

しかし，特許法２９条１項３号における「刊行物に記載された発明」の

解釈に当たっては，刊行物に文字どおりに記載された事項のみならず，
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「刊行物に記載されているに等しい事項」も刊行物に記載された発明の認

定の基礎とすることができるのであり，乙イ１３発明においては，モニタ

端子２５から外部表示装置２４に送出される信号は外部表示信号であるこ

とは自明であるから，乙イ１３文献に記載されていないからといって，乙

イ１３発明が画像データファイルを処理していないということにはならな

い。 

また，乙イ１３文献に「解像度」や「画素数」が明示されていなくとも，

本件優先日前に当業者は構成要件Ｉに係る相違点を容易に想到することは

できる。 

そして，特許法２９条１項３号の「刊行物に記載された発明」の解釈に

おいて，作用効果の記載を排除して発明の構成を把握しなければならない

という法理はない。 

さらに，乙イ１３文献では，「画素を間引いたり，画素を補間したりす

る」データ処理が行われていないことから，乙イ１３文献において「画像

データファイルの本来画像の全体画像のデジタル表示信号」を生成するこ

とが示されている。 

以上のとおり，原告の前記主張はいずれも失当である。 

 (6) まとめ 

以上のとおり，本件発明及び本件訂正発明と乙イ１３発明とは，その構

成の相違点は，実質的な差違がないか，又は，周知技術に照らして当業者

が容易に想到できたものであり，その作用効果の相違点は，実質的な差違

がないものである。したがって，本件発明及び本件訂正発明は，乙イ１３

発明及び周知技術から当業者が容易に発明できたものである。 

よって，本件発明及び本件訂正発明は，特許法２９条２項の規定により，

特許を受けることができないものであり，無効審判により無効にされるべ

きものである。 



 - 61 - 

〔原告の主張〕 

(1) 乙イ１３発明の特定 

乙イ１３文献の段落【０００４】，【０００５】，【００１４】及び

【００１６】の記載によれば，本件発明と対比されるべき乙イ１３発明の

解決課題は，表示すべき表示データのコンテンツが簡易型液晶表示パネル

に表示しきれない場合には，外部接続されたＣＲＴ等の大型ディスプレイ

により全ての表示データを拡大して分かり易く表示することができる携帯

電話機を提供することであり，作用効果は，携帯電話機に固有の簡易型液

晶表示パネルでは細部まで表示できなかったすべての表示データも，ＣＲ

Ｔ表示器を表示制御回路に接続するだけで分かり易く表示できること，及

び画像を形成する画面上の表示データ量が多い場合であって，簡易型液晶

パネル２３では表示内容が明瞭でない場合には，ＣＲＴ表示器２４を使う

ことで必要とする表示データの全てを欠落なく表示でき，従来のように，

スクロール操作によって全画像を見る必要がなくなることであると判断さ

れる。 

そして，乙イ１３文献の段落【０００６】並びに【０００８】ないし

【００１４】の記載によれば，乙イ１３発明におけるＣＰＵ１１の技術的

特徴については，電話機能プログラムを実行することにより，携帯電話機

各部の動作を制御すること，通話前において，ＲＡＭ１３に登録してある

通話相手の電話番号や氏名，あるいはメッセージ等を読み出し，表示制御

回路２１へ出力することが記載されているに止まっている。 

また，乙イ１３文献の上記記載によれば，表示制御回路２１の技術的特

徴については，①表示制御回路２１は液晶表示パネルの表示モードのほか

ＣＲＴ表示装置の表示モードを持つこと，②上記液晶表示パネルの表示モ

ードの機能として，ＣＰＵ１１の制御下で，入力された表示データを画像

メモリ２２に記憶させるとともに，該画像メモリ２２に記憶させた表示デ
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ータを電話機本体に設けられた簡易型液晶表示パネル２３に表示させるこ

と，表示制御回路２１は，ＣＰＵ１１の制御下で，入力された表示データ

を画像メモリ２２に記憶させるとともに，該画像メモリ２２に記憶させた

表示データを電話機本体に設けられた簡易型液晶表示パネル２３に表示さ

せること，表示すべき表示データのコンテンツが簡易型液晶表示パネル２

３に対応する場合（電話番号や簡単なメッセージなどのように表示すべき

情報量が少なく，全てを同時に表示できる場合），又は，表示データの送

出先が簡易液晶表示パネル２３を指示する場合には，該簡易型液晶表示パ

ネル２３に表示データを送って表示させること，③上記ＣＲＴ表示装置の

表示モードの機能については，表示すべき表示データを外部に接続させる

大型表示装置に送出可能であること，表示すべき表示データのコンテンツ

がモニタ端子２５に接続されたＣＲＴ表示器２４に対応する場合（外部か

ら取り込んだ画像情報などのように一度に表示すべきデータ量が多く，簡

易型液晶表示パネル２３では明瞭に表示できない表示データにあっては，

つまり表示データのコンテンツが簡易型液晶表示パネル２３に対応しない

場合），又は，表示データの送出先がＣＲＴ表示器２４を指示する場合に

は，画面表示領域の大きいＣＲＴ表示器２４に表示できるように，その表

示データ（ドットデータ）をモニタ端子２５へ同期信号と共に送出するこ

とが記載されているに止まっている。 

さらに，乙イ１３文献の上記記載によれば，モニタ端子２５の技術的特

徴については，表示すべき表示データを外部に接続される大型表示装置に

送出可能であることが記載されているに止まっている。 

もっとも，以上記載された技術的特徴をみても，そのうち技術的意義を

有する可能性のあるものは，「表示制御回路が外部から取り込んだ画像情

報をモニタ端子２５へ同期信号と共に送出する」との記載のみとなる。し

かし，この記載においても，「同期信号と共に」の部分は，「同期信号」
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の技術的内容が一切特定されていない。結局，乙イ１３発明の技術的意義

は，表示制御回路の機能として「外部から取り込んだ画像情報をモニタ端

子２５へ送出する」ことを特定したことにある。 

(2) 乙イ１３発明との対比 

以上を前提に本件発明と乙１３発明を対比するが，乙イ１３発明におけ

る「表示制御回路１２およびＣＰＵ１１」が本件発明の前記「データ処理

手段」に対応し，「モニタ端子２５」だけが「インターフェース手段Ａ

１」に対応することは疑いの余地がない。 

したがって，本件発明と乙イ１３発明とは，少なくとも，構成要件Ｇに

関して，次の相違点がある。 

〔相違点⑬ｇ〕 

インターフェース手段Ａ１から送信される外部表示信号について，本件

発明では，その本来解像度がディスプレイパネルＡの画面解像度よりも大

きいと特定されているのに対し，乙イ４発明では，外部表示信号の技術的

特徴の特定を一切欠いている点 

〔相違点⑬ｉ－１〕 

データ処理手段について，本件発明では，「ウェブサーバから取得した

画像データファイルを記憶手段に一旦格納し，該画像データファイルをそ

の後読み出した上で処理することによって，表示信号を生成する」機能を

有すると特定されているのに対し，乙イ１３発明では，そのような特定を

欠く点 

〔相違点⑬ｉ－２〕 

 データ処理手段が生成する表示信号について，本件発明では，「画像デ

ータライスの本来解像度がディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい

場合でも，画像データファイルの本来画像の全体画像の表示信号である」

と特定されているのに対し，乙イ１３発明では，そのような特定を欠く点 
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(3) 構成要件Ｇに係る相違点について被告らの認定が誤っていること 

被告らは，本件発明と乙イ４発明とは，構成要件Ｇに係る相違点は実質

的な差異がない旨主張する。この点，被告らの主張は，本件発明の高解像

度デジタル外部表示信号が，乙イ１３文献の段落【００１３】の「外部か

ら取り込んだ画像情報などのように一度に表示すべきデータ量が多く，簡

易型液晶表示パネル２３では明瞭に表示できない表示データ」に該当する

と解釈することに立脚するものと解される。 

しかし，そもそも，「一度に表示すべきデータ量が多く，簡易型液晶表

示パネル２３では明瞭に表示できない」のは「外部から取り込んだ画像情

報などの表示データ」，すなわち，「画像データファイル」なのであって，

（モニタ端子２５に対応する）インターフェース手段Ａ１から送信される

「外部表示信号」とは全く別の対象である。したがって，被告らの主張は，

異なる対象を混同しており，失当である。 

また，本件発明の「高解像度外部表示信号」とは，「本来解像度が前記

ディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい外部表示信号」を意味する

が，乙イ１３文献には，一度に表示すべきデータ量が多いか少ないか，及

び簡易型液晶表示パネル２３では明瞭に表示できるかできないかについて，

その判断基準が示されていない。もとより，乙イ１３文献には，「解像

度」や「画素数」等の用語が一切記載されていない。被告らの主張は，

「一度に表示すべきデータ量が多く，簡易型液晶表示パネル２３では明瞭

に表示できない」との記載を「本来解像度」と結び付けて前記被告らの主

張における解釈をするものであるが，これは典型的な後知恵による解釈で

ある。 

以上のとおり，被告らの前記主張は論理が失当であるから，構成要件Ｇ

に係る相違点について被告らの認定は誤っている。 

(4) 構成要件Ｇに係る相違点の容易想到性について 
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 被告らは，相違点について実質的な差異はないと誤った認定をしている

から，相違点の容易想到性について論理付けが全く不十分であるといわざ

るを得ない。 

また，構成要件Ｇは，「インターフェース手段Ａ１から送信される外部

表示信号の本来解像度がディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい」

ことを特定しているところ，被告らは，画像データを外部表示信号に変換

すること，及び「画像データファイルの画素数が簡易型液晶表示パネルの

画素数より大きい場合」が「簡易型液晶表示パネル２３では明瞭に表示で

きないこと」の典型的な場合であることを根拠として，相違点の容易想到

性を主張する。 

しかし，これらの事項は外部表示信号の本来解像度には直接関係するも

のではないから，容易想到性の判断において無関係なものである。 

さらに，被告らが容易想到性の根拠とする後者の主張については，「明

瞭に表示」との記載を，画像データファイルや表示信号の本来解像度，デ

ィスプレイパネルＡの画面解像度などと結び付けて解釈することは，典型

的な後知恵による解釈である。 

よって，被告らの上記主張は失当である。 

(5) 構成要件Ｉに係る相違点について被告らの認定が誤っていること 

被告らは，本件発明と乙イ１３発明とは，その構成の相違点は実質的な

差異がない旨主張する。被告らの主張は，乙イ１３発明の「表示制御回路

２１」と本件発明の前記「データ処理手段」とが，内部ディスプレイでは

明瞭に表示できない画像データを，外部ディスプレイ装置で表示できるよ

うな表示信号を生成する機能を有する点で一致するとみることを根拠とす

る。しかし，上記の「内部ディスプレイでは明瞭に表示できない画像デー

タを，外部ディスプレイ装置で表示できるような表示信号を生成する機

能」は，日本語として意味をなしていないし，乙イ１３文献には，表示制
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御回路２１がそのような機能を有するとする記載がない。そして，乙イ１

３文献の段落【００１３】の記載をみても，乙イ１３発明は「表示制御回

路が外部から取り込んだ画像情報をモニタ端子２５へ送出する」以上の技

術的意義は記載されておらず，画像データから表示信号の生成に至る処理

については何ら示唆がされていない。したがって，被告らの前記主張は，

意味不明のものであるか，後知恵による解釈に基づくものであるといえる。 

また，被告らの前記主張は，「画像データファイルの本来解像度が前記

ディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい場合」は，「表示データの

コンテンツが簡易型液晶表示パネル２３に対応しない場合」の典型的なケ

ースであるとみることを根拠とする。しかし，このことは，画像データフ

ァイルの属性として本来解像度が定義されて初めていえることであるとこ

ろ，乙イ１３文献には，「解像度」や「画素数」等の用語は一切記載され

ていない。したがって，被告らの前記主張は，典型的な後知恵による解釈

に基づくものといわざるを得ない。 

さらに，被告らの前記主張は，乙イ１３発明でも「全体画像」の表示信

号を生成していると解されることを根拠とするが，この解釈は発明の構成

要件を，その構成要件がもたらす作用効果によって特定しようとするもの

であり，目的と手段を混同するものであり，失当である。また，刊行物に

構成要件が記載されておらず，構成要件を充足していれば実現されるであ

ろう作用効果だけが記載されている場合に，当該構成要件が記載されてい

ると主張するには，記載されている作用効果から当該構成要件が導き出さ

れるのに十分な「参酌すべき本願出願時における技術常識」を明示する必

要があるが，被告らの主張は，「参酌すべき本願出願時における技術常

識」を十分に示していない。 

そして，被告らの前記主張は，「表示データを，画素を間引いたり，画

素を補間したりしていないため，本来画像の外部表示信号が生成されてい
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ると解される」と解釈することを根拠とするが，乙イ１３発明は，「表示

制御回路が外部から取り込んだ画像情報をモニタ端子２５へ送出する」以

上の技術的意義を有しないのであるが，「表示制御回路による画像情報の

モニタ端子２５への送出」という単なる「情報の受け渡し」に関する特定

が，「画像データファイルの本来画像の全体画像のデジタル表示信号の生

成」という「画像データファイルの処理」に関する特定を含意するもので

はない。 

以上のとおり，被告らの前記主張は論理が失当であるから，構成要件Ｉ

に係る相違点について被告らの認定は誤っている。 

(6) 構成要件Ｉに係る相違点の容易想到性について 

被告らの前記主張は，実質的な差異がないとするが，これに至る論理が

失当であるから，相違点の容易想到性の論理付けは全く不十分といわざる

を得ない。 

また，被告らは，構成要件Ｉに関して，画像データファイルの処理は，

リアルタイムで行うか，データを記憶手段に一旦格納し，その後データを

読み出して処理するか，のいずれかしかあり得ないとし，これを前提に，

乙イ１３発明と本件発明とは，前記画像データファイルの本来解像度が前

記ディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい場合でも，前記画像デー

タファイルをリアルタイムで処理することによって，及び／又は，前記画

像データファイルを前記記憶手段に一旦格納し，その後読み出した上で処

理することによって，外部表示装置に，画像を正常に表示させる機能を有

する点で一致しており，いずれの方法を選択するかは当業者の設計事項で

あると主張するが，その主張が失当であることは乙イ４発明について述べ

たとおりである。 

(7) 本件訂正発明と乙イ１３発明との対比について 

被告らは，構成要件Ｉが構成要件Ｉ’に訂正されるとしても，本件訂正
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発明の当該構成要件に係る相違点は当業者にとって容易に想到できると主

張する。 

しかし，乙イ１３文献の段落【００１０】の記載によれば，段落【００

１１】の「入力された表示データ」が「『０』～『９』のテンキーやファ

ンクションキー等から構成される操作部２０によって入力される電話番号

や各種の機能データ」，すわなち，テキストデータや数値データであり，

本件発明の構成要件Ｉ’で特定されるデータ処理手段が処理する「ウェブ

サーバから取得した画像データファイル」とは，その種類も情報量も全く

異なるから，両者を処理するデータ処理手段の機能は全く異なる。 

したがって，本件訂正発明に乙イ１３発明を適用するには阻害要因が存

在するといわざるを得ない。 

よって，被告らの主張は失当である。 

なお，乙イ１３文献は，本件明細書等の段落【００３０】において「特

許文献１２」として引用されているが，同段落【００２７】及び【００２

８】において，本件発明において設定された課題を解決するものではない

旨を記載している。また，乙イ１３発明は，本件明細書等の末尾には，

「参考文献」として乙イ１３文献が引用されており，特許庁審査官が特許

査定を下す際に，乙イ１３文献を考慮に入れていたことが明記されている。 

(8) 小括 

以上のことから，本件発明及び本件訂正発明は，乙イ１３発明を主引用

例として当業者が想到することは困難である。 

よって，本件特許は特許無効審判によって無効にされるべきものとはい

えない。 

６ 争点(2)エ（無効理由３〔乙イ１４を主引用例とする進歩性欠如〕）につ

いて 

〔被告らの主張〕 
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(1) 本件発明は，本件特許の優先日（平成１８年２月２７日）より前に頒布

された刊行物である特開２００２－２０７６５０号公報（乙イ１４。平成

１４年７月２６日公開。以下「乙イ１４文献」という。）に記載の発明

（以下「乙イ１４発明」という。）に，周知技術（乙イ５～１２）を適用

することによって，当業者が容易に発明できたものであるから，本件発明

は，特許法２９条２項の規定により特許を受けることができない発明であ

り，特許無効審判により無効にされるべきものである。 

(2) 本件発明と乙イ１４発明との対比 

本件発明と乙イ１４発明とを対比すると，次のとおりになる。 

ア 発明の構成要件の異同 

(ｱ) 構成要件Ａ 

 乙イ１４文献の段落【０００６】には「移動通信端末では入力操作

が容易ではないため」と記載されており，乙イ１４発明の移動通信端

末は入力操作を行うことが前提とされている。また，携帯電話機など

の移動通信端末では入力手段を備えるのが通常であり，乙イ１４文献

の図１には，「移動通信端末 ＭＳ」としてテンキーを備えた携帯電

話機の絵が描かれている。 

 また，入力手段から入力されたデータがＣＰＵなどのデータ処理手

段に送信されることは，技術常識である。 

 したがって，構成要件Ａについて，本件発明と乙イ１４発明とは同

一である。 

(ｲ) 構成要件Ｂ 

       乙イ１４発明の「データ受送信部１１」は，マルチメディア情報サ

ーバＭＩＳに接続し，ユーザ認証情報，端末プロファイル，情報取得

のリクエストを送信し，マルチメディア情報サーバＭＩＳからのデー

タを受信する（段落【００１９】）。移動通信端末は，有線ではなく
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無線でデータの受送信を行っているから，乙イ１４発明の「データ受

送信部１１」には，無線信号を受信し送信する機能を有する手段を含

むことが明らかである。 

 また，乙イ１４発明の「データ受送信部１１」には，受信したデー

タをデータ表示部１２に送る機能（段落【００２５】（４頁右欄５－

７行））と受信したデータを外部端末制御部１３に送る機能（同段落

（４頁右欄３５－３７行））があるから，本件発明の後記「データ処

理手段」を兼ね備えている。 

 さらに，ＣＰＵ等で扱われる信号がアナログ信号ではなくデジタル

信号であることは，技術常識である。 

 したがって，乙イ１４発明の「データ受送信部１１」は，無線信号

を受信してデジタル信号に変換の上でデータ処理手段に送信する機能

と，データ処理手段から受信したデジタル信号を無線信号に変換して

送信する機能とを有しており，構成要件Ｂについて，本件発明と乙イ

１４発明とは同一である。 

(ｳ) 構成要件Ｃ 

       乙イ１４文献には記憶手段が明記されていないが，移動通信端末が，

ＣＰＵ等のデータ処理手段を動作させるためのプログラムを格納する

ＲＯＭ等の記憶手段と，データファイルを一時保管するためのＲＡＭ

等の記憶手段とを備えることは，技術常識であり，構成要件Ｃについ

て，本件発明と乙イ１４発明との間に実質的な差違はない。 

(ｴ) 構成要件Ｄ 

       前記(ｲ)のとおり，乙イ１４発明の「データ受送信部１１」は，受

信したデータをデータ表示部１２に送る機能と受信したデータを外部

端末制御部１３に送る機能を備えているから，「無線通信手段から受

信したデジタル信号に必要な処理を行って，生成したデジタル表示信
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号を送信する手段」である点で，本件発明の構成要件Ｄと一致する。

そして，技術常識に照らして，デジタル表示信号以外のデジタル信号

（その他のデジタル信号）を生成していないとは考えられないから，

その他のデジタル信号を生成していることは自明である。 

また，ＣＰＵ等のデータ処理手段がＲＯＭ等の記憶手段に格納され

ているプログラムに基づいて必要な処理を行っていることは，技術常

識であるから，この点でも本件発明と乙イ１４発明とは差違がない。 

したがって，構成要件Ｄについて，本件発明と乙イ１４発明とは相

違点がなく，同一である。 

(ｵ) 構成要件Ｅ 

       乙イ１４発明の「データ表示部１２」は，マルチメディア情報サー

バから受信したマルチメディア情報を表示する機能があり（段落【０

０２０】），「表示画素数」（段落【００２５】（４頁左欄４６行），

図３，４）が観念できる表示手段であるから，各々の画素を駆動する

制御手段によって画像を表示するタイプの表示手段であることは明ら

かである。 

 したがって，乙イ１４発明の「データ表示部１２」と本件発明の

「ディスプレイ手段」とは，画面を構成する各々の画素が駆動される

ことにより画像を表示するディスプレイパネルと，前記ディスプレイ

パネルＡの各々の画素を駆動するディスプレイ制御手段Ａとから構成

される点で一致する。 

また，本件発明では，ディスプレイ制御手段が「前記データ処理手

段から受信したデジタル表示信号に基づき」と明記されているが，デ

ータ処理手段が生成したデジタル表示信号に基づいて内部ディスプレ

イが制御されることは技術常識に照らして明らかであるから，この点

でも本件発明と乙イ１４発明とは差違がない。 
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したがって，構成要件Ｅについて，本件発明と乙イ１４発明とは同

一である。 

(ｶ) 構成要件Ｆ 

      ａ 乙イ１４発明の「外部端末制御部１３」は，データ受送信部１１

からデータを受信して，接続しているビューア端末ＶＳにデータを

送信する機能を有する（段落【００２５】（４頁右欄３４－３７

行））。また，ビューア端末ＶＳは，マルチメディア情報再生部２

があり，マルチメディア情報を受信し，表示する機能がある端末で

あるから（段落【００２２】），外部ディスプレイ手段を含む周辺

装置に該当する。 

したがって，乙イ１４発明の「外部端末制御部１３」と本件発明

の「インターフェース手段Ａ１」とは，外部ディスプレイ手段を含

む周辺装置に対して，前記「データ処理手段」から受信したデジタ

ル表示信号に基づき，外部表示信号を送信するインターフェース手

段である点で一致する。 

ｂ 他方で，本件発明ではインターフェース手段から外部ディスプレ

イ装置に送信する信号が「ＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタル外部

表示信号」に限定されているのに対し，乙イ１４発明にはそのよう

な限定がない点で一応は相違する。 

(ｷ) 構成要件Ｇ 

       乙イ１４文献の段落【００１２】ないし【００２７】（３頁右欄１

８行から５頁左欄４行）には実施例１が記載されている。実施例１で

は，移動通信端末ＭＳの端末プロファイルデータベースの例が図３に

示され（段落【００２４】（４頁左欄４２－４３行）），ビューア端

末ＶＳの端末プロファイルデータベースの例が図４に示されている

（段落【００２５】（４頁右欄２３－２４行））。そして，図３及び
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図４のユーザＩＤ”０”欄に記載された具体例では，移動通信端末Ｍ

Ｓの表示画素数が「９６×１２０」（図３）であり，ビューア端末Ｖ

Ｓの表示画素数が「１２０×２５６」（図４）となっている。すなわ

ち，乙イ１４文献に記載された実施例１のうち，図３，図４のユーザ

ＩＤ”０”欄に記載された具体例では，外部ディスプレイ手段の解像

度が，移動通信端末の内部ディスプレイよりも高解像度になっている。 

そして当該実施例では，マルチメディア情報サーバＭＩＳは，ユー

ザの端末プロファイル情報から送信するマルチメディア情報の品質を

決定し，移動通信端末ＭＳのデータ送受信部１１はそのデータを外部

端末制御部１３に送り，外部端末制御部１３はデータを接続している

ビューア端末ＶＳに送信する（段落【００２５】（４頁右欄３０－３

７行））。したがって，外部端末制御部１３からビューア端末ＶＳに

送信されるデータは，ビューア端末の端末プロファイル情報によって

決定されるマルチメディア情報の品質，すなわち，内部ディスプレイ

よりも高解像度の画像データである。 

また，本件発明における「前記データ処理手段と前記インターフェ

ース手段Ａ１とが相俟って」の意義が不明瞭であるものの，少なくと

も乙イ１４発明ではデータ処理手段（データ送受信部１１）とインタ

ーフェース手段（外部端末制御部１３）が関与して高解像度のデータ

を送信しているから，「相俟って」処理しているといえる。 

したがって，構成要件Ｇについて，本件発明と乙イ１４発明とは差

違がない。 

(ｸ) 構成要件Ｈ 

乙イ１４発明では，データ送受信部１１（本件発明の「無線通信手

段」及び「データ処理手段」に相当する。）からマルチメディア情報

サーバＭＩＳにユーザ認証情報，端末プロファイルデータ（本件発明
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の「ユーザーエージェント情報」に相当する。）を送信し（段落【０

０２４】（４頁左欄３１行），【００２５】（４頁右欄１８－１９

行）），データ送受信部１１はマルチメディア情報を受信する（段落

【００２５】（４頁右欄５－６行，同欄３０－３７行））。 

また，乙イ１４発明では，マルチメディア情報サーバがウェブサー

バである場合が含まれており（図１，図５），マルチメディア情報サ

ーバがウェブサーバである場合には，情報の受送信がインターネット

プロトコルに準拠した無線信号で行われることは技術常識に照らして

明らかである。さらに，乙イ１４発明では動画像などの画像データを

取得する場合が含まれている（段落【００２７】（５頁左欄６－８

行））から，画像データファイルを取得する機能を有することが明ら

かである。 

したがって，構成要件Ｈについて，本件発明と乙イ１４発明とは同

一である。 

(ｹ) 構成要件Ｉ 

ａ 乙イ１４発明では，前記(ｷ)のとおり，データ受送信部１１（本

件発明の「データ処理手段」に相当する。）が，移動通信端末の内

部ディスプレイの解像度よりも高解像度の画像データを外部端末制

御部１３に送信している。 

また，乙イ１４発明のデータ受送信部１１は，マルチメディア情

報サーバＭＩＳから受信した高解像度の画像データを，画素を間引

いたり画素を補間したりすることなく，外部端末制御部１３に送っ

ているから，画像データファイルの本来画像のデジタル表示信号を

生成している。 

なお，画像データファイルの処理は，リアルタイムで行うか，デ

ータを記憶手段に一旦格納し，その後データを読み出して処理する
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か，のいずれかしかありえないので，結局，本件発明と乙イ１４発

明とは，「データ処理手段が，画像データファイルの本来解像度が

ディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい場合でも，前記画像

データファイルをリアルタイムで処理することによって，及び／又

は，前記画像データファイルを前記記憶手段に一旦格納し，その後

読み出した上で処理することによって，前記画像データファイルの

本来画像のデジタル表示信号を生成する機能を有する」点で一致す

る。 

ｂ 他方で，本件発明では，生成するデジタル表示信号が「本来画像

の全体画像」と特定されているが，乙イ１４発明では「全体画像」

との特定がない点で一応は相違する。 

(ｺ) 構成要件Ｊ 

 乙イ１４発明の移動通信端末MSは携帯情報通信装置に含まれるから

（図１，図５を参照），構成要件Ｊについて，本件発明と乙イ１４発

明とは同一である。 

(ｻ) 小括 

 以上のとおり，本件発明と乙イ１４発明の構成は，次の相違点ア及

びイで相違し，その余は同一である。したがって，乙イ１４発明には，

本件発明の構成要件ＡないしＥ，Ｇ，Ｈ及びＪの全てが，また，本件

発明の構成要件Ｆ及びＩの一部が開示されている。 

〔相違点ア〕 

（構成要件Ｆで）本件発明では「ＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタ

ル外部表示信号」に限定されているのに対し，乙イ１４発明にはその

ような限定がない点。 

〔相違点イ〕 

（構成要件Ｉで）本件発明では，データ処理手段が生成する信号が
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「全体画像」に特定されているが，乙イ１４発明にはそのような記載

がない点。 

イ 発明の作用効果の異同 

(ｱ) 本件発明の作用効果 

 前記１(3)イ(ｱ)のとおり，本件発明は，「高解像度外部ディスプレ

イ手段の画面において，付属ディスプレイパネルの画面解像度の制約

を受けることなく，該付属ディスプレイパネルの画面解像度より大き

い解像度を有する高解像度画像を表示することができる」との作用効

果を奏する。 

(ｲ) 乙イ１４発明の作用効果 

 乙イ１４文献の段落【００３２】ないし【００３４】には，【発明

の効果】として次の記載がある。 

「以上述べた様に，本発明によれば，接続されている外部周辺機器

によって無線通信端末の入力機能を拡張，あるいは変更する手段を具

備することにより，外部周辺機器を小型化することが可能となるとい

う効果が得られる。」（段落【００３２】） 

「また，複数の外部周辺機器と同時に通信し，動的に入力機能を切

り替えることが可能となる。」（段落【００３３】） 

「さらに，着信信号受信時において，一時的に無線通信端末の入力

機能を非接続時の状態に変更することが可能となる。」（段落【００

３４】） 

(ｳ) 本件発明と乙イ１４発明の作用効果の対比 

       本件発明では，外部ディスプレイに，付属ディスプレイパネルの画

面解像度の制約を受けることなく，付属ディスプレイパネルの画面解

像度より大きい解像度の画像を表示できるという効果を奏するが，乙

イ１４発明には，【発明の効果】の欄にそのような効果が明記されて
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いない点で相違する（相違点ウ）。 

(3) 上記相違点の容易想到性について 

ア 相違点ア（構成要件Ｆ）について 

      前記１(3)アのとおり，本件特許の優先日前には，外部ディスプレイ

装置に送信される信号をＴＭＤＳ方式のデジタル信号とすることは周知

技術であったから，乙イ１４発明の外部端末制御部１３からビューア端

末ＶＳに送信するデータ伝送方式としてＴＭＤＳ方式を採用することは

当業者が容易に想到できたことである。 

イ 相違点イ（構成要件Ｉ）について 

      乙イ１４発明では，外部ディスプレイで全体画像を表示させることは

明記されていないが，全体画像を表示できない又は表示させない特段の

理由もないことから，乙イ１４発明において，外部ディスプレイに全体

画像を表示させることは，当業者の通常の創作能力でなし得る設計事項

にすぎず，相違点ウは当業者が容易に想到できたことである。 

ウ 相違点ウ（作用効果の相違点）について 

      乙イ１４文献の【発明の効果】の欄には明記されていないが，実施例

１の図３，図４のユーザＩＤ”０”欄に記載された具体例では，外部デ

ィスプレイに付属ディスプレイパネルの画面解像度より大きい解像度の

画像を表示させているから，乙イ１４発明が本件発明の作用効果を奏す

ることを当業者であれば容易に理解することができる。 

 したがって，本件発明と乙イ１４発明とは，発明の作用効果の点で実

質的な差違はない。 

(4) 本件訂正発明も進歩性を欠くこと 

ア 本件訂正発明と乙イ１４発明を対比すると，相違点は前記(1)ア(ｻ)の

三つの相違点のほか，次の一点である。 

すなわち，本件訂正発明では「前記画像データファイルを前記記憶手
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段に一旦格納し，その後読み出した上で処理することによって，」と特

定されているのに対し，乙イ１４発明ではそのような特定がない点であ

る。 

イ この相違点についてみると，①リアルタイムで処理する方法と，②画

像データファイルを記憶手段に一旦格納し，その後読み出した上で処理

する方法，のいずれを選択するかは，当業者の単なる設計事項にすぎな

い。また，乙イ１４文献では，①リアルタイムで処理する方法が示唆さ

れているとしても，②画像データファイルを記憶手段に一旦格納し，そ

の後読み出した上で処理することは，①リアルタイムで処理することと

比較して，短時間での処理が必要でなく技術的に困難でないことは自明

のことであるから，特段の阻害事由がない限り，①リアルタイムで処理

する方法を②記憶手段に一旦格納し，その後読み出した上で処理する方

法に変更することは，当業者が技術常識に基づいて容易になし得たこと

である。 

そして，前記(1)ア(ｻ)の三つの相違点が当業者にとって容易に想到で

きたものであることは前記(1)ア(ｻ)のとおりである。 

(5) まとめ 

以上のとおり，本件発明及び本件訂正発明と乙イ１４発明とは，その構

成の相違点は，実質的な差違がないか，又は，周知技術に照らして当業者

が容易に想到できたものである。かつ，その作用効果の相違点は，実質的

な差違がない。したがって，本件発明及び本件訂正発明は，乙イ１４発明

及び周知技術から当業者が容易に発明できたものである。 

よって，本件発明及び本件訂正発明は，特許法２９条２項の規定により

特許を受けることができないものであり，特許無効審判により無効にされ

るべきものである。 

〔原告の主張〕 
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(1) 乙イ１４発明の特定 

乙イ１４文献の段落【０００５】ないし【０００８】，【００２６】及

び【００３２】ないし【００３４】の記載によれば，本件発明と対比され

るべき乙イ１４発明の解決課題は，マルチメディア情報を表示する端末を

切り替える際に，移動通信端末と表示端末間，さらに，端末とサーバ間に

おいて端末情報を通信することによって，容易に表示端末を切り替えるこ

とができるマルチメディア情報表示方式を提供することであり，作用効果

は，ビューア端末ＶＳに表示を切り替える際に，ユーザが再度ユーザ認証

情報を入力したり，切り替えるための処理を行ったりする手順を省くこと

ができること，外部周辺機器を小型化することが可能となること，複数の

外部周辺機器と同時に通信し，動的に入力機能を切り替えることが可能と

なること，着信信号受信時において，一時的に無線通信端末の入力機能を

非接続時の状態に変更することが可能となることであると判断される。 

そして，乙イ１４文献の段落【０００９】ないし【００１１】，【００

１８】，【００１９】，【００２１】，【００２４】，【００２５】及び

【００３０】の記載によれば，乙イ１４発明におけるデータ送受信部１１

の技術的特徴については，マルチメディア情報サーバＭＩＳに接続するこ

と，認証情報や送信要求の送信に関わる機能として，マルチメディア情報

サーバＭＩＳに「マルチメディア情報の送信要求（情報取得のリクエス

ト）」又は「外部端末制御部１３が受信したビューア端末ＶＳからのマル

チメディア情報取得のリクエスト」を送信すること，マルチメディア情報

サーバＭＩＳに「移動通信端末ＭＳのユーザ認証情報（端末プロファイル

情報）又は「外部端末制御部１３が取得したビューア端末ＶＳの端末プロ

ファイル（外部端末の端末情報）」を送信すること，ユーザ認証情報は，

ユーザによって入力された情報を送信する，あるいは，移動通信端末ＭＳ

の情報を取得して自動的に送信することが記載されているに止まっている。 
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また，乙イ１４文献の上記記載によれば，外部端末制御部１３について

は，ビューア端末ＶＳの外部接続部２１と接続し，通信を行うこと，認証

情報や送信要求の送信に関わる機能として，ビューア端末ＶＳの接続を受

け付けると，ビューア端末ＶＳの端末プロファイルを取得すること，マル

チメディア情報の受信・送信に関わる機能として，データ送受信部１１か

ら送られたマルチメディア情報データをビューア端末ＶＳに送信すること

が記載されているに止まっている。 

(2) 乙イ１４発明との対比 

 以上を前提に本件発明と乙イ１４発明を対比する。 

     本件発明と乙イ１４発明は，解決課題又は作用効果に関して，次の相違

点がある。 

〔相違点⑭０〕 

     本件発明は，「外部ディスプレイ手段において，付属ディスプレイの画

面解像度よりも解像度が大きい画像を表示する」という課題を解決する，

又は作用効果を実現して，「信号変換に伴う画像の劣化を回避することが

できる」という作用効果を実現するのに対し，乙イ１４発明にはそのよう

な解決課題又は作用効果が特定されていない点 

また，本件発明と乙イ１４発明は，少なくとも，構成要件Ｆ，Ｇ，Ｉに

関して，次の相違点がある。 

〔相違点⑭ｆ〕 

本件発明ではインターフェース手段から外部ディスプレイ装置に送信す

る信号が「ＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタル外部表示信号」に限定され

ているのに対し，乙イ１４発明にはそのような限定がない点 

〔相違点⑭ｇ〕 

    インターフェース手段Ａ１から送信される外部表示信号について，本件

発明では，その本来解像度がディスプレイパネルＡの画面解像度よりも大
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きいと特定されているのに対し，乙イ１４発明では，外部表示信号の本来

解像度に関する特定を欠いている点 

〔相違点⑭ｉ－１〕 

    データ処理手段について，本件発明では，「ウェブサーバから取得した

画像データファイルを記憶手段に一旦格納し，該画像データファイルをそ

の後読み出した上で処理することによって，表示信号を生成する」機能を

有すると特定されているのに対し，乙イ１４発明では，そのような特定を

欠く点 

〔相違点⑭ｉ－２〕 

    データ処理手段が生成する表示信号について，本件発明では，「画像デ

ータファイルの本来解像度がディスプレイパネルＡの画面解像度より大き

い場合でも，画像データファイルの本来画像の全体画像の表示信号であ

る」と特定されているのに対し，乙イ１４発明では，そのような特定を欠

く点 

(3) 作用効果に係る被告らの認定が誤っていること 

被告らは，本件発明と乙イ１４発明とは，発明の作用効果の点で実質的

な差異はない旨主張する。被告らの上記主張の根拠は，乙イ１４文献の実

施例１の【図３】，【図４】のユーザＩＤ“０”欄に記載された具体例の

みであり，この具体例を「外部ディスプレイに付属ディスプレイパネルの

画面解像度より大きい解像度の画像を表示させている」と解釈することに

よるものである。 

しかし，乙イ１４文献には，上記解釈を示唆する記載はなく，「ユーザ

ＩＤ」についても独立の説明がされていない。したがって，「実施例１の

図３，図４のユーザＩＤ“０”欄に記載された具体例」がどのような端末

に対応するのか全く不明である。結局，被告らの上記主張は，独自の解釈

によるものというほかないが，その解釈を支える根拠が不十分である。 
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また，【図３】，【図４】に記載されている「表示画素数」は「画面解

像度」に対応し，「付属ディスプレイパネルの画面解像度より大きい解像

度の画像」という言明は「画像の解像度」について特定している。したが

って，「実施例１の図３，図４のユーザＩＤ“０”欄に記載された具体

例」がどのように解釈されようとも，この「画面解像度」を示すだけの

「具体例」から，「画像の解像度」についての特定が導かれる道理がない。 

したがって，被告らの上記主張は，発明の作用効果の点で実質的な差異

がないとする根拠において論理が失当であるから，発明の作用効果に係る

相違点について被告らの認定は誤っている。 

(4) 構成要件Ｆに係る相違点の容易想到性について 

一般に，対象発明の構成要件の容易想到性を，主引用例に対して周知技

術を適用することによって論理付けする場合，主引用例に対して当該周知

技術を適用することが容易であるとの判断が前提となり，さらに，適用の

容易性の判断に際しては，主引用例の解決課題又は作用効果と周知技術に

よってもたらされる作用効果との共通性が斟酌されなければならない。 

しかし，乙イ１４発明における解決課題又は作用効果は，「マルチメデ

ィア情報を表示する端末を切り替える際の利便性の向上」に主眼が置かれ

ているのに対し，被告らが周知技術とするものには，かかる作用効果は一

切認識されていない。 

したがって，乙イ１４発明に被告らが周知技術とするものを適用する動

機付けが存在するとはいえず，構成要件Ｆに係る相違点の容易想到性は十

分に論理付けされたとはいえない。 

(5) 構成要件Ｇに係る相違点について被告らの認定が誤っていること 

被告らは，構成要件Ｇについて，本件発明と乙イ１４発明とは，差異が

ないと主張する。 

この点，被告らの前記主張は，乙イ１４文献に記載された実施例１のう
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ち，実施例１の図３，図４のユーザＩＤ“０”欄に記載された具体例では，

ビューア端末ＶＳの解像度が移動通信端末ＭＳの内部ディスプレイよりも

高解像度になっているとみることを根拠とするが，乙イ１４文献を見ても

「ユーザＩＤ“０”欄に記載された具体例」に対する明確な解釈を可能に

するような記載はない。 

また，乙イ１４文献の段落【００２５】，【００３０】の記載から，

「マルチメディア情報」が本件発明の「画像データファイル」に対応する

としても，その「品質」については，段落【００１５】の記載に，「サー

バはこの端末プロファイルを元に提供するマルチメディア情報の画面の大

きさ，色数，動画像ならばその再生ビットレート等，品質を変えることに

よって，表示する端末に適したデータを送信することができることにな

る」と例示をするだけで，「本来解像度」との関係が明らかにされていな

い。 

さらに，被告らの解釈を前提とすると，上記段落【００３０】の「マル

チメディア情報サーバＭＩＳは，・・・，ユーザの端末プロファイル情報

から送信するマルチメディア情報の品質を決定し」の記載を「外部ディス

プレイ手段の画面解像度に基づいて，画像データファイルの本来解像度を

決定する」と読み替えることになるが，かかる読替をしても，「外部ディ

スプレイ手段」や「画像データファイル」とは属性を異にする「外部表示

信号」の属性（本来解像度）についてまで論理付けされる道理はない。 

以上のとおり，被告らの前記主張は論理が失当であるから，構成要件Ｇ

に係る相違点について被告らの認定は誤っている。 

(6) 構成要件Ｇに係る相違点の容易想到性について 

被告らは，相違点について差異がないと誤った認定をしているから，相

違点の容易想到性について論理付けが全く不十分であるといわざるを得な

い。 
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(7) 構成要件Ｉに係る相違点について被告らの認定が誤っていること 

被告らは，構成要件Ｉについて，本件発明と乙イ１４発明とは，実質的

な差異がないと主張する。 

しかし，前記(5)と同じく被告らの主張は論理付けがされていない。ま

た，被告らの前記主張は，「表示データを，画素を間引いたり，画素を補

間したりしていないため，本来画像の外部表示信号が生成されていると解

される」と解釈することを根拠とするが，かかる解釈は後知恵による解釈

にすぎない。 

したがって，被告らの前記主張は論理が失当であるから，構成要件Ｉに

係る被告らの認定は誤っている。 

(8) 構成要件Ｉに係る相違点の容易想到性について 

被告らは，相違点について誤った認定をしているから，相違点の容易想

到性について論理付けが全く不十分であるといわざるを得ない。 

また，被告らは，構成要件Ｉに関して，画像データファイルの処理は，

リアルタイムで行うか，データを記憶手段に一旦格納し，その後データを

読み出して処理するか，のいずれかしかあり得ないとし，これを前提に，

乙イ１４発明と本件発明とは，前記画像データファイルの本来解像度が前

記ディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい場合でも，前記画像デー

タファイルをリアルタイムで処理することによって，及び／又は，前記画

像データファイルを前記記憶手段に一旦格納し，その後読み出した上で処

理することによって，外部表示装置に，画像を正常に表示させる機能を有

する点で一致しており，いずれの方法を選択するかは当業者の設計事項で

あると主張するが，その主張が失当であることは乙イ４発明について述べ

たとおりである。 

(9) 本件訂正発明と乙イ１４発明との対比について   

被告らは，構成要件Ｉが構成要件Ｉ’に訂正されるとしても，本件訂正
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発明の当該構成要件に係る相違点は当業者にとって容易に想到できると主

張する。 

しかし，無効理由１及び２において反論したのと同様に容易想到性の論

理付けが不十分である。 

よって，被告らの上記主張は失当である。 

(10) 小括 

以上のことから，乙イ１４発明を主引用例として当業者が想到すること

は困難である。 

よって，本件特許は特許無効審判によって無効にされるべきものとはい

えない。 

７ 争点(2)オ（無効理由４〔乙イ１５を主引用例とする進歩性欠如〕）につい

て 

〔被告らの主張〕 

(1) 本件発明は，本件特許の優先日（平成１８年２月２７日）より前に頒布

された刊行物である特開２０００－１３７７６号公報（乙イ１５。平成１

２年１月１４日公開。以下「乙イ１５文献」という。）に記載の発明（以

下「乙イ１５発明」という。）に，周知技術（乙イ５～１２）を適用する

ことによって，当業者が容易に発明することができたものであるから，特

許法２９条２項の規定により特許を受けることができない発明であり，特

許無効審判により無効にされるべきものである。 

(2) 本件発明と乙イ１５発明との対比 

 本件発明と乙イ１５発明とを対比すると，次のとおりになる。    

ア 発明の構成要件の異同 

(ｱ) 構成要件Ａ 

乙イ１５文献の段落【００５２】には，「操作入力部３１は，複数の

キースイッチ等の操作デバイスを有しており，この操作デバイスを操作
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してなされるユーザの指示入力を受付け，その指示入力の内容を主制御

部２１に通知する。」と記載されており，乙イ１５発明の「操作入力部

３１」と本件発明の「入力手段」は同一である。 

(ｲ) 構成要件Ｂ 

ａ 乙イ第１５文献の段落【００４３】には，「マルチメディア通信モ

ードのとき多重分離部２５は，映像エンコーダ２９から同期バス３８

を介して与えられる符号化画像データ……を，所定の多重化方式……

で多重化する。そして，これにより得られる伝送データを無線端末イ

ンタフェース部２６へと与える。またマルチメディア通信モードのと

き多重分離部２５は，無線端末インタフェース部２６から与えられる

伝送データから符号化画像データ……をそれぞれ分離し，これらの各

データを映像デコーダ２２……へと与える。」と記載されている。ま

た，段落【００４６】には，「無線端末インタフェース部２６には，

ＰＨＳ端末用コネクタを介してＰＨＳ端末ＰＳｉが接続される。そし

て無線端末インタフェース２６は，ＰＨＳ端末ＰＳｉとの間で各種の

情報を授受することで，ＰＨＳ端末ＰＳｉ及びＰＨＳを含む公衆網を

介してデータ通信を実現する。」と記載されている。 

したがって，乙イ１５発明の「無線端末インタフェース部２６及び

ＰＨＳ端末ＰＳｉ」は，本件発明の「無線通信手段」と同じ機能を奏

する。 

ｂ 他方で，本件発明では単に「無線通信手段」と表現されているのに

対し，乙イ１５発明の実施形態では，「無線端末インタフェース部２

６」と「ＰＨＳ端末ＰＳｉ」で無線通信手段が実現されている点で相

違する。 

(ｳ) 構成要件Ｃ 

乙イ１５発明の主制御部２１は，ＣＰＵ，ＲＯＭ及びＲＡＭ等を有し
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てなるものである（段落【００４０】）。すなわち，乙イ１５発明の

「主制御部２１」は本件発明の「データ処理手段（の一部）」と「記憶

手段」とを合わせたものに相当し，本件発明の構成要件Ｃの「記憶手

段」は，乙イ１５発明の「主制御部２１」を構成しているＲＯＭ及びＲ

ＡＭ等に相当する。 

したがって，構成要件Ｃについて，本件発明と乙イ１５発明は同一で

ある。 

(ｴ) 構成要件Ｄ 

      乙イ１５発明の主制御部２１は，マルチメディア通信端末装置ＨＳ１

の各部を総括制御することで，マルチメディア通信のための所定の動作

を実現するものであり（段落【００４０】），映像デコーダ２２は，符

号化映像データのデコードを行い，再生した映像データを表示制御部２

３へと与えるものである（段落【００４１】）。そして，「符号化映像

データ」は，無線端末インタフェース部２６から映像デコーダ２２に与

えられるデータである（段落【００４３】）。 

すなわち，乙イ１５発明の「主制御部２１（の一部）及び映像デコー

ダ２２」は，無線通信手段（無線端末インターフェース２６）から受信

したデジタル信号（符号化映像データ）に必要な処理を行ってデジタル

表示信号（映像データ）を生成，送信しており，この点では本件発明の

「データ処理手段」と相違がない。そして，技術常識に照らして，デジ

タル表示信号以外のデジタル信号（その他のデジタル信号）を生成して

いないとは考えられないから，その他のデジタル信号を生成しているこ

とは自明である。 

したがって，構成要件Ｄについて，本件発明と乙イ１５発明とは同一

である。 

(ｵ) 構成要件Ｅ 
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乙イ１５発明の表示制御部２３は，映像デコーダ２２から与えられる

画像データが示す画像を表示するべく内部表示器２４を制御するもので

あるから（段落【００４１】），本件発明の構成要件Ｅのディスプレイ

制御手段Ａと同一である。 

また，乙イ１５発明の内部表示器２４は，「例えば，ＱＣＩＦ信号を

表示するのに必要な画素数（１８０×１４４）を有している」ものであ

るから（段落【００４１】），各々の画素が駆動されることにより画像

を表示するディスプレイパネルであることが明らかである。したがって，

乙イ１５発明の内部表示器２４は，本件発明のディスプレイパネルＡと

同一である。 

したがって，乙イ１５発明の「表示制御部２３及び内部表示器２４」

は，本件発明のディスプレイ手段と同一である。 

(ｶ) 構成要件Ｆ 

ａ 乙イ１５発明の外部モニタ接続端子３６には外部テレビジョンモニ

タＶＭ（本件発明の「外部ディスプレイ手段を含む周辺装置」に相当

する。）が接続されている（段落【００５４】）。したがって，乙イ

１５発明の「外部モニタ接続端子３６」は本件発明の「インターフェ

ース手段Ａ１」に相当する。 

ｂ 他方で，本件発明ではインターフェース手段から外部ディスプレイ

装置に送信する信号が「ＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタル外部表示

信号」に限定されているのに対し，乙イ１５発明では伝送方式が限定

されていない点で相違する。 

(ｷ) 構成要件Ｇ 

乙イ１５発明の第１の実施形態では，内部表示器２４の画素数はＱＣ

ＩＦ（１８０×１４４）であり（段落【００４１】），外部テレビジョ

ンモニタＶＭに表示する上で適切なフォーマットはＣＩＦ（３６０×２
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８８；乙イ１５の図１１参照）となっている（段落【００６０】）。ま

た，乙イ１５発明では，外部テレビジョンモニタＶＭが接続されている

ときには，ＣＩＦを指定するための要求情報を生成し（段落【００６

０】），コンテンツ・サーバＴＳはマルチメディア通信端末装置ＨＳ１

が要求したフォーマット（すなわちＣＩＦ）で動画像を送信する（段落

【００６３】）。 

そして乙イ１５文献の段落【００６４】，【００６７】の記載による

と，乙イ１５発明では，外部テレビジョンモニタＶＭ（外部ディスプレ

イ手段を含む周辺装置）が接続されているときには，外部モニタ接続端

子３６（外部インターフェース手段）から，ＣＩＦの動画像データ（高

解像度デジタル外部表示信号）を送信しており，本件発明と相違しない。 

したがって，構成要件Ｇについて，本件発明と乙イ１５発明とは同一

である。 

(ｸ) 構成要件Ｈ 

乙イ１５発明では，マルチメディア通信端末装置ＨＳ１からコンテン

ツ・サーバＴＳへ要求情報を送信し（段落【００６１】），コンテンツ

・サーバＴＳからマルチメディア通信端末装置ＨＳ１に動画像の符号化

データが送信される（段落【００６４】）。そして，コンテンツ・サー

バがウェブサーバである場合にはインターネットプロトコルに準拠した

信号で送受信することは，技術常識に照らして明らかであるから，構成

要件Ｈについて，本件発明と乙イ１５発明は同一である。 

(ｹ) 構成要件Ｉ 

乙イ１５発明では，「マルチメディア通信端末装置ＨＳ１に外部テレ

ビジョンモニタＶＭが接続されているときには，コンテンツ・サーバＴ

Ｓからこの外部テレビジョンモニタＶＭへの表示に適したＣＩＦの動画

像データが送られ・・・る。このため，受信側のマルチメディア通信端
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末装置ＨＳ１では，外部テレビジョンモニタＶＭを使用する場合でも，

・・・受信した動画像データをフォーマット変換することなくそのまま

表示することができる」（段落【００６７】）のであるから，「本来画

像の全体画像のデジタル表示信号」が生成されて外部テレビジョンモニ

タＶＭに送信されているものと解される。 

したがって，構成要件Ｉについて，本件発明と乙イ１５発明とは同一

である。 

(ｺ) 構成要件Ｊ 

乙イ１５発明は，「通信回線を介して動画像を伝送する動画像通信シ

ステム及び動画像通信装置に関し，さらに動画像のフォーマットを表示

に適した形態に変換するための画像フォーマット変換方法に関するもの

である」（段落【０００１】）と記載されているが，段落【０００３】

に「その一つとして可搬使用を可能とした小型の動画像通信装置が注目

を集めている。」と記載されていることから，乙イ１５発明の通信装置

は可搬使用できる小型の通信装置であると解される。したがって，構成

要件Ｊについて，本件発明と乙イ１５発明は同一である。 

(ｻ) 小括 

以上のとおり，本件発明と乙イ１５発明の構成要件は，次の相違点ア

及びイで相違し，その余は同一である。したがって，乙イ１５発明には，

本件発明の構成要件Ａ，ＣないしＥ及びＧないしＪの全てが，また，本

件発明の構成要件Ｂ及びＦの一部が開示されている。 

〔相違点ア〕 

（構成要件Ｂで）本件発明では単に「無線通信手段」と表現されてい

るのに対し，乙イ１５発明の実施形態では「無線端末インタフェース部

２６」と「ＰＨＳ端末ＰＳｉ」で無線通信手段が実現されている点 

〔相違点イ〕 
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（構成要件Ｆで）本件発明ではインターフェース手段から外部ディス

プレイ装置に送信する信号が「ＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタル外部

表示信号」に限定されているのに対し，乙イ１５発明では伝送方式が限

定されていない点 

イ 発明の作用効果の異同 

(ｱ) 本件発明の作用効果 

      前記１(3)イ(ｱ)のとおり，本件発明は「高解像度外部ディスプレイ手

段の画面において，付属ディスプレイパネルの画面解像度の制約を受け

ることなく，該付属ディスプレイパネルの画面解像度より大きい解像度

を有する高解像度画像を表示することができる」との作用効果を奏する。 

(ｲ) 乙イ１５発明の作用効果 

乙イ１５文献の段落【００９３】には，「・・・外部表示手段及び内

部表示手段を適切に使い分けて動画像を表示することができ，・・・常

に適切な動画像表示を可能にした動画像通信システム及び動画像通信装

置を提供することができる」との記載がある。 

(ｳ) 本件発明と乙イ１５発明の作用効果の対比 

ａ 本件発明と乙イ１５発明の作用効果は，内部ディスプレイと外部デ

ィスプレイとを使い分けることによって適切な画像を表示することが

できる点で共通する。 

ｂ 他方で，本件発明では「高解像度画像を表示することができる」と

記載されているのに対し，乙イ１５発明では「適切な動画像表示を可

能にした」と記載されている点で，形式的な相違がある（相違点ウ）。 

(3) 相違点の容易想到性について 

ア 相違点ア（構成要件Ｂ）について 

乙イ１５文献の段落【００８９】の記載によると，乙イ１５発明はＰＨ

Ｓ端末を利用した実施形態に限定されておらず，「無線端末インターフェ
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ース２６及びＰＨＳ端末ＰＳｉ」からなる無線通信手段は実施形態の一例

にすぎない。 

したがって，乙イ１５発明の無線通信手段と本件発明の無線通信手段と

は実質的な相違点がないと解される。 

イ 相違点イ（構成要件Ｆ）について 

 前記１(3)アのとおり，本件特許の優先日前には，外部ディスプレイ装

置に送信される信号をＴＭＤＳ方式のデジタル信号とすることは周知技術

であったから，乙イ１５発明のマルチメディア通信端末装置ＨＳ１から外

部テレビジョンモニタＶＭへのデータ伝送方式をＴＭＤＳ方式とすること

は，格別困難なものではなく，当業者が容易に想到できたことである。 

ウ 相違点ウ（作用効果）について 

乙イ１５発明の第１の実施形態では，内部ディスプレイの解像度がＱＣ

ＩＦ（１８０×１４４），外部テレビジョンモニタＶＭの解像度がＣＩＦ

（３６０×２８８）とされているから，外部テレビジョンモニタＶＭにお

ける「適切な表示」には高解像度画像の表示が含まれる。 

したがって，相違点ウは，表現上の相違にすぎず，本件発明と乙イ１５

発明とは作用効果において差違がない。 

(4) 本件訂正発明も進歩性を欠くこと 

ア 本件訂正発明と乙イ１５発明を対比すると，相違点は前記(1)ア(ｻ)の二

つの相違点（相違点ア及び相違点イ）のほか，次の一点である。 

すなわち，本件訂正発明では「前記画像データファイルを前記記憶手段

に一旦格納し，その後読み出した上で処理することによって，」と特定さ

れているのに対し，乙イ１５発明ではそのような特定がない点である。 

イ この相違点についてみると，①リアルタイムで処理する方法と，②画像

データファイルを記憶手段に一旦格納し，その後読み出した上で処理する

方法，のいずれを選択するかは，当業者の単なる設計事項にすぎない。ま
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た，乙イ１５文献では，①リアルタイムで処理する方法が示唆されている

としても，②画像データファイルを記憶手段に一旦格納し，その後読み出

した上で処理することは，①リアルタイムで処理することと比較して，短

時間での処理が必要でなく技術的に困難でないことは自明のことであるか

ら，特段の阻害事由がない限り，①リアルタイムで処理する方法を②記憶

手段に一旦格納し，その後読み出した上で処理する方法に変更することは，

当業者が技術常識に基づいて容易になし得たことである。 

そして，その余の二つの相違点が当業者にとって容易に想到できたもの

であることは前記(1)ア(ｻ)のとおりである。 

(5) まとめ 

以上のとおり，本件発明及び本件訂正発明と乙イ１５発明とは，その構成

の相違点は，実質的な差違がないか，又は，周知技術に照らして当業者が容

易に想到できたものであり，その作用効果の相違点は，実質的な差違がない

ものである。したがって，本件発明及び本件訂正発明は，乙イ１５発明及び

周知技術から当業者が容易に発明できたものである。 

よって，本件発明及び本件訂正発明は，特許法２９条２項の規定により特

許を受けることができないものであり，特許無効審判により無効にされるべ

きものである。 

〔原告の主張〕 

(1) 乙イ１５発明の特定 

乙イ１５文献の段落【０００１】，【０００５】ないし【０００７】，さ

らに【００９１】ないし【００９３】の記載によれば，本件発明と対比され

るべき乙イ１５発明の解決課題は，ユーザが動画像表示に関する設定を特に

行わなくても外部表示手段及び内部表示手段を適切に使い分けて表示が行わ

れるようにし，これにより面倒な操作が不要で，かつ常に適切な動画像表示

を可能にした動画像通信装置を提供することであり，作用効果は，ユーザが
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動画像表示に関する設定を特に行わなくても，外部表示手段及び内部表示手

段を適切に使い分けて動画像を表示することができ，これにより面倒な操作

が不要で，かつ常に適切な動画像表示を可能にした動画像通信装置を提供す

ることであると判断される。 

そして，乙イ１５文献の段落【００３９】ないし【００４２】，【００５

４】，【００５６】，【００５７】及び【００６４】の記載によれば，乙イ

１５発明における主制御部２１，映像デコーダ２２，表示制御部２３及び外

部モニタ接続端子３６の技術的特徴については，それらについて共通するも

のとして，主制御部２１，映像デコーダ２２，表示制御部２３，多重分離部

２５，無線端末インタフェース部２６，音声コーデック２７，カメラインタ

フェース部２８，映像エンコーダ２９，操作入力部３１又は電源部３２は，

主バス３７を介して互いに接続されていること，映像デコーダ２２，多重分

離部２５，音声コーデック２７及び映像エンコーダ２９は，同期バス３８を

介して互いに接続されていることが記載されている。 

また，乙イ１５文献の上記記載によれば，主制御部２１の技術的特徴につ

いてはＣＰＵ，ＲＯＭ及びＲＡＭ等を有して成ること，マルチメディア通信

端末装置ＨＳ１の各部を統括制御することで，マルチメディア通信のための

所定の動作を実現すること，多重分離部２５の三つの動作モード（マルチメ

ディア通信モード，音声通話モード，データ通信モード）を指定すること，

センサＩＦ部３３から転送されたインピーダンス測定信号又は手持ち検出器

３５の検出信号をもとに，外部モニタ接続端子３６に外部テレビジョンモニ

タＶＭが接続されているか否か（接続の有無）を判定すること，外部テレビ

ジョンモニタＶＭの接続の有無の判定結果をもとに，表示手段として外部テ

レビジョンモニタＶＭを使用するか内部表示器２４を使用するかを判定し，

この使用する表示手段に適した画像フォーマットを指定するためのフォーマ

ット指定情報を生成し，このフォーマット指定情報をＰＨＳ端末ＰＳｉから
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公衆網ＩＮＷを介して通信相手のサーバ装置に送ることが記載されている。 

さらに，映像デコーダ２２の技術的特徴については，コンテンツ・サーバ

ＴＳから送られた符号化データを元の動画像データに復号（デコード）して

表示制御部２３に入力することが，表示制御部２３の技術的特徴については，

外部テレビジョンモニタＶＭの接続の有無に応じて表示手段として外部テレ

ビジョンモニタＶＭを使用するか，内部表示器２４を使用するかを決定し，

この決定した表示手段へ上記復号された動画像データを供給して表示させる

ことが，外部モニタ接続端子３６の技術的特徴については，外部テレビジョ

ンモニタＶＭが着脱自在に接続されることがそれぞれ記載されている。 

そして，上記技術的特徴のうち，技術的意義を有するのは，主制御部２１

の機能及び表示制御部２３の機能に対する次の三つの特定のみである。すな

わち，①主制御部２１の機能の特定として，センサＩＦ部３３から転送され

たインピーダンス測定信号又は手持ち検出器３５の検出信号をもとに，外部

モニタ接続端子３６に外部テレビジョンモニタＶＭが接続されているか否か

（接続の有無）を判定すること，②主制御部２１の機能の特定として，外部

テレビジョンモニタＶＭの接続の有無の判定結果をもとに，表示手段として

外部テレビジョンモニタＶＭを使用するか内部表示器２４を使用するかを判

定し，この使用する表示手段に適した画像フォーマットを指定するためのフ

ォーマット指定情報を生成し，このフォーマット指定情報をＰＨＳ端末ＰＳ

ｉから公衆網ＩＮＷを介して通信相手のサーバ装置に送ること，③表示制御

部２３の機能の特定として，外部テレビジョンモニタＶＭの接続の有無に応

じて表示手段として外部テレビジョンモニタＶＭを使用するか内部表示器２

４を使用するかを決定し，この決定した表示手段へ上記復号された動画像デ

ータを供給して表示させることのみである。 

(2) 乙イ１５発明との対比 

ア 以上を前提に本件発明と乙イ１５発明とを対比すると，少なくとも，構
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成要件Ｂ，Ｆ及びＩに関して，次の相違点がある。 

〔相違点⑮ｆ〕 

本件発明ではインターフェース手段から外部ディスプレイ装置に送信す

る信号が，「ＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタル外部表示信号」に限定さ

れているのに対し，乙イ１５発明では伝送方式が限定されていない点 

〔相違点⑮ｉ－１〕 

データ処理手段について，本件発明では，「ウェブサーバから取得した

画像データファイルを記憶手段に一旦格納し，該画像データファイルをそ

の後読み出した上で処理することによって，表示信号を生成する」機能を

有すると特定されているのに対し，乙イ１５発明では，そのような特定を

欠く点 

イ さらに，乙イ１５発明は，「無線端末インタフェース部２６及びＰＨＳ

端末ＰＳｉ」が組み合わさってはじめて本件発明の「無線通信手段」と同

じ機能を実現することから，本件発明と乙イ１５発明を対比すると，構成

要件Ｂ及びＪに関しても，次の相違点がある。 

〔相違点⑮ｂ〕 

「無線信号を受信してデジタル信号に変換の上，後記データ処理手段に

送信するとともに，後記データ処理手段から受信したデジタル信号を無線

信号に変換して送信する」機能について，本件発明では，「無線通信手

段」によって実現されると特定されているのに対し，乙イ１５発明では，

「無線端末インタフェース部２６及びＰＨＳ端末ＰＳｉ」が組み合わさっ

てはじめて実現される点 

〔相違点⑮ｊ〕 

本件発明は，「一体的に構成されたハンドヘルド型の情報通信装置」で

あると特定されているのに対し，乙イ１５発明では，「マルチメディア通

信端末装置ＨＳ１をＰＨＳ端末に接続することで構成した動画像通信装
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置」である点 

ウ 加えて，乙イ１５発明は，コンテンツ・サーバＴＳが送信する「動画像

の符号化データ（符号化動画像データ）」を，ＰＨＳ端末ＰＳｉと無線端

末インタフェース部２６とが相俟って受信し，映像デコーダ２２がデコー

ドを行った上で，「再生した映像データ（復号された動画像データ）」を

表示制御部２３へと与える機能を有することから，本件発明と乙イ１５発

明を対比すると，構成要件Ｈに関しても，次の相違点がある。 

〔相違点⑮ｈ〕 

本件発明では，前記無線通信手段と前記データ処理手段とが相俟って，

インターネットに接続したウェブサーバから画像データファイルを取得す

る機能を実現するのに対して，乙イ１５発明ではそのような特定がない点 

(3) 構成要件Ｆに係る相違点の容易想到性について 

乙イ１５発明は，「テレビジョン電話やテレビジョン会議」を主たる用途

として想定しており，「通信回線の伝送容量が小さい」という制約を強く意

識しており，動画像符号化方式として，「ＤＤＩＴＴ（国際電信電話諮問委

員会）勧告のＨ．２６１方式」を採用している。これに対して，ＴＭＤＳ方

式は，ＰＣとデジタルディスプレイ間のなどの画像（表示）信号の伝送用に

開発されたものであり，両者は，変換後の画素数を全く異にしており，乙イ

１５文献には，乙イ１５発明に被告らが周知技術とするもの（外部ディスプ

レイ装置に送信される信号をＴＭＤＳ方式のデジタル信号とすること）を適

用することを阻害する要因が存在する。 

したがって，構成要件Ｆに係る相違点を容易に想到することは困難である。 

(4) 構成要件Ｉに係る相違点の容易想到性について 

被告らは，構成要件Ｉに関して，画像データファイルの処理は，リアルタ

イムで行うか，データを記憶手段に一旦格納し，その後データを読み出して

処理するか，のいずれかしかあり得ないとし，これを前提に，乙イ１５発明
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と本件発明とは，前記画像データファイルの本来解像度が前記ディスプレイ

パネルＡの画面解像度より大きい場合でも，前記画像データファイルをリア

ルタイムで処理することによって，及び／又は，前記画像データファイルを

前記記憶手段に一旦格納し，その後読み出した上で処理することによって，

外部表示装置に，画像を正常に表示させる機能を有する点で一致しており，

いずれの方法を選択するかは当業者の設計事項であると主張するが，その主

張が失当であることは乙イ４発明について述べたとおりである。 

相違点⑮ｉ－１は，本件発明の前記「データ処理手段」が有する「ウェブ

サーバから取得した画像データファイルを記憶手段に一旦格納し，該画像デ

ータファイルをその後読み出した上で処理することによって，表示信号を生

成する」という処理の機能に関わる相違点であるが，この処理においては，

ウェブサーバから画像データを取得後，多かれ少なかれタイムラグをおいて

処理することが本質的な特徴となっている。しかし，乙イ１５発明は，その

構成上，動画像データの受信処理と表示処理との間にタイムラグが存在する

と，乙イ１５発明で期待された前記の作用効果が実現せず，ひいては乙イ１

５発明がもともと設定していた前記の課題を解決することができない結果と

なる。 

したがって，乙イ１５発明がタイムラグ処理機能を備えることには阻害要

因が存在すると判断される。 

(5) 構成要件Ｂ及びＪに係る相違点について被告らの認定が誤っていること 

被告らは，乙イ１５発明の無線通信手段（無線端末インタフェース部２６

及びＰＨＳ端末ＰＳｉ）と本件発明の無線通信手段とは実質的な差異がない

旨主張する。 

しかし，乙イ１５文献の段落【００８９】の記載をみると，この記載は，

ＰＨＳ端末の代わりに携帯電話端末が使用できることを開示するものであり，

「無線通信手段が一体的に構成された動画像通信装置」を開示するものでは
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ない。 

したがって，被告らの上記主張は失当である。 

(6) 構成要件Ｂ及びＪに係る相違点の容易想到性について 

「マルチメディア通信端末装置とＰＨＳ端末とから別体的に構成された動

画像通信装置」を一体化して「ハンドヘルド型の情報通信装置」とするため

には，ＰＨＳ端末ＰＳｉの内部にマルチメディア通信端末装置ＨＳ１を構成

する要素を組み込むこととなるが，乙イ１５文献の【図１】や【図３】で示

唆される両者のサイズの大きさや機能の複雑さを考慮すると，上記のように

組み込むことは極めて困難といわざるを得ない。 

したがって，当業者が上記の一体化を想到することには明確な阻害要因が

存在する。 

(7) 構成要件Ｈに係る相違点の容易想到性について 

被告らは，構成要件Ｈに係る相違点を看過しており，相違点の容易想到性

について論理付けがされていない。 

(8) 小括 

以上のことから，乙イ１５発明を主引用例として当業者が想到することは

困難である。 

よって，本件特許は特許無効審判によって無効にされるべきものとはいえ

ない。 

８ 争点(3)（損害発生の有無及びその額）について 

〔原告の主張〕 

(1) 被告シャープに対する損害賠償請求について 

ア イ号製品の実施料相当額について 

被告シャープは，遅くとも平成２３年５月２０日から同年１２月３１日

まで，イ号製品を平均単価５万円で少なくとも３５万個販売した。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告
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がその実施に対して受けるべき金銭の額は，８億５０００万円を下るもの

ではない。 

イ ロ号製品の実施料相当額について 

被告シャープは，遅くとも平成２３年３月１０日から同年１２月３１日

まで，ロ号製品を平均単価５万円で少なくとも６５万個販売した。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告

がその実施に対して受けるべき金銭の額は，１６億２５００万円を下るも

のではない。 

ウ ハ号製品の実施料相当額について 

被告シャープは，遅くとも平成２３年６月２９日から同年１２月３１日

まで，ハ号製品を平均単価５万円で少なくとも３０万個販売した。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告

がその実施に対して受けるべき金銭の額は，７億５０００万円を下るもの

ではない。 

エ ニ号製品の実施料相当額について 

被告シャープは，遅くとも平成２２年１２月１７日から平成２３年１２

月３１日まで，ニ号製品を平均単価５万円で少なくとも８０万個販売した。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告

がその実施に対して受けるべき金銭の額は，２０億円を下るものではない。 

オ ホ号製品の実施料相当額について 

被告シャープは，遅くとも平成２３年２月２５日から同年１２月３１日

まで，ホ号製品を平均単価５万円で少なくとも２５万個販売した。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告

がその実施に対して受けるべき金銭の額は，６億２５００万円を下るもの

ではない。 

カ ヘ号製品の実施料相当額について 
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被告シャープは，遅くとも平成２３年６月４日から同年１２月３１日ま

で，ヘ号製品を平均単価５万円で少なくとも２０万個販売した。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告

がその実施に対して受けるべき金銭の額は，５億円を下るものではない。 

キ ト号製品の実施料相当額について 

被告シャープは，遅くとも平成２３年６月１７日から同年１２月３１日

まで，ト号製品を平均単価５万円で少なくとも２５万個販売した。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告

がその実施に対して受けるべき金銭の額は，６億２５００万円を下るもの

ではない。 

ク チ号製品の実施料相当額について 

被告シャープは，遅くとも平成２３年７月２２日から同年１２月３１日

まで，チ号製品を平均単価５万円で少なくとも５万個販売した。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告

がその実施に対して受けるべき金銭の額は，１億２５００万円を下るもの

ではない。 

ケ リ号製品の実施料相当額について 

被告シャープは，遅くとも平成２３年９月９日から同年１２月３１日ま

で，リ号製品を平均単価５万円で少なくとも１万個販売した。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告

がその実施に対して受けるべき金銭の額は，２５００万円を下るものでは

ない。 

コ ヌ号製品の実施料相当額について 

被告シャープは，遅くとも平成２３年２月１８日から同年１２月３１日

まで，ヌ号製品を平均単価５万円で少なくとも１０万個販売した。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告
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がその実施に対して受けるべき金銭の額は，２億５０００万円を下るもの

ではない。 

サ まとめ 

  以上から，被告シャープが原告に賠償すべき損害の額は合計７４億円を

下るものではないが，その一部請求として，原告は，被告シャープに対し，

２０００万円の支払を求める。 

(2) 被告ＫＤＤＩに対する損害賠償請求について 

ア ロ号製品の実施料相当額について 

被告ＫＤＤＩは，遅くとも平成２３年３月１０日から同年１２月３１日

まで，ロ号製品を少なくとも６５万個販売し，ロ号製品の使用の対価とし

て，１個当たり平均４万円の収入を得た。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告

がその実施に対して受けるべき金銭の額は，１３億円を下るものではない。 

イ ハ号製品の実施料相当額について 

被告ＫＤＤＩは，遅くとも平成２３年６月２９日から同年１２月３１日

まで，ハ号製品を少なくとも３０万個販売し，ハ号製品の使用の対価とし

て，１個当たり平均２万５０００円の収入を得た。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告

がその実施に対して受けるべき金銭の額は，３億５０００万円を下るもの

ではない。 

ウ まとめ 

   以上から，被告ＫＤＤＩが原告に賠償すべき損害の額は合計１６億７

５００万円を下るものではないが，その一部請求として，原告は，被告Ｋ

ＤＤＩに対し，４００万円の支払を求める。 

(3) 被告ＳＢＭに対する損害賠償請求について 

ア ニ号製品の実施料相当額について 
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被告ＳＢＭは，遅くとも平成２２年１２月１７日から平成２３年１２月

３１日まで，ニ号製品を少なくとも８０万個販売し，ニ号製品の使用の対

価として，１個当たり平均５万円の収入を得た。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告

がその実施に対して受けるべき金銭の額は，２０億円を下るものではない。 

イ ホ号製品の実施料相当額について 

被告ＳＢＭは，遅くとも平成２３年２月２５日から同年１２月３１日ま

で，ホ号製品を少なくとも２５万個販売し，ホ号製品の使用の対価として，

１個当たり平均４万円の収入を得た。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告

がその実施に対して受けるべき金銭の額は，５億円を下るものではない。 

ウ ヘ号製品の実施料相当額について 

被告ＳＢＭは，遅くとも平成２３年６月４日から同年１２月３１日まで，

ヘ号製品を少なくとも２０万個販売し，ヘ号製品の使用の対価として，１

個当たり平均２万５０００円の収入を得た。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告

がその実施に対して受けるべき金銭の額は，２億５０００万円を下るもの

ではない。 

エ ト号製品の実施料相当額について 

被告ＳＢＭは，遅くとも平成２３年６月１７日から同年１２月３１日ま

で，ト号製品を少なくとも２５万個販売し，ト号製品の使用の対価として，

１個当たり平均２万５０００円の収入を得た。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告

がその実施に対して受けるべき金銭の額は，３億１２５０万円を下るもの

ではない。 

オ チ号製品の実施料相当額について 
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被告ＳＢＭは，遅くとも平成２３年７月２２日から同年１２月３１日ま

で，チ号製品を少なくとも５万個販売し，チ号製品の使用の対価として，

１個当たり平均２万円の収入を得た。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告

がその実施に対して受けるべき金銭の額は，５０００万円を下るものでは

ない。 

カ リ号製品の実施料相当額について 

被告ＳＢＭは，遅くとも平成２３年９月９日から同年１２月３１日まで，

リ号製品を少なくとも１万個販売し，リ号製品の使用の対価として，１個

当たり平均１万５０００円の収入を得た。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告

がその実施に対して受けるべき金銭の額は，７５０万円を下るものではな

い。 

キ まとめ 

   以上から，被告ＳＢＭが原告に賠償すべき損害の額は合計３１億２０

００万円を下るものではないが，その一部請求として，原告は，被告ＳＢ

Ｍに対し，９００万円の支払を求める。 

(4) 被告ドコモに対する損害賠償請求について 

 被告ドコモは，遅くとも平成２３年５月２０日から同年１２月３１日まで，

イ号製品を少なくとも３５万個販売し，イ号製品の使用の対価として，１個

当たり平均３万円の収入を得た。 

上記について，実施料率は少なくとも５パーセントが相当であり，原告が

その実施に対して受けるべき金銭の額は，５億２５００万円を下るものでは

ない。 

以上から，被告ドコモが原告に賠償すべき損害の額は合計５億２５００万

円を下るものではないが，その一部請求として，原告は，被告ドコモに対し，
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１００万円の支払を求める。 

〔被告シャープらの主張〕 

  否認ないし争う。 

〔被告ドコモの主張〕 

  不知，否認ないし争う。 

第４ 当裁判所の判断 

１ 本件発明の意義等 

 (1) 本件明細書等の記載 

   本件明細書等（甲２。別紙特許公報写し参照）には，次の記載がある。 

【技術分野】 

・「本発明は，携帯電話機などの携帯情報通信装置，携帯情報通信装置とと

もに用いる接続ユニット，及び携帯情報通信装置とともに用いる外部入出

力ユニットに関する。」（段落【０００１】） 

【背景技術】 

・「ところが，このような方法において使用されるパソコンは，通常は，携

帯情報通信装置で行われる電子メールの送受信やウェブページの閲覧等に

限定されない汎用的な用途に使用できるように設計されているため，携帯

情報通信装置自体のデータ処理手段よりも高機能であるＣＰＵ（Central 

Processing Unit）等のプロセッサを有している。その上，ハードウェア

を起動させるためには，別途，ＯＳ（Operating System）等のソフトウェ

アも準備しなければならないため，パソコンを所有するために要するコス

トは，携帯電話機をはじめとする携帯情報通信装置自体を所有するために

要するコストより，通常は大きい。 

 このため，データ通信やデータ処理のニーズが電子メールの送受信やウ

ェブページの閲覧等に限られるような多数のユーザーにとって，上記のよ

うに，長文の電子メールを読んだり，パソコン向けウェブページを閲覧し
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たりする際の，付属ディスプレイの画面サイズ・解像度が小さいことに起

因する不便さを解消するためだけに別途パソコンを所有することは，経済

的に不合理である。 

 一方，携帯情報通信装置のデータ処理手段は，汎用的な用途には必ずし

も向いていないとは言え，付属ディスプレイに画像を表示するための表示

データ処理機能については，表示画面が小さいということを除けば，パソ

コンにおけるＣＰＵ等のプロセッサの機能に匹敵する。それにもかかわら

ず，上記のようなパソコンと携帯情報通信装置との使い分けを行うとすれ

ば，同種のものに二重投資を行うことになり，結果として少なくとも一方

の稼働率の低下をもたらすため，資源の効率的な利用の観点からも好まし

くない。」（段落【００１０】） 

・「現在のところ，『ＴＶ出力機能』又は『ＡＶ出力機能』によってテレビ

モニタに表示されるのは，撮影した静止画や動画，又は一部のゲームに限

られているが，仮に，これらの携帯電話機が『フルブラウザ機能』又は

『ＰＣサイトビュー機能』を有し，閲覧したパソコン向けウェブページを

テレビモニタで閲覧できるようになったとしても，それはあくまでも付属

ディスプレイに表示される画面イメージを拡大表示するだけであって，画

面イメージの解像度が増えるわけではない。したがって，ウェブページの

作成者が本来意図したはずの，パソコンの画面イメージとして実現される

レイアウトでの表示が，テレビモニタにおいて実現できるわけではない。

また，仮に，これらの携帯電話機がテレビチューナ機能を有し，受信した

映像をテレビモニタに出力できたとしても，テレビ放送における本来画像

がテレビモニタに表示されるわけではない。」（段落【００２１】） 

・「したがって，上記の課題を解決するためには，『ＴＶ出力機能』又は

『ＡＶ出力機能』を有する携帯電話機のように，ただ単に付属ディスプレ

イに表示される画像を大画面外部ディスプレイ装置に拡大表示するという
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機能を有するに留まらず，付属ディスプレイの画面解像度よりも解像度が

大きい画像を大画面外部ディスプレイ装置に表示する機能を有する携帯情

報通信装置を提供することが必要である。 

 これにより，付属ディスプレイでは自らの画面解像度に相当する部分だ

けを切り出した部分画像しか表示できなかったり，画素を間引くことによ

って画質を落とした全体画像しか表示できなかったりした画像を，大画面

外部ディスプレイにおいては，その本来の解像度のままの全体画像として

表示できるようになる。また，特に，水平方向の画素数が付属ディスプレ

イの画面水平解像度より大きい画像を大画面外部ディスプレイ装置に表示

する機能を有する場合には，一行あたりに表示できる文字数を増やすこと

ができ，その結果，長文の電子メールであっても，何行にもわたって表示

され，垂直スクロールを何度も繰り返さなければならないということはな

くなる。また，それらの効果が総合されることにより，パソコン向けウェ

ブページも，大画面外部ディスプレイ装置において，パソコンの画面イメ

ージとして実現されるレイアウトで閲覧できるようになる。」（段落【０

０２２】） 

【発明が解決しようとする課題】 

・「本発明はこのような事情に鑑みてなされたものであり，その目的とする

ところは，携帯電話機やＰＤＡをはじめとする携帯情報通信装置に大画面

外部ディスプレイ装置を接続することにより，より一般的には，携帯情報

通信装置に大画面ディスプレイ手段を含む周辺装置，及び／又は，大画面

ディスプレイ手段が接続される周辺装置を接続することにより，該大画面

外部ディスプレイ手段において，付属ディスプレイの画面解像度よりも解

像度が大きい画像を表示すること，特に，長文の電子メールについては，

垂直スクロールを繰り返すことなく読めること，パソコン向けウェブペー

ジについては，パソコンでの画面イメージに近いレイアウトで表示し，し



 - 108 - 

かも水平スクロールを繰り返すことなく閲覧できること，テレビ番組につ

いては，テレビ放送における本来画像を表示することを，該大画面外部デ

ィスプレイ手段向けの専用の表示データ生成手段を，付属ディスプレイに

画像を表示するためにもともと必要である表示データ生成手段（以下，付

属表示データ生成手段と略記する）とは別個に使用することなく，大画面

ディスプレイ手段を含む周辺装置，及び／又は，大画面ディスプレイ手段

が接続される周辺装置と間のインターフェース手段の追加と，付属表示デ

ータ生成手段への若干の機能追加だけで実現する携帯情報通信装置を提供

する点にある。また，携帯情報通信装置及び大画面外部ディスプレイ装置

とともに用いられ，該大画面外部ディスプレイ装置の画面に，付属ディス

プレイの画面解像度よりも解像度が大きい画像を表示するための接続ユニ

ットを提供する点にある。さらに，携帯情報通信装置とともに用いられ，

自らに付属する大画面外部ディスプレイパネルに，該携帯情報通信装置の

付属ディスプレイの画面解像度よりも解像度が大きい画像を表示する外部

入出力ユニットを提供する点にある。」（段落【００３１】） 

【課題を解決するための手段】 

・「上記目的を達成するために，携帯情報通信装置に係る第１の発明は，ユ

ーザーがマニュアル操作によって入力したデータを後記データ処理手段に

送信する入力手段と，無線信号を受信してデジタル信号に変換の上，後記

データ処理手段に送信するとともに，後記データ処理手段から受信したデ

ジタル信号を無線信号に変換して送信する無線通信手段と，後記データ処

理手段を動作させるプログラムと後記データ処理手段で処理可能なデータ

ファイルとを格納する記憶手段と，前記入力手段から送信されたデータ及

び前記記憶手段に格納されたプログラムに基づき，前記無線通信手段から

受信したデジタル信号及び／又は前記記憶手段から読み出したデータに必

要な処理を行って，デジタル表示信号及びその他のデジタル信号を生成し
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て送信するデータ処理手段と，画面を構成する各々の画素が駆動されるこ

とにより画像を表示するディスプレイパネルＡと，前記データ処理手段か

ら受信したデジタル表示信号に基づき前記ディスプレイパネルＡの各々の

画素を駆動するディスプレイ制御手段Ａとから構成されるディスプレイ手

段とを備えた携帯情報通信装置であって，外部ディスプレイ手段を含む周

辺装置，又は，外部ディスプレイ手段が接続される周辺装置を接続し，該

周辺装置に対して，前記データ処理手段から受信したデジタル表示信号に

基づき，外部表示信号を送信するインターフェース手段Ａ１と，前記デー

タ処理手段で生成されたデジタル表示信号の送信先として，前記ディスプ

レイ制御手段Ａと前記インターフェース手段Ａ１の少なくともいずれか一

方を選択して指定する送信先指定手段とを備えるとともに，前記データ処

理手段と前記インターフェース手段Ａ１とが相俟って，前記送信先指定手

段がデジタル表示信号の送信先として前記インターフェース手段Ａ１を指

定した場合には，該インターフェース手段Ａ１から，高解像度外部表示信

号を送信する機能を実現することを特徴とする。 

 なお，本『明細書』及び『特許請求の範囲』でいう『デジタル表示信

号』には，後で詳述する『ビットマップデータ』等のデジタル画像データ

に直接対応した信号だけでなく，デジタル画像データの生成（描画）を命

令する描画命令のデジタル信号も含む。 

 また，本『明細書』及び『特許請求の範囲』でいう『外部表示信号』と

は，周辺装置における高解像度外部ディスプレイ手段がそれを受信して適

切に処理することにより画像を表示することが可能であるような信号を意

味する。そして，表示信号，画像データファイル又は動画信号を『適切に

処理する』とは，高解像度ディスプレイ手段，又は，データ処理手段及び

高解像度ディスプレイ手段が，表示信号，画像データファイル又は動画信

号に含まれている画素ごとの論理的な色情報を，ディスプレイ手段の画面
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を構成する物理的な画素の色表示として過不足なく現実化することを意味

しており，より具体的には，物理的な現実化にあたって画素を間引いて表

示画像の解像度を小さくしたり，画素を補間して表示画像の解像度を大き

くしたりしないことを意味している。 

 さらに，本『明細書』及び『特許請求の範囲』でいう『高解像度外部表

示信号』とは，本来解像度が前記ディスプレイパネルＡの画面解像度より

大きい外部表示信号を意味し，また，『高解像度外部ディスプレイ手段』

とは，十分な大きさの画面解像度（水平画素数×垂直画素数）を有する外

部ディスプレイ手段を意味する。 

 また，本『明細書』及び『特許請求の範囲』でいう『本来解像度』とは，

表示信号，画像データファイル又は動画信号を，高解像度ディスプレイ手

段，又は，データ処理手段及び高解像度ディスプレイ手段が適切に処理す

ることにより表示される本来の解像度を意味する。そして，『本来画像』

とは，表示信号，画像データファイル又は動画信号を，高解像度ディスプ

レイ手段，又は，データ処理手段及び高解像度ディスプレイ手段が適切に

処理することにより表示される本来解像度を有する画像を意味する。 

 さらに，本『明細書』及び『特許請求の範囲』においては，『周辺装置

における～手段』という表記によって，『周辺装置に含まれた～手段又は

周辺装置に接続された～手段』を意味する。」（段落【００３２】） 

【発明の効果】 

・「第２２乃至第２４の発明の携帯情報通信装置においては，携帯情報通信

装置はインターネットに接続したウェブサーバにおけるウェブページを，

従来通り，付属ディスプレイパネル閲覧することに加えて，携帯情報通信

装置のインターフェース手段Ａ１に接続された周辺装置における高解像度

外部ディスプレイ手段の画面において閲覧することができる。また，携帯

情報通信装置はウェブサーバから画像ファイルやゲームプログラム等のコ
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ンテンツファイルを取得したりした上で，該ウェブページやコンテンツフ

ァイルに対応する画像を，従来通り，付属ディスプレイパネルにおいて表

示することに加えて，高解像度外部ディスプレイ手段の画面において表示

することができる。しかも，その際，付属ディスプレイパネルの画面解像

度の制約を受けることなく，該付属ディスプレイパネルの画面解像度より

大きい解像度を有する高解像度画像を表示することができる。」（段落

【００９２】） 

(2) 本件発明の意義 

以上の各記載によれば，本件発明は，携帯電話機等の携帯情報通信装置の

データ処理手段が，付属ディスプレイに画像を表示するための表示データ処

理機能については，表示画面が小さいということを除けば，パソコンにおけ

るＣＰＵ等のプロセッサの機能に匹敵するにもかかわらず，パソコンと携帯

情報通信装置との使い分けを行うことにより，同種のものへの二重投資を行

うことになり，結果として少なくとも一方の稼働率の低下をもたらすため，

資源の効率的な利用の観点からも好ましくないものであったことから，かか

る問題を解消するため，携帯情報通信装置に大画面外部ディスプレイ装置を

接続することにより，より一般的には，携帯情報通信装置に大画面ディスプ

レイ手段を含む周辺装置により，又は，さらに大画面ディスプレイ手段が接

続される周辺装置を接続することによって，パソコン向けウェブページをパ

ソコンでの画面イメージに近いレイアウトで表示して，しかも水平スクロー

ルを繰り返すことなく閲覧すること等ができるようにするために，携帯情報

通信装置，携帯情報通信装置を使用したパーソナルコンピュータシステム及

び携帯情報通信装置用外部出力ユニットについて，特許請求の範囲【請求項

３】に記載された構成を採用したことによって上記課題を解決しようとした

発明である，と認められる。 

２ 争点(1)ア（構成要件Ｉの充足性）について 
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(1) 構成要件Ｉの「処理する」の意義について 

ア 構成要件Ｉは，「前記データ処理手段は，前記画像データファイルの本

来解像度が前記ディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい場合でも，

前記画像データファイルをリアルタイムで処理することによって，及び／

又は，前記画像データファイルを前記記憶手段に一旦格納し，その後読み

出した上で処理することによって，前記画像データファイルの本来画像の

全体画像のデジタル表示信号を生成する機能を有する」というものである。 

この点，本件明細書等の段落【００３２】には，「なお，本『明細書』

及び『特許請求の範囲』でいう『デジタル表示信号』には，後で詳述する

『ビットマップデータ』等のデジタル画像データに直接対応した信号だけ

でなく，デジタル画像データの生成（描画）を命令する描画命令のデジタ

ル信号も含む。また，本『明細書』及び『特許請求の範囲』でいう『外部

表示信号』とは，周辺装置における高解像度外部ディスプレイ手段がそれ

を受信して適切に処理することにより画像を表示することが可能であるよ

うな信号を意味する。」との記載があり，この記載に照らして，構成要件

Ｉの「処理する」とは，本件明細書等の段落【００３２】の「適切に処理

する」をいうものと解される。 

そして，同段落【００３２】には，上記の引用部分に続けて，「そして，

表示信号，画像データファイル又は動画信号を『適切に処理する』とは，

高解像度ディスプレイ手段，又は，データ処理手段及び高解像度ディスプ

レイ手段が，表示信号，画像データファイル又は動画信号に含まれている

画素ごとの論理的な色情報を，ディスプレイ手段の画面を構成する物理的

な画素の色表示として過不足なく現実化することを意味しており，より具

体的には，物理的な現実化にあたって画素を間引いて表示画像の解像度を

小さくしたり，画素を補間して表示画像の解像度を大きくしたりしないこ

とを意味している。」と記載されている。 



 - 113 - 

この記載に鑑みると，「画素を間引」くことや，「画素を補間」するこ

とは，「適切な処理」から除外されているものと解される。 

以上より，構成要件Ｉの「処理する」とは，データ処理手段が画像デー

タファイルについて，物理的な現実化にあたって画素数を間引いて表示画

像の解像度を小さくしたり，画素を補間して表示画像の解像度を大きくし

たりといったことをしない処理をすることをいうものと解される。 

よって，構成要件Ｉは，データ処理手段が画像データファイルについて，

物理的な現実化にあたって画素数を間引いて表示画像の解像度を小さくし

たり，画素を補間して表示画像の解像度を大きくしたりといったことをし

ない処理をし，この処理によって画像データファイルの本来画像の全体画

像のデジタル表示信号を生成すると解釈するのが相当である。 

イ この点に関して原告は，「画素ごとの論理的な色情報」と「物理的な画

素」との関係について場合分けした上で，「適切に処理する」とは，「高

解像度ディスプレイ手段（すなわち，十分な水平画素数と垂直画素数を有

するディスプレイ手段），又は，データ処理手段及び高解像度ディスプレ

イ手段が，表示信号，画像データファイル・・・に含まれている画素ごと

の論理的な色情報を，ディスプレイ手段の画面を構成する物理的な画素の

色表示として過不足なく現実化すること」をいうと主張する。 

ところで，この「画素ごとの論理的な色情報」と「物理的な画素」の対

応関係は，①前者と後者が同数の場合，②後者の数が前者より大きい場合，

③前者の数が後者より大きい場合の三つの場合分けが考えられる。 

そこで，まず，②の場合について検討すると，この場合にも，「画素ご

との論理的な色情報」と「物理的な画素」とが一対一の関係で対応付けさ

れる場合と，一つの「画素ごとの論理的な色情報」に対して複数の「物理

的な画素」とが対応付けされる場合とがあるものと考えられる。そのうち，

前者の一対一の関係で対応付けされる場合は，「画素ごとの論理的な色情
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報」が「物理的な画素」として過不足なく物理的な現実化をするものとい

える。しかし，後者の一対複数の関係で対応付けされる場合については，

原告の主張によっても「適切に処理」がされた一例を示すにとどまり，い

かなる処理がなされるのか，具体的な手法が明らかにされているとはいえ

ない。 

次に，①の場合について検討すると，「画素ごとの論理的な色情報」と

「物理的な画素」とが一対一の関係で対応付けされるものと考えるのが自

然であり，上記②の特殊な場合としてみるのが相当である。 

さらに，③の場合について検討すると，この場合にも，複数の「画素ご

との論理的な色情報」に対して一つの「物理的な画素」とが対応付けされ

る場合と，「画素ごとの論理的な色情報」と「物理的な画素」とが一対一

の関係で対応付けされる場合とがあるものと考えられる。前者の場合は，

複数の「画素ごとの論理的な色情報」と一つの「物理的な画素」とが対応

することにより，「画素ごとの論理的な色情報」が物理的な現実化をする

に当たって，色情報の情報量を減少させることとなる。後者の場合は，一

つの「画素ごとの論理的な色情報」と一つの「物理的な画素」とが対応す

ることにより，「画素ごとの論理的な色情報」がディスプレイ手段上では，

「物理的な画素」と対応する限度で物理的な現実化をするにとどまること

が考えられる。この場合，ディスプレイ手段上では，表示画面上には全て

を表示することができず，例えば，その余の「画素ごとの論理的な色情

報」を表示するために画面の縦スクロールや横スクロールを必要とするこ

とになることが考えられるが，本件明細書等を精査しても，具体的にいか

なる処理がされるのか明らかにされていないし，その手法も当然ながら明

らかにされていない。 

したがって，「適切に処理する」の意義については，これを「画素ごと

の論理的な色情報」と「物理的な画素」の対応関係から直ちに明らかにす
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ることはできないといわざるを得ず，原告の主張は「適切に処理する」の

意義を明らかにするには足りないというべきである。 

以上のとおり，原告の上記主張は採用することができない。 

(2) 本件発明に関する被告各製品の構成要件充足性について 

ア 前記第２，２(7)のとおり，イ号製品並びにニ号製品ないしヌ号製品は，

データ処理手段としてのモバイルプロセッサＭＳＭ８２５５を搭載してお

り，ロ号製品及びハ号製品は，データ処理手段としてのモバイルプロセッ

サＭＳＭ８６５５を搭載している。 

イ このモバイルプロセッサＭＳＭ８２５５及びモバイルプロセッサＭＳＭ

８６５５については，これらが掲載されているパンフレットに（乙イ１

８）によれば，仕様につき，「ビデオ」の項に「ＨＤ７２０ｐ，３０ｆｐ

ｓでのビデオ再生，ストリーミング」の旨が記載されており，一方，「ビ

デオカメラ」の項に「３０ｆｐｓ，最大７２０ｐ（ＭＰＥＧ－４）での録

画・再生」の旨が記載されているほか，「液晶ディスプレー・サポート」

の項に「最大ＷＸＧＡ（１２８０ｘ７２０）」の旨，「オーディオ」の項

に「最大１２８ボイス・ポリフォニー」の旨が記載されていること，モバ

イルプロセッサＭＳＭ８２５５及びモバイルプロセッサＭＳＭ８６５５は

これらについて共通の仕様であることが認められる。 

  上記認定した仕様をみると，「ビデオカメラ」や「液晶ディスプレー・

サポート」，「オーディオ」の各項には「最大」との表現があるが，これ

に対して，「ビデオ」の項には「最大」との表現がない。このことから，

「ビデオ」の項にはあえて「最大」との表現が用いられていないものと認

められるから，各モバイルプルセッサの仕様については，ウェブサーバか

ら取得される画像の画素数（本来解像度）にかかわらず，上記各モバイル

プロセッサからインターフェース手段Ａ１であるＨＤＭＩ送信ＩＣに送信

される表示信号の画素数が常に一律に，ＨＤ（１２８０×７２０又は７２
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０ｐ）となるように設計されていると認められる。 

  したがって，データ処理手段としての上記各モバイルプロセッサは，ウ

ェブサーバからダウンロードした画像データファイルの画素数（本来解像

度）がＨＤ未満である場合（低解像度の場合）には，画素を補間してＨＤ  

の表示信号を生成し，同画像データファイルの画素数（本来解像度）がＨ

Ｄを超える場合（高解像度の場合）には，画素を間引いて表示画像の解像

度を小さくしてＨＤの表示信号を生成していると認められる。 

ウ 以上を前提に構成要件Ｉの充足性について検討する。 

(ｱ) まず，低解像度の場合及び高解像度の場合についてみると，低解像度

の場合は「画素を補間」する処理が行われ，高解像度の場合は「画素を

間引く処理が行われるから，構成要件Ｉの「処理する」に該当しないこ

とが明らかである。 

(ｲ) 一方，ウェブサーバからダウンロードした画像データファイルの画素

数（本来解像度）がＨＤと同じ解像度の場合についてみると，証拠（甲

４～６，８）によっても，上記各モバイルプロセッサが通信に適したフ

ォーマットから画像表示に適したフォーマットに変換するに当たり，画

素を間引いたり補間したりせずに変換処理をしていることについては，

これを認めるに足りず，ほかに提出された全証拠を精査しても，これを

認めるに足りる的確な証拠がない。 

 したがって，この場合も，構成要件Ｉの「処理する」に該当しないと

いわざるを得ない。 

エ よって，本件各製品はいずれも，本件発明の構成要件Ｉを充足しない。 

(3) 本件訂正発明に関する被告各製品の構成要件充足性について 

本件訂正発明について検討するに，当該訂正は技術的範囲の減縮を目的と

するものであり，構成要件Ｉ’における「処理する」が構成要件Ｉの「処理

する」と同じ意義であることは明らかであるから，被告各製品はいずれも構
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成要件Ｉ’を充足せず，したがって，本件訂正発明の技術的範囲に属すると

は認められない。 

３ 争点(1)イ（構成要件Ｇの充足性）について 

(1) 「高解像度デジタル外部表示信号」の意義について 

「高解像度デジタル外部表示信号」は，構成要件Ｇの文言によると，「イ

ンターフェース手段Ａ１」から送信されるものであり，この「インターフェ

ース手段Ａ１」は，構成要件Ｆの文言によると，「デジタル外部表示信号」

を送出するものであるから，「高解像度デジタル外部表示信号」と「デジタ

ル外部表示信号」とは同じ信号であると解される。 

また，「高解像度デジタル外部表示信号」とは，デジタル表示信号の一つ

であって，外部ディスプレイ手段を含む周辺装置又は外部ディスプレイ手段

が接続される周辺装置に送信されるデジタル表示信号と解するのが自然であ

る。 

この点，前記２のとおり，データ処理手段が，画像データファイルについ

て，物理的な現実化にあたって画素数を間引いて表示画像の解像度を小さく

したり，画素を補間して表示画像の解像度を大きくしたりといったことをし

ない処理をして，この処理によって画像データファイルの本来画像の全体画

像のデジタル表示信号を生成しているところ，構成要件Ｆの文言によれば，

かかるデジタル表示信号がインターフェース手段Ａ１に伝送され，該インタ

ーフェース手段Ａ１により外部ディスプレイ手段を含む周辺装置又は外部デ

ィスプレイ手段が接続される周辺装置に送信されることが認められる。 

そして，本件明細書等の段落【００３２】には，「『高解像度外部表示信

号』とは，本来解像度が前記ディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい

外部表示信号を意味し」と記載されている。 

そうすると，構成要件Ｇの「高解像度デジタル外部表示信号」とは，デー

タ処理手段で画素の補間又は間引き処理のされていない最適に処理された外
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部表示信号であって，本来解像度がディスプレイパネルＡの画面解像度より

大きい外部表示信号を意味するものと解するのが相当である。 

また，構成要件Ｉに「ディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい場合

でも・・・処理する」との文言があることから，それを字義どおりに解釈す

ると，本来解像度がディスプレイパネルＡの画面解像度より小さい場合であ

っても，画像データファイルが「処理」されるものと解するのが相当である

から，かかる場合であっても，構成要件Ｇの「高解像度デジタル外部表示信

号」とは，データ処理手段で画素の補間又は間引き処理のされていない最適

に処理された外部表示信号であるものと解される。 

(2) 本件発明に関する被告各製品の構成要件充足性について 

前記２(2)ア及びイのとおり，被告各製品は，データ処理手段としての共

通の仕様のモバイルプロセッサを搭載しており，当該モバイルプロセッサは，

ウェブサーバからダウンロードした画像データファイルの画素数（本来解像

度）がＨＤ未満である場合には，画素を補間してＨＤの表示信号を生成し，

同画像データファイルの画素数（本来解像度）がＨＤを超える場合には，画

素を間引いて表示画像の解像度を小さくしてＨＤの表示信号を生成している。

そうすると，被告各製品において外部ディスプレイに出力される信号は一律

にＨＤに処理された信号であると認められるから，いずれの場合においても，

構成要件Ｇの「高解像度デジタル外部表示信号」に該当しない。 

また，ウェブサーバからダウンロードした画像データファイルの画素数

（本来解像度）がＨＤと同じ解像度の場合については，前記２(2)ウ(ｲ)のと

おり，当該モバイルプロセッサが画像データファイルをデジタル外部表示信

号に変換するに当たり，画素を間引いたり補間したりせずに変換処理をして

いることについては，本件全証拠を精査してもこれを認めるに足りる的確な

証拠がないから，この場合における処理されたデジタル外部表示信号が，構

成要件Ｇの「高解像度デジタル外部表示信号」に該当するとはいえない。 
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よって，被告各製品はいずれも本件発明の構成要件Ｇを充足せず，この点

においても，本件発明の技術的範囲に属するとは認められない。 

(3) 本件訂正発明に関する被告各製品の構成要件充足性について 

  本件訂正は技術的範囲の減縮を目的とするものであるところ，構成要件

Ｇは訂正されておらず本件発明と同じであるから，前記(1)及び(2)と同様

に，本件訂正発明の技術的範囲に属するとは認められない。 

４ 争点(2)イ（無効理由１の２〔乙イ４を主引用例とし，乙イ１９を副引用例

とする進歩性欠如〕）について 

(1) 乙イ４発明について 

ア 乙イ４文献の内容 

乙イ４文献には次の記載がある。 

【発明の属する技術分野】 

・「本発明は，携帯電話機（通信機能搭載のパームトップＰＣやＰＤＡ

〔PersonalDigital/Data Assistant〕などの携帯電子機器を含む）に関

するものである。」（段落【０００１】） 

【従来技術】 

・「従来より，携帯電話機の多くは，各種情報（静止画や動画，文字な

ど）を表示する手段として，数インチの表示部（液晶ディスプレイ）を

有して成る。」（段落【０００２】） 

【発明が解決しようとする課題】 

・「確かに，上記構成から成る携帯電話機は，アドレス帳や電子メールの

内容，或いは携帯電話機での閲覧を目的として作成されたＷｅｂコンテ

ンツ等を表示部に出力することができるので，ユーザにとって非常に便

利である。」（段落【０００４】） 

・「しかしながら，上記構成から成る携帯電話機では，本体の携帯性を考

慮して表示部の設置面積を大きくとれないため，表示内容の視認性や臨
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場感が乏しい上，ユーザの視力低下を招くおそれがあった。また，携帯

電話機での閲覧が意図されていないＷｅｂコンテンツについては，正常

に表示することすらできなかった。」（段落【０００５】） 

【課題を解決するための手段】 

・「上記目的を達成するために，本発明に係る携帯電話機は，入力された

情報を外部表示装置で読取可能な画像信号形式に変換して出力する画像

出力部を有して成り，前記外部表示装置への情報出力を行う構成として

いる。このような構成とすることにより，本体の携帯性を損なうことな

く，表示内容の視認性や臨場感を向上させることが可能となる。」（段

落【０００８】） 

・「また，上記構成から成る携帯電話機において，前記外部表示装置に出

力される情報は，サーバから取得されたＷｅｂコンテンツ情報とすれば

よい。このような構成とすることにより，外部表示装置には，閲覧中の

Ｗｅｂコンテンツ情報が表示されることになるので，携帯電話機本体の

携帯性を損なうことなく，表示内容の視認性を向上させることが可能と

なる上，携帯電話機での閲覧が意図されていないＷｅｂコンテンツにつ

いても，正常に表示することが可能となる。また，ユーザは，外部表示

装置を通してＷｅｂコンテンツ情報を閲覧しながら，携帯電話機本体で

良好な音声通話を行うことが可能となる。」（段落【００１２】） 

【発明の実施の形態】 

・「制御部１０は，ＣＰＵ〔Central Processing Unit〕等から成り，上

記各部１１～１７を含む装置全体の動作を制御する。送受信部１１は，

送信回路と受信回路を有して成り，アンテナ１１ａを介して電波を送受

信することで，基地局（不図示）との双方向通信を行う。なお，アンテ

ナ１１ａとしては，携帯性や格納性に優れたロッドアンテナを用いると

よい。表示部１２は，液晶ディスプレイ等から成る情報表示手段である。
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音声部１３は，マイク１３ａやスピーカ１３ｂを制御する音声入出力手

段である。操作部１４は，ダイヤルキーやブラウザ操作キー等を備えた

入力デバイスである。撮像部１５は，ＣＣＤカメラやＣＭＯＳカメラか

ら成る画像撮影手段である。記憶部１６は，ＲＯＭやＲＡＭから成る情

報格納手段である。本発明の特徴部分である画像出力部１７は，入力さ

れた情報（静止画や動画，文字など）を外部表示装置２で読取可能な画

像信号形式（例えば，ビデオ信号形式）に変換して出力するインターフ

ェイス部である。」（段落【００１６】） 

・「第１の具体例は，記憶部１６の格納情報（アドレス帳や電子メールの

内容等）を外部表示装置２に出力する場合である。この場合，制御部１

０は，記憶部１６から所望の情報を読み出して画像出力部１７に送出し，

該情報を外部出力するように要求する。該要求を受けた画像出力部１７

は，制御部１０からの入力情報に所定の信号処理を施して外部表示装置

２に出力する。このような動作により，外部表示装置２には，携帯電話

機１の記憶部１６から読み出された情報が表示されることになる。従っ

て，外部表示装置２として表示部１２より大型のモニタ装置を用いれば，

携帯電話機１本体の携帯性を損なうことなく，表示内容の視認性を向上

させることが可能となる。」（段落【００１８】） 

・「第２の具体例は，外部表示装置２を用いてテレビ電話を行う場合（す

なわち，通話相手から送られてくる画像情報を外部表示装置２に出力し

ながら該通話相手と音声通話を行う場合）である。この場合，制御部１

０は，送受信部１１を介して通話相手との双方向通信を行い，互いに音

声情報及び画像情報の交換を行う。このとき，制御部１０は，通話相手

から送られてくる音声情報及び画像情報を各々音声部１３及び画像出力

部１７に送出し，画像出力部１７に対して該画像情報を外部出力するよ

うに要求する。該要求を受けた画像出力部１７は，制御部１０からの入
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力情報に所定の信号処理を施して外部表示装置２に出力する。このよう

な動作により，外部表示装置２には，通話相手から送られてくる画像情

報が表示されることになる。従って，ユーザは，外部表示装置２を通し

て通話相手の顔を見ながら，ハンズフリーマイクやヘッドホンを用いる

ことなく，携帯電話機１本体で良好な音声通話を行うことが可能となる。

なお，通話相手から送られてくる画像情報については，制御部１０の指

示を待つことなく，送受信部１１から画像出力部１７を介して外部表示

装置２に送出する構成としてもよい。このような構成とすることにより，

画像出力と音声出力との間にタイムラグが生じるのを防止することが可

能となる。」（段落【００１９】） 

・「第３の具体例は，閲覧中のＷｅｂコンテンツ情報を外部表示装置２に

出力する場合である。この場合，制御部１０は，送受信部１１を介して

指定サーバから所望のＷｅｂコンテンツ情報を取得して画像出力部１７

に送出し，該情報を外部出力するように要求する。該要求を受けた画像

出力部１７は，制御部１０からの入力情報に所定の信号処理を施して外

部表示装置２に出力する。このような動作により，外部表示装置２には，

閲覧中のＷｅｂコンテンツ情報が表示されることになる。従って，外部

表示装置２として表示部１２より大型のモニタ装置を用いれば，携帯電

話機１本体の携帯性を損なうことなく，表示内容の視認性を向上させる

ことが可能となる。また，携帯電話機での閲覧が意図されていないＷｅ

ｂコンテンツについても，表示部１２のサイズや解像度に依存すること

なく正常に表示することが可能となる。」（段落【００２０】） 

・「第４の具体例は，閲覧中のＷｅｂコンテンツ情報を外部表示装置２に

出力しながら音声通話を行う場合である。この場合，制御部１０は，送

受信部１１を介して通話相手との音声情報交換を行う一方，指定サーバ

から所望のＷｅｂコンテンツ情報を取得する。このとき，制御部１０は，
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得られた音声情報及びＷｅｂコンテンツ情報を各々音声部１３及び画像

出力部１７に送出し，画像出力部１７に対して該Ｗｅｂコンテンツ情報

を外部出力するように要求する。該要求を受けた画像出力部１７は，制

御部１０からの入力情報に所定の信号処理を施して外部表示装置２に出

力する。このような動作により，外部表示装置２には，閲覧中のＷｅｂ

コンテンツ情報が表示されることになる。従って，ユーザは，外部表示

装置２を通してＷｅｂコンテンツ情報を閲覧しながら，携帯電話機１本

体で良好な音声通話を行うことが可能となる。」（段落【００２１】） 

・「第５の具体例は，再生中のストリーミング画像を外部表示装置２に出

力する場合である。この場合，制御部１０は，送受信部１１を介して指

定サーバから所望のストリーミング情報を取得しながら，該ストリーミ

ング情報に含まれる音声情報及び画像情報を各々音声部１３及び画像出

力部１７に送出し，画像出力部１７に対して該画像情報を外部出力する

ように要求する。該要求を受けた画像出力部１７は，制御部１０からの

入力情報に所定の信号処理を施して外部表示装置２に出力する。このよ

うな動作により，外部表示装置２には，再生中のストリーミング画像が

表示されることになる。従って，外部表示装置２として表示部１２より

大型のモニタ装置を用いれば，携帯電話機１本体の携帯性を損なうこと

なく，表示内容の視認性や臨場感を向上させることが可能となる。なお，

ストリーミング音声の出力手段としては，携帯電話機１に内蔵されたス

ピーカ１３ｂを用いてもよいし，ヘッドホン等を外部接続して用いても

よい。」（段落【００２２】） 

イ 乙イ４文献の段落【００２０】等のＷｅｂコンテンツ情報の取得に関

する記載から，指定サーバから所望のＷｅｂコンテンツ情報を取得する

ために，携帯電話機がインターネットに接続されユーザーエージェント

情報を含みインターネットプロトコルに準拠した無線信号を送信する機
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能と，インターネットプロトコルに準拠した無線信号を受信する機能を

有するものと認められる。 

このことと上記アの記載によれば，乙イ４文献には，次の発明（乙イ

４発明）が記載されていると認められる。 

「ユーザがマニュアル操作によって入力したデータを後記制御部１０

に送信する操作部１４と，電波を受信して制御部１０に送信するととも

に，後記制御部１０から受信した信号を電波に変換して送信する送受信

部１１と， 

後記画像出力部１７を動作させるプログラムと後記制御部１０で処理

可能なデータファイルとを格納する記憶部１６と， 

前記操作部１４から送信されたデータ及び前記記憶部１６に格納され

たプログラムに基づき，前記送受信部１１から受信した電波及び／又は

前記記憶部１６から読み出したデータに所定の信号処理を施して，デジ

タル表示信号及びその他のデジタル信号を生成して送信する制御部１０

と，画面を構成する各々の画素が駆動されることにより画像を表示し，

前記制御部１０から受信したデジタル表示信号を送信する画像出力部１

７と， 

を備えるとともに， 

前記制御部１０と前記画像出力部１７とが相俟って，該画像出力部１

７から，外部表示装置２で読取可能な画像信号形式の信号を送信する機

能を実現する携帯電話機であって， 

前記送受信部１１と前記制御部１０とが相俟って， 

ユーザーエージェント情報を含みインターネットプロトコルに準拠し

た無線信号を送信する機能と， 

インターネットプロトコルに準拠した無線信号を受信することにより，

インターネットに接続した指定サーバからＷｅｂコンテンツ情報を取得
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する機能と， 

を実現するとともに， 

前記Ｗｅｂコンテンツ情報に所定の信号処理を施すことによって，前

記Ｗｅｂコンテンツ情報のデジタル表示信号を生成する機能を有する 

ことを特徴とする携帯電話機。」 

(2) 本件訂正発明と乙イ４発明との対比 

 便宜上，まず，本件訂正発明と乙イ４発明との対比を検討する。 

ア 本件訂正発明は前記第２，２(4)及び(5)のとおりであり，これと乙イ

４発明とを対比すると，乙イ４発明の「制御部１０」，「操作部１４」，

「電波」，「送受信部１１」，「記憶部１６」，「データに所定の信号

処理を施して」，「外部表示装置２」，「画像出力部１７」，「携帯電

話機」，「Ｗｅｂコンテンツ情報」，「指定サーバ」は，それぞれ，本

件訂正発明の「データ処理手段」，「入力手段」，「無線信号」，「無

線通信手段」，「記憶手段」，「データに必要な処理を行って」，「デ

ィスプレイ手段」，「インターフェース手段Ａ１」，「携帯情報通信装

置」，「画像データファイル」，「Ｗｅｂサーバ」に相当する。 

   また，乙イ４発明の「外部表示装置２で読取可能な画像信号形式の信

号」は表示部１２のサイズや解像度に依存することなく正常に表示する

ことが可能な信号として抽象的に記述されている点で，本件訂正発明の

「高解像度デジタル外部表示信号」と「外部表示信号」との点において

共通する。 

イ そうすると，本件訂正発明と乙イ４発明の一致点及び相違点は，次の

とおりとなる。 

〔一致点〕 

ユーザがマニュアル操作によって入力したデータを後記データ処理手段

に送信する入力手段と，電波を受信してデータ処理手段に送信するとと
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もに，後記データ処理手段から受信した信号を電波に変換して送信する

無線通信手段と， 

後記データ処理手段を動作させるプログラムと後記データ処理手段で処

理可能なデータファイルとを格納する記憶手段と， 

前記入力手段から送信されたデータ及び前記記憶手段に格納されたプロ

グラムに基づき，前記無線通信手段から受信した信号及び／又は前記記

憶手段から読み出したデータに必要な処理を行って，デジタル表示信号

及びその他のデジタル信号を生成して送信するデータ処理手段と，画面

を構成する各々の画素が駆動されることにより画像を表示し，前記デー

タ処理手段から受信したデジタル表示信号に基づき各々の画素を駆動す

るディスプレイ手段と， 

外部ディスプレイ手段を接続し，前記データ処理手段から受信したデジ

タル表示信号に基づき，デジタル外部表示信号を送信するインターフェ

ース手段と， 

を備えるとともに， 

前記データ処理手段と前記インターフェース手段とが相俟って，該イン

ターフェース手段から，外部表示信号を送信する機能を実現する携帯情

報通信装置であって， 

前記無線通信手段と前記データ処理手段とが相俟って， 

ユーザーエージェント情報を含みインターネットプロトコルに準拠した

無線信号を送信する機能と， 

インターネットプロトコルに準拠した無線信号を受信することにより，

インターネットに接続したＷｅｂサーバから画像データファイルを取得

する機能と， 

を実現するとともに， 

前記画像データファイルを処理することによって，前記画像データファ
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イルのデジタル表示信号を生成する機能を有する 

ことを特徴とする携帯情報通信装置 

〔相違点１〕 

  無線通信手段が，本件訂正発明では，「無線信号を受信してデジタル

信号に変換の上，後記データ処理手段に送信するとともに，後記データ

処理手段から受信したデジタル信号を無線信号に変換して送信する」の

に対し，乙イ４発明では，受信した電波をデジタル信号に変換すること，

及びデータ処理手段から受信したデジタル信号を電波に変換することは

記載されていない点 

〔相違点２〕 

  ディスプレイ手段が，本件訂正発明では，画面を構成する各々の画素

が駆動されることにより画像を表示するディスプレイパネルＡとデジタ

ル表示信号に基づき前記ディスプレイパネルＡの各々の画素を駆動する

ディスプレイ制御手段Ａとから構成されるのに対し，乙イ４発明では，

そのような構成は記載されていない点 

〔相違点３〕 

  インターフェース手段が，本件訂正発明では周辺装置に対して，前記

データ処理手段から受信したデジタル表示信号に基づき，ＴＭＤＳ方式

で伝送されるデジタル外部表示信号を送信するのに対し，乙イ４発明で

は，ＴＭＤＳ方式で伝送される点，及び周辺装置に関する構成は記載さ

れていない点 

〔相違点４〕 

  外部表示信号が，本件訂正発明では，「高解像度デジタル外部表示信

号」であるのに対し，乙イ４発明では，具体的な構成は記載されていな

い点 

〔相違点５〕 
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  本件訂正発明は，データ処理手段が画像データファイルの本来解像度

が前記ディスプレイパネルＡの画面解像度より大きい場合でも，前記画

像データファイルを前記記憶手段に一旦格納し，その後読み出した上で

処理し，画像データファイルの本来画像の全体画像のデジタル外部表示

信号を生成するのに対し，乙イ４発明にはそのような構成は記載されて

いない点 

(3) 相違点についての判断 

ア 相違点１について 

   デジタルデータの送受信を行う場合，受信した電波の信号をデジタル信

号に変換すること，又は，デジタル信号を電波に変換して送信することは，

通信技術の分野においては当然に行われるものであって，これをどの手段

によって行わせるかは当業者が適宜設計することのできる事項である。 

   したがって，相違点１において本件訂正発明の構成とすることは当業者

によって容易になし得たものといえる。 

イ 相違点２について 

   乙イ４発明の外部表示装置２がディスプレイパネルを備えることは明ら

かであり，ディスプレイパネルの各画素の表示制御をするための手段を備

えることも明らかである。 

そうすると，相違点２における本件発明と乙イ４発明の各構成は実質的

には表現上の差異にすぎず，仮に表現上の差異とはいえないとしても，乙

イ４文献の段落【０００２】に，各種情報を表示する手段として液晶ディ

スプレイが例示されていることからみても，乙イ４発明につき，相違点２

において本件訂正発明の構成とすることは当業者にとって容易になし得た

ものといえる。 

ウ 相違点３について 

(ｱ) 周知技術 
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ａ 乙イ５文献（平成１１年１１月９日公開）には，次の記載がある。 

・「液晶ディスプレイ装置を用いて映像や文字を表示するための信号

方式の種類としては，各社固有の専用方式以外に，ディスプレイ装

置の製造元や型番（モデル）に依存することなく使用できる汎用的

な方式として，次の種類の規格がある。 

（ａ）ＣＲＴ(Cathode Ray Tube)用アナログＲＧＢ方式 

（ｂ）ＬＶＤＳ(Low Voltage Differential Signaling)方式 

（ｃ）ＬＤＩ(LVDS Display Interface)方式 

（ｄ）ＴＭＤＳ(Transition Minimized Differential Signaling) 

方式 

（ｅ）ＧＶＩＦ(Giga-bit Video InterFace)方式」（段落【０００

７】） 

・「（ｄ）のＴＭＤＳ方式とは，低電圧振幅差動伝送方式のひとつで，

前記のＬＶＤＳと基礎的な部分は共通しているが，信号に冗長性を

持たせ，伝送線路の前後で符号化，復号化を夫々行い，よりＥＭＩ

(Electromagnetic Interference)に強くしていることが特徴であ

る。」（段落【００１１】） 

・「以上のように，液晶ディスプレイ装置の一つをとっても，種々の

信号方式が存在する。通常はこれらの信号方式のうち，いずれか１

つの方式が選定され，ディスプレイ装置が設計及び生産される。・

・・」（段落【００１３】） 

ｂ 乙イ６文献（平成１３年８月２４日公開）には次の記載がある。 

  ・「・・・一方，昨今では，ホストＰＣとディスプレイシステムとの

間のビデオインターフェイスは，従来のアナログインターフェイス

に変わってＬＶＤＳ(Low Voltage Differential Signaling)，ＴＭ

ＤＳ(Transition Minimized Differential Signaling)，ＧＶＩＦ
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(Gigabit Video InterFace)といった低電圧作動タイプのデジタル

データ伝送方式を使った，所謂デジタルインターフェイスが広まり

つつある。・・・」（段落【０００４】） 

ｃ 乙イ７文献（平成１６年７月２２日公開）には次の記載がある。 

  ・「・・・高速ディジタル映像インターフェースの技術として，家庭

用 機 器 で は Ｔ Ｍ Ｄ Ｓ （ Transition Minimized Differential 

Signaling）やＬＶＤＳ（Low Voltage Differential Signaling：

低電圧差動信号処理）が広く使われている。」（段落【０００

５】） 

  ・「ＴＭＤＳは，液晶ディスプレイなどに多く使用されているディス

プレイ映像信号のデジタル伝送方式であって・・・」（段落【００

０６】） 

ｄ 乙イ９文献（平成１４年１月１８日公開）には次の記載がある。 

・「一方，以前はテレビジョン（ＴＶ）受信機とパーソナルコンピュ

ータ（ＰＣ）のディスプレイは全くの別物であったが，相互の融合

化が進み，ＰＣの画像を表示できるＴＶや，ＴＶの信号を入力でき

るＰＣのディスプレイが現れてきた。」（段落【０００３】） 

・「１００は画像表示装置としてのディスプレイ，２００，３００は

画像信号源としてのＰＣやＤＶＤ，デジタルテレビ用チューナー，

携帯機器などの画像を出力する装置である。図１のシステムでは，

画像信号と音声信号とをそれぞれデジタル信号として伝送する。」

（段落【００２５】） 

・「２１０，３１０はグラフィック描画部２０５，３０５で作成され

た画像信号と，不図示の音源部で作成された音声信号を，ディスプ

レイ１００に伝送するための画像・音声送信部である。具体的には，

ディスプレイの規格化団体ＤＤＷＧ（Digital Display Working 
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Group）が策定したＤＶＩ（Digital Video Interface）規格などの

採用したＴＭＤＳ規格の伝送素子や，画像信号，音声信号をＭＰＥ

Ｇ方式で圧縮・符号化すると共に部分書き変え信号を作成するエン

コード素子とプロトコル信号を伝送するＩＥＥＥ１３９４の送信素

子などである。」（段落【００３１】） 

ｅ 乙イ１０文献（平成１６年（２００４年）９月１５日公告）には次

の記載がある。 

   ・「本実施例において，有線伝送インターフェースの標準はＤＶＩで

ある。ＤＶＩ（Digital visual Interface） は ， Siloicon Image

社のPanelLink技術を基礎とする高速シリアル通信インターフェー

ス で あ り ， Ｔ Ｍ Ｄ Ｓ （ Transition Minimized Differential 

Signaling）方式でデータをデジタル・フラットパネル・ディスプ

レーに伝送する。」 

 ｆ 乙イ２１文献（平成１６年１０月２８日公開）には次の記載がある。 

   ・「次に，前述したデジタルインターフェース送信部及びデジタルイ

ンターフェース受信部の構成について図４を用いて説明する。前述

したように実施の形態１ではデジタルインターフェース送信部及び

デジタルインターフェース受信部はＨＤＭＩを例にとって説明す

る。」（段落【００３２】） 

・「・・・ＨＤＭＩは送信部（トランスミッター），受信部（レシー

バー）から成り，送信部はＳＴＢやＤＶＤ，ＶＴＲまたはパソコン

といった映像，音声のソースとなる機器が備えるもので，一方，受

信部はテレビ，ディスプレーなどの映像や音声を提示可能な機器が

備えるものである。」（段落【００３３】） 

・「４０１はＳＴＢに備えられたＨＤＭＩデジタルインターフェース

送信部で映像信号（Ｙ，Ｐｂ，Ｐｒ）とオーディオ信号（ＩＥＣ９
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５８）をＴＭＤＳエンコードして，高速伝送に適した形式で受信部

４０２に向けて出力するものである。４０２はＴＭＤＳエンコーダ

で，映像データについては，８ビットパラレルＸ３チャンネルの映

像データをシリアル１０ビットＸ３チャンネルに変換し，音声デー

タについては，パラレル４ビットの音声データをシリアル１０ビッ

トに変換するものである。」（段落【００３９】） 

ｇ 乙イ２２文献（平成１６年３月１８日公開）には次の記載がある。 

・「【発明の属する技術分野】本発明は画像伝送システムに係り，特

にハイビジョン方式等の高画質テレビ（ＨＤＴＶ：Ｈｉｇｈ Ｄｅ

ｆｉｎｉｔｉｏｎ ＴＶ）の画像以上の画素数を持つ撮像装置を用

いて，写真並みの高精細高画質の画像を配列変換しながら高速伝送

する画像伝送システムに関する。」（段落【０００１】） 

・「【従来の技術】従来の画像伝送システムとして，フラットパネル

モニタ用ディジタル伝送方式を用いた映像伝送システムが提案され

ている（特開２００１－１３９２７号公報）。これはＤＶＩ（Ｄｉ

ｇｉｔａｌ Ｖｉｓｕａｌ Ｉｎｔｅｒｆａｃｅ）規格によるもの

である。」（段落【０００２】） 

・「・・・この４組のＤＶＩ信号は，ＴＭＤＳ（Ｔｒａｎｓｍｉｓｓ

ｉｏｎ Ｍｉｎｉｍｉｚｅｄ Ｄｉｆｆｅｒｅｎｔｉａｌ Ｓｉｇ

ｎａｌｉｎｇ）送信機１１ｄに供給され，これより表示装置１２に

出力されて画像表示される。」（段落【０００５】） 

ｈ 以上の文献にはいずれにも，外部ディスプレイ装置にデジタル画像

表示信号を伝送するＴＭＤＳ方式についての記載がある。そうすると，

本件特許出願（優先日）前において，外部ディスプレイ装置に送信さ

れる外部表示信号をＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタル外部表示信号

とすることは周知技術であると認められる。 
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(ｲ) 争点３の容易想到性について 

      上記(ｱ)ｈのとおり，外部ディスプレイ装置に送信される外部表示信

号をＴＭＤＳ方式で伝送されるデジタル外部表示信号とすることは周知

技術であるといえるから，この周知技術を乙イ４発明に適用して，デジ

タル外部表示信号をＴＭＤＳ方式で伝送される構成とすることは，当業

者が容易になし得たものといえる。 

      また，乙イ４発明において，外部表示装置２を含む装置を，例えばパ

ソコンのような周辺装置とすることは，当業者が適宜なし得たものとい

えるから，周辺装置に関して本件訂正発明の構成とすることも当業者が

容易になし得たものである。 

したがって，相違点３において本件訂正発明の構成とすることは当業

者にとって容易になし得たものといえる。 

エ 相違点４及び５について 

  (ｱ) 乙イ１９文献の内容 

ａ 乙イ１９文献（平成１６年４月２２日公開）には，次の記載がある。 

【発明の属する技術分野】 

・「本発明は，デジタルカメラにおいて画像の表示処理を行う際の画

像表示技術に関する。」（段落【０００１】） 

【従来の技術】 

・「一般に市販されているデジタルカメラには，外部表示装置を接続

するための接続端子が設けられているものが多く存在する。この種

のデジタルカメラは，電子ビューファインダ（ＥＶＦ）や表示用の

液晶表示部に表示される画像を，外部表示装置にも表示することが

できるように構成されており，接続端子から外部表示装置に対して

映像信号（例えばＮＴＳＣ信号等）が出力される。」（段落【００

０２】） 
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【発明が解決しようとする課題】 

・「しかしながら，上記従来のデジタルテレビ対応デジタルカメラ

では，以下のような課題があった。」（段落【０００６】） 

・「まず，撮影待機状態におけるライブビュー表示においては，デ

ジタルカメラからデジタルテレビに対して従来の映像フォーマッ

トに変換した上で映像出力されるため，依然としてデジタルテレ

ビの表示解像度を活かした高精細な画像表示を行うことができな

いという問題があった。」（段落【０００７】） 

・「また，撮影によって得られた撮影画像を再生表示する場合，デ

ジタルテレビが接続された際に，撮影画像データに対する縮小処

理等を行って再生表示を行うため，再生表示の際の処理効率が悪

く，再生指示を行っても直ちに再生表示されないという問題があ

った。」（段落【０００８】） 

・「すなわち，従来のデジタルテレビ対応デジタルカメラでは，デ

ジタルテレビに対して，デジタルカメラの動作状態等に応じた最

適な画像表示を行うことができないという問題があった。」（段

落【０００９】） 

・「そこで，本発明は，上記課題に鑑みてなされたものであって，

デジタルカメラがデジタルテレビにおいて最適な画像表示を行う

ことを可能にする技術の提供を目的とする。」（段落【００１

０】） 

【課題を解決するための手段】 

・「上記目的を達成するために，請求項１に記載の発明は，撮像素

子に蓄積された電荷を読み出すことにより，画像データを取得す

るデジタルカメラであって，表示装置に対してライブビュー表示

を行う表示画像出力手段と，前記表示装置の表示解像度を検知し，



 - 135 - 

前記表示解像度に応じて前記撮像素子の読み出し方式を変更する

制御手段と，を備えて構成される。」（段落【００１１】） 

・「請求項２に記載の発明は，撮像素子によって被写体を撮影する

デジタルカメラであって，前記撮像素子から得られる画像を表示

する表示手段と，前記撮像素子から得られる画像のサムネイル画

像を生成するサムネイル画像生成手段と，前記サムネイル画像と

ともに，前記撮像素子から得られる画像を記録する記録手段と，

前記表示手段よりも高解像度の外部表示装置を接続可能な接続手

段と，を備え，前記接続手段に対して前記外部表示装置が接続さ

れた場合，前記外部表示装置の表示解像度に適合させて表示用画

像データを生成し，前記サムネイル画像を前記表示手段の表示解

像度に適合させて生成するように構成される。」（段落【００１

２】） 

・「＜１．第１の実施の形態＞ 

＜１－１．撮影システム＞ 

図１は本実施形態にかかる撮影システム１００の構成例を示す図

である。図１に示すように撮影システム１００は，デジタルカメ

ラ１と，デジタルテレビ等によって構成される高精細な画像表示

が可能な表示装置２とが，データ送信用のケーブル３によって接

続された構成となっており，デジタルカメラ１において取得され

る画像が表示装置２に対して表示可能なように構成される。」

（段落【００１７】） 

・「表示装置２は，その映像フォーマット（表示解像度）を変更可

能なように構成されており，例えば，５２５ｉ，５２５ｐ，７５

０ｐ，１１２５ｉ，１１２５ｐの５種類の映像フォーマットのう

ちから一の映像フォーマットを選択設定して画像表示動作を行う
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ように構成される。例えば５２５ｉ又は５２５ｐの映像フォーマ

ットが選択されている場合には，表示装置２における表示解像度

は横７２０×縦４８０となる。」（段落【００１８】） 

・「また，表示装置２がデジタルカメラ１に接続されている場合，

表示装置２はデジタルカメラ１に対して映像フォーマットを伝達

するように構成される。」（段落【００１９】） 

・「次に，デジタルカメラ１の内部構成について説明する。図５は，

デジタルカメラ１の内部機能を示すブロック図である。」（段落

【００２９】 

・「ＣＣＤ撮像素子２０は被写体像を撮影して電子的な画像信号を

生成する撮像手段として機能するものであり，例えば横２５６０

×縦１９２０個の画素を有し，撮影レンズ１８によって結像され

た被写体の光像を，画素毎にＲ（赤），Ｇ（緑），Ｂ（青）の色

成分の画像信号（各画素で受光された画素信号の信号列からなる

信号）に光電変換して出力する。」（段落【００３１】） 

・「解像度変換部２６は，ＣＣＤ撮像素子２０から得られる画像デ

ータに対して所定の解像度変換を行うものである。例えば，ＥＶ

Ｆ４又はＬＣＤ５に対してライブビュー表示を行う場合，解像度

変換部２６はＥＶＦ４又はＬＣＤ５の表示画素数に適合した横３

２０×縦２４０の画素数を有する画像データを生成する。また，

デジタルカメラ１に表示装置２が接続されている場合には，表示

装置２の表示解像度に適合した画素数を有する画像データを生成

する。」（段落【００３９】） 

・「表示用画像メモリ４３はＥＶＦ４，ＬＣＤ５，又は表示装置２

に表示されるべき表示用画像データを記憶するメモリであり，表

示用画像メモリ４３に画像が格納されることにより，ＥＶＦ４，
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ＬＣＤ５，又は表示装置２における画像表示が可能になる。」

（段落【００４２】） 

・「画像メモリ４４は，Ｓ２状態に応答して行われる撮影動作によ

ってＣＣＤ撮像素子２０で取得され，各種画像処理が施された画

像データを一時的に記憶するメモリである。画像メモリ４４は，

少なくとも１フレーム分の記憶容量を有している。そして撮影動

作後に画像のアフタービュー表示が行われる場合には，画像メモ

リ４４に格納された画像データからアフタービュー用の画像デー

タが生成され，撮影画像を確認するための画像表示が行われる。

・・・」（段落【００４５】） 

・「デジタルカメラ１に表示装置が接続されている場合，全体制御

部３０は表示装置２の映像フォーマットを確認する（ステップＳ

１０３）。そして表示装置２の映像フォーマットが１１２５ｉ又

は１１２５ｐである場合には，ＣＣＤ読出モードがフルフレーム

モードに設定される（ステップＳ１０４）。また，表示装置２の

映像フォーマットが７５０ｐである場合には，ＣＣＤ読出モード

が２倍速モードに設定され（ステップＳ１０５），５２５ｉ又は

５２５ｐである場合は，８倍速モードに設定される（ステップＳ

１０６）。・・・」（段落【００５２】） 

・「そしてステップＳ１０７に進み，全体制御部３０は解像度変換

部２６における処理内容を決定する。」（段落【００５３】） 

・「そしてデジタルカメラ１では，ステップＳ１０４～Ｓ１０６の

いずれかにおいて設定されたＣＣＤ読出モードでライブビュー表

示用の画像撮影が行われる（ステップＳ１０９）。ここで得られ

た画像データは解像度変換部２６に与えられ，ステップＳ１０７

で決定された解像度変換処理が実行される。」（段落【００６
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０】） 

・「つまり，映像フォーマットが１１２５ｐ又は１１２５ｉの場合

には，フルフレームモードで画像が取得され，横１４４０×縦１

０８０の画素数を有する表示用画像が生成されることになり，こ

のときのフレームレートは３．７５ｆｐｓとなる。また，映像フ

ォーマットが７５０ｐの場合には，２倍速モードで画像が取得さ

れ，横９６０×縦７２０の画素数を有する表示用画像が生成され，

フレームレートは７．４９ｆｐｓとなる。また，映像フォーマッ

トが５２５ｐ若しくは５２５ｉの場合には，８倍速モードで画像

が取得され，横６４０×縦４８０の画素数を有する表示用画像が

生成され，フレームレートは２９．９７ｆｐｓとなる。・・・」

（段落【００６１】） 

・「このようにして得られる表示用画像は，表示用画像メモリ４３

に格納される（ステップＳ１１１）。これにより，解像度変換に

よって生成される表示用画像は，ＥＶＦ４，ＬＣＤ５又は表示装

置２における表示対象画像（ライブビュー画像）となる。」（段

落【００６２】） 

・「また，表示装置２が接続されている場合，表示用画像メモリ４３

に格納されている表示用画像が表示装置２に出力され，デジタルカ

メラ１の外部に設けられた表示装置２でライブビュー表示が行われ

ることになる（ステップＳ１１３）。このとき，表示装置２に表示

される画像は，表示装置２の映像フォーマットに応じて生成され，

表示装置２の表示解像度に適合した画像となっているので，表示装

置２において高精細なライブビュー表示を行うことが可能である。

なお，表示装置２の表示解像度が高くなるにつれて，表示フレーム

レートは低下することになる。」（段落【００６４】） 
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ｂ 上記段落【００１８】，【００１９】及び【００６４】によると，

乙イ１９発明は，表示装置２においてフォーマット（表示解像度）が

設定されると，これが表示装置２に接続されているデジタルカメラ１

に伝達され，フォーマット（表示用画像）に応じて生成された表示用

画像が表示用画像メモリ４３に格納され，当該表示用画像が表示装置

２に出力されるものであるから，かかる乙イ１９発明においては，表

示装置２の表示解像度が１１２５ｐ（１１２５ｉ）に設定され，表示

用画像メモリ４３に１１２５ｐ（１１２５ｉ）のフォーマットで画像

データが格納されている場合において，画像データの本来画像の全体

画像のデジタル表示信号が生成されていることは明らかである。 

そこで，以上の記載及び関連する図面並びにこの分野における技術

常識を考慮すると，乙イ１９文献には次の発明が記載されていると認

められる。 

「撮像素子によって被写体を撮影する撮像手段を有するデジタルカ

メラであって， 

前記撮像素子から得られる画像を表示する表示手段と， 

前記撮像素子から得られる画像を記録する表示用画像メモリと， 

前記表示手段よりも高解像度の外部表示装置を接続可能な接続手段と， 

前記撮像素子から得られる画像データに対して所定の解像度変換を行

う解像度変換部と， 

を備え， 

前記解像度変換部は，前記撮像手段が生成し表示用画像メモリに一旦

格納させた画像データの本来解像度が前記表示手段の画面解像度より

大きい場合に，前記接続手段に対して前記外部表示装置が接続させた

場合，前記外部表示装置の表示解像度に適合させて本来画像の表示用

画像データを生成するように構成されるデジタルカメラ」 
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(ｲ) 相違点４及び５の容易想到性について 

ａ 乙イ４発明は，「携帯電話機での閲覧が意図されていないＷｅｂコ

ンテンツについては，正常に表示することすらできなかった」（段落

【０００５】）として，Ｗｅｂコンテンツを正常に表示するために，

画像処理出力部１７が「入力情報に所定の信号処理を施して外部表示

装置２に出力する」ことで，携帯電話機の「表示部１２のサイズや解

像度に依存することなく正常に表示する」（段落【００２０】）こと

が可能になるものである。そうすると，乙イ４発明は，具体的な処理

内容が特定されてはいないが，本件訂正発明が問題とする「不合理な

二重投資」と「非効率的な資源利用」，すなわち，携帯情報通信装置

のデータ処理手段が付属ディスプレイに画像を表示するための表示デ

ータ処理機能については，表示画面が小さいということを除けば，パ

ソコンにおけるＣＰＵ等のプロセッサの機能に匹敵するにもかかわら

ず，パソコンと携帯情報通信装置との使い分けを行うことにより，同

種のものへの二重投資を行うことになり，結果として少なくとも一方

の稼働率の低下をもたらすため，資源の効率的な利用の観点からも好

ましくないこと，という問題を解決するものといえる。 

  ｂ そして，一般に，携帯電話機等の「携帯情報通信装置」にカメラ機

能を設けることは，本件特許出願（優先日）前に既に広く知られた技

術であるから，乙イ４発明の携帯電話機がデジタルカメラとしても機

能することは明らかであり，乙イ４発明と乙イ１９発明とは技術分野

を共通にするものといえる。 

また，乙イ４発明は，本体の携帯性を損なうことなく，表示内容の

視認性や臨場感を向上させることが可能な携帯電話機の提供を目的の

一つとして，携帯電話機が入力情報を外部表示装置で読み取り可能な

画像信号形式に変換出力する画像出力部を有するものであって，乙イ
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１９発明は，デジタルカメラがデジタルテレビ等の表示装置に対して

最適な画像表示を行うことを課題として，デジタルカメラに表示装置

が接続されると検知回路が表示装置の表示解像度を検出して，その表

示解像度に応じてＣＣＤ撮像素子の読み出し方式を変更し，ＣＣＤ方

式から得られる画像を解像度変換部において処理し，表示解像度に適

合した表示用画像を生成するという発明であるから，乙イ４発明の携

帯電話機と乙イ１９発明のデジタルカメラのいずれも，備えている表

示部では画像データの表示が十分にはできない，最適な表示ができな

いといった課題があったことから，本体側の表示手段の他に表示装置

を接続して外部に画像を出力可能にし，もってかかる課題を解決した

ものであるという点において，基本的な構成と課題も共通にするもの

といえる。 

そうすると，乙イ４発明と乙イ１９発明が技術分野を共通にし，基

本的な構成と課題も共通にすることから，当業者が乙イ４発明に乙イ

１９発明を適用して，相違点４及び５において本件訂正発明の構成と

することは容易であり，そのことについて阻害要因があるとはいえな

い。 

そして，前記(ｱ)のとおり，乙イ１９文献の段落【００４５】に

「画像メモリ４４に格納された画像データからアフタービュー用の画

像データが生成され，撮影画像を確認するための画像表示が行われ

る。」との記載があり，画像データを記憶手段に一旦格納後処理する

方法が記載されていることが認められる。 

したがって，乙イ４発明に画像データファイルの処理方法が記載さ

れていなくとも，当業者が通常の創作能力を発揮して，乙１９文献に

開示された上記処理方法を適用し，相違点４及び５において本件訂正

発明の構成とすることを容易に想到することができたものと認められ
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る。 

ｃ 原告の主張に対する判断 

この点に関して原告は，乙イ４発明は携帯性が重視されるためにサ

イズに制約があることから，本件特許の優先日以前においてプロセッ

サ等の素子の小型化が十分に進んでいなかったなかでは，高機能のデ

ータ処理手段や大容量の記憶手段を備えることには阻害要因が存在し

たと主張する。 

しかし，本件全証拠を精査しても原告が主張するような技術水準を

認めるに足りないから，原告の前記主張は前提を欠き，理由がない。 

また，原告は，乙イ４発明に乙イ１９発明が適用されるとしても，

適用されるのは，乙イ４発明のデジタルカメラ機能に対してであるか

ら，当業者が通常の創作能力を発揮したとしても，相違点５を想到す

るには至らない旨主張する。 

しかし，前記ｂのとおり乙イ４発明と乙イ１９発明とは基本的な構

成と課題を共通にするところ，課題はデジタルカメラ機能に固有のも

のではないから，乙イ４発明に乙イ１９発明を適用するに当たって，

当業者がその創作能力を発揮する範囲がデジタルカメラ機能に限定さ

れるべき理由はない。 

さらに，原告は，乙イ１９発明の「前記撮像素子から得られる画像

データ」は，乙イ４発明の「ウェブサーバから取得される画像データ

ファイル」や「指定サーバから取得されるＷｅｂコンテンツ情報」と

は異なる処理対象であるから，当業者が通常の創作能力を発揮したと

しても，相違点５を想到するには至らない旨主張する。 

しかし，乙イ４発明と乙イ１９発明はいずれも画像表示装置の制約

からくる画像表示の制限を解決する発明であり，処理対象が課題に直

接関連するものではないから，原告の前記主張は，容易想到性を肯定
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する前記認定判断を左右するものではない。 

ｄ したがって，相違点４及び５において本件訂正発明の構成とするこ

とは当業者にとって容易になし得たものといえる。 

(4) 本件発明と乙イ４発明との対比 

本件訂正は特許請求の範囲の減縮であるから，上記のとおり本件訂正発明

が進歩性を欠くものであれば，必然的に訂正前のものである本件発明につい

ても本件訂正発明と同じ理由から進歩性を欠くものであることは明らかであ

る。 

(5) まとめ 

以上のとおり，本件発明及び本件訂正発明は，乙イ４発明並びに乙イ１９

発明及び周知技術によって，本件優先日当時，当業者が容易に発明すること

ができたものと認められる。 

よって，その余の無効理由について検討するまでもなく，本件発明及び本

件訂正発明は，特許無効審判によって無効にされるべきものと認められるか

ら，原告は，特許法１０４条の３第１項に従い，被告らに対し，本件特許権

を行使することができない。 

５ 結論 

以上のとおり，被告各製品はいずれも，本件発明及び本件訂正発明の技術

的範囲に属するものとは認められず，また，本件特許は，進歩性を欠如し特

許無効審判によって無効にされるべきものと認められる。 

したがって，その余の点について判断するまでもなく，原告の請求はいず

れも理由がないから，これを棄却することとし，主文のとおり判決する。 
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